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○ 法人の概要 

 (1) 現況 

① 法人名 

    大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 

 ② 所在地 

    茨城県つくば市 

 ③ 役員の状況 

    機構長  山内 正則 

（平成 30 年４月１日～令和３年３月 31 日） 

    理事数  ４名 

    監事数  ２（１）名    ※（ ）は非常勤の数で内数 

 ④ 大学共同利用機関等の構成 

    大学共同利用機関 

      素粒子原子核研究所（茨城県つくば市） 

      物質構造科学研究所（茨城県つくば市） 

    大学共同利用機関と同等な重要組織 

      加速器研究施設（茨城県つくば市） 

      共通基盤研究施設（茨城県つくば市） 

    その他研究施設等 

      J-PARC センター（茨城県那珂郡東海村） 

      和光原子核科学センター（埼玉県和光市） 

 ⑤ 教職員数（令和元年５月１日現在） 

    教員  348 名 

    研究系技術職員  154 名 

    事務職員等  170 名 

 

(2) 法人の基本的な目標等 

高エネルギー加速器研究機構（以下「KEK」という。）は、我が国の学術研究

の中核的システムである「大学共同利用」を行うため昭和 46 年に設立された高

エネルギー物理学研究所を起源とする。KEK は、我が国の加速器科学の総合的発

展の国際的な拠点として、国内外の研究者が 先端の研究施設等を用いた共同

利用・共同研究を実施し、人類の知的資産の拡大に貢献してきた。 

加速器科学は、高エネルギー加速器を用いて行う、物質を構成する素粒子や原

子核、それらに働く力の性質などを明らかにし、宇宙誕生の謎に迫る研究、生命

体を含む物質の構造・機能を解明する研究のみならず、これらを行うための研究

手法開発、加速器及び関連する基盤技術も含めた実験的・理論的研究であり、こ

れらの研究は、大学の研究・教育機能の強化にも貢献してきた。更に研究成果は

産業界においても活用されている。 

教育・研究に係る社会情勢は急変しており、KEK は、状況変化に対応し常に向

上していく組織であり続け、加速器科学の研究を進め、次のミッションを達成し

ていく。 

 

１．国力の基礎となる知的資産の拡大と世界的地位の維持向上 

学術研究・基礎研究を行う機関として、人類の知的資産の拡大に貢献するこ

とは 重要課題であり、主要三共同利用実験（J-PARC、B ファクトリー、放射

光）を国内外の大学等との協力の下で着実に進め、成果を発信する。こうした

活動を通じて、世界的な加速器科学の拠点の一つとして他の拠点との連携を

図りつつ、その役割と能力を維持向上させていくとともに、特にアジア・オセ

アニア地域との連携強化により同地域における加速器科学の中心的役割を果

たしていく。 

また、加速器科学は産業利用も含めすそ野の広い科学分野であり、国内外の

研究者に加え、産業界にも施設の利用・共同研究の場を提供し、加速器科学の

先端の研究を発展させるとともに、研究開発の拠点としての機能を担う。 

なお、将来の研究領域及び研究の方向性については関連分野の研究者・研究

コミュニティからの提案を基に、機構全体として具体的な実施計画を策定す

る。 
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２．未来を担う研究人材の育成 

上述の研究活動や特別共同利用研究員制度等を通じて大学・大学院の研究・

教育機能の強化に貢献する。総合研究大学院大学（総研大）の基盤機関として

の教育に加え、国際的な教育環境や異分野間交流の機会を提供することなど

によって、同大学の機能強化に取り組む。 

 

３．社会への貢献 

加速器技術等を用いた産学連携の促進などイノベーション創出への取組を

進める。また、斬新な発想に基づく異分野間交流を柔軟に取り入れ、新分野創

設の萌芽とする研究成果を積極的に社会に公開し、成果の活用を図る。 

今後の発展が期待できるアジア地域との研究交流を進めるなど科学技術外

交に貢献する。 

若者や社会への情報発信や参加型プログラムの実施により、国民の理解の

促進に努める。 

 

こうしたミッションを達成するためには、組織体制面での改革も重要であり、

①KEK の特質を踏まえた優れた人材確保と人材の流動性の促進を目指し、人事制

度（任期制、年俸制等の人事制度や人事評価制度）の見直しや人事交流の促進、

②機構長直属の組織や研究を支援する基盤的組織の見直し・再編を進め、効率

的・効果的な業務の推進、③国際プロジェクトを多数進めていく上でそれを運営

できる人材の育成などを進め、組織・体制の強化を図る。 

また、国民と社会から託された資産を有効に活用し、社会から信頼される研究

活動を行うことも大きな使命である。このため社会的責任・法令遵守・リスク管

理、不正防止等も含めた内部統制を進めるとともに、業務・研究成果に係る情報

公開等に努め、国民の信頼を得ていく。 

 

本目標等を達成するために、大学共同利用機関である素粒子原子核研究所、物

質構造科学研究所とともに、これら研究所と同等な機構長直属の重要組織とし

て加速器研究施設及び共通基盤研究施設を置く。その他研究施設等として、国立

研究開発法人日本原子力研究開発機構との共同運営組織であるJ-PARCセンター

及び特定国立研究開発法人理化学研究所内に素粒子原子核研究所和光原子核科

学センターを置く。 
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大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構組織図(令和元事業年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構組織図(平成 30 事業年度) 
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大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構組織図(平成 27 事業年度) 
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■ 法人の基本的な目標の達成に向けて 

 

１．国力の基礎となる知的資産の拡大と世界的地位の維持向上に資する 

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構（KEK）は、大学共同

利用機関として、国内外の大学・研究機関との共同利用、共同研究を推進

し、素粒子物理学や物質構造科学などの 先端の研究と関連技術の発展を進

めている。特に、主要三共同利用実験（J-PARC、B ファクトリー、放射光）

における実験研究を、国内外の大学等研究機関との連携・協力の下で着実に

進めるとともに、これらの施設を産業利用にも供している。これらの研究に

海外から参加する研究者は 2,000 名を超え、加速器科学の国際研究拠点とし

ての役割を担っている。また、東京大学宇宙線研究所が中核となり進めてい

る「大型低温重力波望遠鏡計画 KAGRA」など、機構外の拠点における研究計

画への協力を進め、研究成果の創出に貢献している。更に、欧州合同原子核

研究機関（CERN）が進める「大型陽子・電子衝突型加速器計画 Large 

Hadron Collider（LHC）」に国内研究者の中核として参加し、海外における

加速器科学の推進にも重要な貢献を行っている。こうした、KEK における具

体的な研究の方向性については、機構長のリーダーシップの下で、関連分野

や研究コミュニティの研究者から構成した国際諮問委員会からの提言をもと

に、KEK ロードマップや KEK Project Implementation Plan（KEK-PIP）とし

て策定し、これに沿った研究活動を実施している。 

 

２．未来を担う研究人材の育成に資する 

研究活動を通じて、大学、大学院の教育・研究機能の強化にも貢献するこ

とは KEK の重要な役割と位置づけ、加速器科学関連分野の研究を大学等との

協定に基づく共同研究として推進している。また、総研大の基盤機関として、

高エネルギー加速器科学研究科に属する３つの専攻（加速器科学専攻、物質

構造科学専攻、素粒子原子核専攻）を擁し、 先端の大型研究施設を利用し

た大学院教育を推進するとともに、KEK における国際的な研究環境や異分野

交流を教育の場として活用した独自の教育システムを提供している。また、

研究交流の場として J-PARC での大学分室の設置や、特別共同利用研究員など

の学生の受入制度による人材の育成を行っている。さらに、加速器科学分野

における中核機関として、国内外の当該分野の人材育成に寄与するためのプ

ログラム（スクール・セミナー、交流事業等）の実施や大学生や高校生向け

スクール並びに産業界向け講習会等の開催を、大学加速器連携ネットワーク

による人材育成等プログラム（IINAS）などの支援を活用して実施している。 

 

３．社会への貢献に資する 

つくばの地域性とKEKの先端性を結合させた特徴ある地域連携活動の推進

として、産業技術総合研究所（AIST）、物質・材料研究機構（NIMS）、筑波

大学、東京大学及びKEKの５機関（令和２年度からは東北大学の参画により６

機関となっている。）の連携によるオープンイノベーション拠点TIA連携の活

動や、放射光実験施設での産業利用、加速器の医療・産業応用としての次世

代がん治療（BNCT）などの産学連携を推進している。また、KEKのイノベーシ

ョン創出や地方創生を図るための多企業参画ラボ事業としての共創コンソー

シアムと、その下に新たに立ち上げた個別テーマに特化した産学連携イノベ

ーションコンソーシアムによる活動を進めている。一方、超伝導加速器技術

の社会実装を目指して応用超伝導加速器センター（CASA）を設け、次世代半

導体製造用光源、医療用放射性物質製造装置などの開発を産業界の協力を得

て進めている。 

 

これらを推進するための組織・体制面での改革として、新年俸制制度の導入・

実施やクロスアポイントメントの活用による人材の流動性の促進、任期制等の

多様な人事制度による優れた人材の確保を進めている。KEK の強みや特色を生

かした組織の見直しや再編等を迅速かつ戦略的に進め、より効率的な業務の遂

○ 全体的な状況 
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行を推進している。さらに、国際共同研究の現場を活かして、国際プロジェク

トを推進できる人材を育成し、社会的責任等を含む内部統制の確立を継続して

進めている。 

 

 

■ 「今後の共同利用・共同研究体制の在り方について（意見の整理）（平成

29 年２月 14 日研究環境基盤部会）」において対応が求められている事項

への取組状況 

 

○ 機構法人間での業務共通化の推進として、大学共同利用機関法人４機構

での業務の効率化のために、機構長会議の下に置かれた事務連携委員会に

おいて業務ごとの WG を設け、４機構事務連携拡大に向けた協議・検討を

進め、４機構共通のパンフレットの発行や４機構ウェブサイトの運用、４

機構合同研修の拡充など、対応可能なものから順次実施しており、機構法

人の運営の効率化を図りつつ、その基盤を引き続き強化している。 

○  大学関係者との組織的対話として、加速器に関わる科学・技術全体の

現状と将来像を広く知ってもらうと共に、加速器分野における連携の活性

化を図ることを目的に、大学との連携企画として、大学との合同イベント

を企画・実施している。 

   ○ 国際的な観点からの評価体制の構築として、KEK における大型プロジェ

クト等については、海外を含む機構外の専門家による外部評価を、一定期

間ごとに実施している。外部評価の実施にあたっての委員構成は、外国機

関からの専門家も招いており、国際的な観点から評価が行われている。 

 ○ KEK の研究計画全般について、機構長の諮問に応じて、幅広い学問分野

の観点から審議し、提言を受けるために組織された常設の国際諮問委員会

として、平成 30 年度に「第１回 KEK Scientific Advisory Committee 会

合」を３月 23 日～24 日の２日間に亘り開催した。 この会合では、 KEK ロ

ードマップ、KEK Project Implementation Plan（KEK-PIP）をはじめ、各

研究所長・施設長からの各組織の研究活動報告、主要研究プロジェクトか

らの研究活動報告及び将来計画等の説明を基に活発な議論が行われ、KEK

ロードマップの一部改定の承認及び KEK の研究活動・将来計画に対する答

申を受けた。 

 ○ 産業界関係者等との組織的対話として、多企業参画ラボ事業「共創コン

ソーシアム」による連携として、平成 29 年度に立ち上げた会員制の共創

コンソーシアムの会員獲得に向けた取組や連携を進めるとともに、新たな

技術シーズを基軸とした産業応用や産業界との連携を検討し、令和元年度

からは個別テーマに特化した産学連携イノベーションコンソーシアム

（SOI 量子イメージセンサコンソーシアム、応用超伝導加速器コンソーシ

アム、クライオ電子顕微鏡（CryoEM）コンソーシアム）を立ち上げ、活動

を進めている。 

 

 

■ 「第４期中期目標期間における大学共同利用機関の在り方について（審議

のまとめ）（平成 30 年 12 月 14 日研究環境基盤部会)」に記載されている

事項への取組状況 

 

○ ４機構及び総研大において、「連合体」の設立に向けて検討し、「「連

合体」設立準備委員会」を平成 31 年１月に設立し、この委員会の下に４

つのワーキンググループ（WG）を設置し、①連合体の組織、②運営の効率

化に向けた取組、③研究力の強化に向けた取組、④大学院教育の充実に向

けた取組について、検討を進めている。 

   ○ 機構長が戦略的にリーダーシップを発揮して重点的な資源配分を行う

ための「機構長裁量経費」を確保し、J-PARC や放射光の運転時間に重点

的な配分を実施するとともに、老朽化設備の更新や共同利用者支援システ

ムの改修などに機動的な配分を行っている。 

○ 毎年度２％の人件費削減を行い、うち１％を機構機能強化のために再配
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分する制度を平成 28 年度より実施している。また、人事制度検討委員会

の下の WG で制度設計を進めていた新年俸制制度を令和元年度から導入・

運用を開始し、年俸制適用者の増加に取り組んでいる。さらに、クロスア

ポイントメント制度は平成 27 年度に導入し、適用者は年々増加している。 

○ 平成 30 年度に導入した ESCO（Energy Service Company）事業の活用に

より、施設・設備の老朽化・耐震対策の前倒し実施を可能にした。また、

J-PARC に大学の分室を置くことで学部学生による施設・設備の有効活用を

可能にした。 

○ 国内大学の加速器施設間の組織間連携を強化するため、加速器施設を有

する国内の大学等研究機関 26 機関で組織された「大学加速器連携協議

会」との連携により、平成 30 年度より「大学加速器連携ネットワークに

よる人材育成等プログラム（IINAS）」の実施を開始している。 

○ 多企業参画ラボによる産学連携イノベーションコンソーシアムである共

創コンソーシアムに加えて、新たに応用超伝導加速器コンソーシアム、

SOI 量子イメージセンサコンソーシアム、クライオ電子顕微鏡（CryoEM）

コンソーシアムを令和元年４月より開設した。KEK のウェブサイト上で、

これらのコンソーシアムの活動趣旨、技術分野、イベント情報等を発信

し、会員を獲得するとともに研究会やシンポジウムの実施などにより技術

シーズの紹介や企業との対話を行っている。 

 

 

■大学共同利用機関法人間の連携として 

 

大学共同利用機関法人機構長会議及び I-URIC４機構長ミーティングを通し

て、４機構法人に共通する諸課題について情報交換及び連絡調整を行ってお

り、同会議の下に設置した３委員会で以下に取り組んでいる。事務連携委員会

では、個人情報保護研修、 高情報セキュリティ責任者（CISO）等研修、知的

財産・安全保障輸出管理担当者研修などの合同実施、機構間の事務職員の人事

交流、AED の共同設置及び各機構会議室の有効利用などを進めた。異分野融

合・新分野創成委員会では、新たな学術の芽を育てるため「機構間連携・異分

野連携プロジェクト」を各機構から事業費を拠出して平成 29 年度より開始す

ることを決定し、延べ 12 課題（平成 29 年度：４課題、平成 30 年度：５課題、

令和元年度：３課題）採択し支援を行ったほか、４機構連携（I-URIC 連携）

による研究セミナー等を企画・実施した。評価検討委員会では、４機構連携の

取組に関する年度計画を検討・策定し、実施状況を業務実績報告書として取り

まとめた。また、本委員会の１号委員（評価担当理事）並びに本委員会に設置

した IR 実務担当者会議において、大学共同利用機関の大学への貢献を可視化

する４機構共通の評価指標を検討し取りまとめた。 

また、大学共同利用機関法人による共同利用・共同研究の成果や大学の研

究力強化への貢献についての社会への発信として、４機構パンフレット刊

行、４機構ウェブサイト運営、機構連携シンポジウム開催などを実施した。 

 

 

■新型コロナウイルス感染症への対応について 

 

  KEK における新型コロナウイルス感染症への対応として、緊急事態等対策

本部を設置、本部会議において新型コロナウイルス感染症対策として、対策

組織と役割の制定、機構内における感染防止策の策定及び実施、機構閉鎖時

の対応策の策定などを行った。これらは KEK 職員に対しては、電子メールに

よる「機構からのお知らせ」として随時情報を配信し、加えて感染症対応の

ウェブサイトを設け、国内外の共同利用者も含めて情報発信を継続してい

る。 

 

 

 

 



高エネルギー加速器研究機構  

8 

 

 

ユニット１ 「国際的な共同利用実験の推進による成果の創出と大学の人材育成への貢献並びに共同利用のはたす役割の情報発信」 

 中期目標【1】 

高エネルギー加速器を用いた加速器科学の諸分野（素粒子・原子核、生命体を含む物質の構造・機能、加速器の性能向上及

び関連する基盤技術）の研究並びに関連する技術開発において国際的に 高水準の成果を追究するとともに、これらの融合を

図ることで、新たな学術及び応用分野の創成を目指す。 

 

令和元年度計画【1】 

 

素粒子原子核研究所においては、素粒子・原子核物理学分野における高エネルギー加速器を用いた国際共同研究の中核拠点

として、物質の根源や宇宙誕生時の物質起源の謎の解明を目指し、以下の実験研究を推進する。 

○ B ファクトリー実験：SuperKEKB 加速器の Phase3（本格的物理実験）運転を継続し、BelleⅡ測定器の検出器の性能向上に

取り組み、本格的物理実験のデータ収集を開始する。Belle 実験の全データを使った解析も併せて行い、標準理論を超える

新物理現象発見と新複合粒子の性質解明を目指す。 

○ J-PARC（大強度陽子加速器施設）における実験：東海－神岡間長基線ニュートリノ振動実験（ニュートリノ実験）及びハ

ドロン実験施設での K 中間子等を用いた素粒子原子核実験を推進するとともに、今後の大強度化を目指した実験施設の性

能向上を進める。 

○ CERN で国際共同利用で実施している ATLAS 実験：令和元年度から令和２年度に掛けて加速器運転が休止することを受け

て、これまでに重心系エネルギー13TeV で収集したデータを使って超対称性事象など標準理論を超える物理現象の発見を目

指す。これに並行して、2021 年の運転再開に備えて検出器の整備と高輝度化に向けて建設予定のシリコン検出器とミュー

オントリガーエレクトロニクスの開発を進める。 

○ 短寿命原子核実験：平成 27 年度に発足した和光原子核科学センターにおいて、超重原子核及び未知の重原子核質量測定に

挑戦するとともに、低速短寿命核ビームによる広範な不安定核の質量測定を可能とする装置の開発・設置を目指す。 

○ 理論研究：前述の実験的研究の背後にあるより大きな物理法則の構築を目指して、本格的に開始する「素粒子原子核宇宙

シミュレーションプログラム」（スーパーコンピューターによる数値計算）を含む理論研究を国内の大学と連携を図りなが

ら推進し、世界の研究拠点としての役割を果たす。 

 

 

○ 戦略性が高く、意欲的な目標・計画の状況 
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【令和元事業年度の実施状況】 

加速器科学の国際拠点として、国内外の大学等による共同利用実験等（B ファクトリー、J-PARC など）を推進し、国際的に 高水準の研究成果を上げ

ることで、人類の知的資産の拡大に貢献することを目的に、以下の取組を行った。 

○Bファクトリー共同利用実験では、Belle 実験の全データ解析を継続し、B中間子のレプトン普遍性の破れの探索の新結果などの成果をあげた。SuperKEKB

加速器は平成 31 年３月から開始した物理運転を継続し、これまでに BelleⅡ測定器で 14fb-1 のデータを収集した。初期のデータにおいて検出器の性

能を確認し、物理解析を開始し、物理成果を上げ始めている。並行してバックグラウンドをより理解して衝突性能を上げるための調整を進めている。 

○J-PARC におけるニュートリノ国際共同実験では、反ニュートリノビームのデータとデータ蓄積の歩調を合わせるためニュートリノビームのデータを取

得し、質量階層性が順階層性・逆階層性いずれの場合においても 3σ（99.7％）の信頼度で CP 対称性の破れのパラメータの取り得る範囲を限定する結

果を出すなど、引き続き世界のニュートリノ研究をリードした。また、更なる性能向上を図るため、FNAL との国際協力による大強度ビーム機器の開発

を進めた。 

○J-PARC における K中間子等を用いた共同利用実験は、加速器のビーム輸送電磁石の故障によりビームタイムが４月末で終了した。平成 27 年から使用し

てきた二次粒子生成標的の運用を安定に終えた。夏から秋にかけて、大強度ビーム（95kW）に対応する新しい標的を設置するとともに、30GeV の一次陽

子ビームが使える日本で初めてのビームラインと実験エリアを整備し、令和２年度のビームタイムに備えた。 

○CERN の ATLAS 実験に参画し、国内の参加機関の取りまとめを果たしている。陽子陽子衝突実験を休止中であり、令和３年の実験再開に向けて、シリコ

ン検出器とミューオントリガー用検出器の整備と改良を実施した。平成 30 年以前に取得した重心系エネルギー13TeV の全データを使った、超対称性粒

子の探索結果など、多くの解析結果を公表した。 

○関連する素粒子・原子核物理分野の実験研究として、J-PARC での世界 高感度でのミューオン素粒子実験（μ-e 転換探索）に必要な大強度パルスミュ

ーオンビームの実現に向けて、加速器へのビーム入射時にビームを蹴り入れるキッカー電磁石の強度とタイミングの 適化を行い実験に必要なビーム

純度での加速に成功した。また、理化学研究所和光キャンパスに設置した KEK 和光原子核科学センターでは、宇宙における元素合成の解明に向けて短

寿命原子核の網羅的質量測定を進めており、超重元素同位体の直接質量測定に世界で初めて成功した。 

○理論研究においては、上記の実験的研究の基礎になる理論的研究を推進し、素粒子原子核物理学及び密接に関連する数値物理、宇宙物理分野において

100 報近い論文を発表した。また、物質構造科学研究所との合同で３回の「KEK 連携コロキウム」に加えて、ミューオン物理をテーマとして、素核研と

物構研の研究分野にまたがる学際的研究会を実施した。さらに、韓国、中国、台湾の主要研究機関と連携し国際会議を開催し、アジアにおける研究者ネ

ットワークの構築を進めた。 

○宇宙マイクロ波背景放射（CMB）の観測を行う素核研の CMB グループが提案した CMB 偏光観測衛星ライトバード（Lite BIRD）が JAXA 宇宙科学研究所の

戦略的中型衛星２号機に選定された。また、チリ・アタカマ高地における地上観測による新しい宇宙観測成果を出版し、かつ望遠鏡のアップグレード

が進展した。 

○卓越研究員は、高速起動と低電力を同時に実現する水晶発振回路の開発や中性子星連星の合体で観測された光の偏りの起源の解明などの成果を上げ、
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素粒子原子核研究所における研究視野を広げている。 

○国際性の非常に高い環境下で、大学院生など大学の若手研究者が多数参加して実験研究を推進していくことが KEK における共同利用の 大の特徴であ

る。 

B ファクトリー実験では、年間延べ 16,731 人日のうち約８割が国外機関からの共同利用研究者であり、ニュートリノ実験では、年間延べ 6,686 人日の

うち約５割が国外機関からの共同利用研究者であり、ハドロン実験では、年間延べ 6,016 人日のうち約３割が国外機関からの共同利用研究者である。

この様な国際性の高い環境下で、大学院生 536 名（B ファクトリー：302 名、ニュートリノ：124 名、ハドロン：110 名）が共同利用実験に参画した。 

 

 

令和元年度計画【2】 

物質構造科学研究所においては、放射光、低速陽電子、中性子及びミュオンの 4つの量子ビームをプローブとして物質によ

る吸収、反射、回折、散乱、放射等を観測し、構造生物研究及び構造物性研究を基軸に物質の構造・機能に関する実験的・理

論的研究を推進するとともに、各種測定装置の開発・高度化を推進する。 

放射光利用では、新たに導入した軟 X線顕微鏡の専用ビームラインにおいてナノスケールの不均一化学状態分析を実現し、

地球科学や材料科学の研究成果を挙げる。 

中性子利用では、世界的にも特徴ある偏極中性子が利用できるビームラインの整備を進め、スピンエコーや非弾性散乱によ

る物質におけるスピンダイナミクス解明に向けた予備的実験を行う。 

ミュオン利用では、固体の乱れた磁気的状態をミュオンが持つスピンの回転緩和現象等を利用して明らかにするとともに、

負ミュオンを用いた非破壊３次元状態分析法を考古学資料・文化財に応用することで、新たな文理融合研究を推進する。 

○ 構造物性研究センター：複数の量子ビームを相補的に利用するマルチプローブ研究において、先端材料の構造物性研究を

推進するとともに、他の分野への拡大を検討する。また、元素戦略プロジェクト（文部科学省）の磁石材料領域及び電子材

料領域の研究を推進する。 

○ 構造生物学研究センター：放射光利用を中心にタンパク質の構造・機能に関する研究を展開するとともに、創薬等先端技

術支援基盤プラットフォーム（国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED））の拠点機関として、クライオ電子顕微鏡

の分解能向上など、設備と研究環境の整備を進める。 
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 【令和元事業年度の実施状況】 

加速器科学の国際拠点として、国内外の大学等による共同利用実験等（放射光、J-PARC 中性子・ミュオンなど）を推進し、国際的に 高水準の研究成

果を上げることで、人類の知的資産の拡大に貢献するため、以下の取組を行った。 

○物質構造科学研究所では、従来の放射光科学研究系から、放射光施設運営を担当する組織として「放射光実験施設」を独立させた。放射光実験施設内

に、基盤技術部門、利用装置部門、運営部門の３部門を置き、放射光施設の戦略的運営を行う基盤とした。また、放射光科学研究系には、表面科学研究

部門、固体物理学研究部門、構造生物学研究部門、材料科学研究部門の４部門を置き、放射光実験施設及び物質構造科学研究所の複合量子ビームを活用

して先端的な研究を行うための基盤とした。これにより、放射光科学研究系と放射光実験施設が相互に連携しながら、放射光科学の更なる発展を推進す

る体制を整えた。 

○放射光利用では、新しい軟 X線ビームライン BL-19 の立ち上げ・調整を進め、ユーザー実験を開始した。宇宙・地球科学分野においては、隕石中の有機

物の分析を行い、隕石が過去に経た加熱や水質変成の挙動を明らかにした。また、地球上の自然由来汚染土中の鉱物の化学状態分析を行って、土壌中の

有害元素の挙動を明らかにした。材料科学分野においては、炭素繊維強化プラスチックの繊維や母材樹脂の化学状態分析を行い、繊維や樹脂の性能改善

に繋がる知見を得た。 

○低速陽電子利用において、低速陽電子グループは、放射光科学研究系内の１グループから、低速陽電子実験施設として独立し、より戦略的に共同利用実

験を推進する体制を整えた。 

○J-PARC の MLF における中性子利用では、偏極中性子を用いたビームライン２台の建設を進めた。それらのうち BL06 VIN-ROSE はパルス中性子施設に設

置された世界初の共鳴型スピンエコー分光器で、回転楕円体集光スーパーミラーの開発により、バックグラウンドの低減と、集光無しと比較して 100 倍

以上の強度増強に成功した。 

また、ミュオン利用では、負ミュオンを用いた非破壊分析法を文化財等に利用してその元素分析を通じて、考古学・歴史学に貢献しようという新しい試

みを進め、東京と大阪で公開シンポジウムを開催した。 

○構造物性研究センターでは、文部科学省の元素戦略プロジェクトにおいて、高温まで誘電体として動作可能なチタン酸窒化物 LaTiO2N の局所的な構造

を調べ、分極を持つナノ領域が存在することを明らかにした。プロジェクト型研究５件を公募形式により選定し、マルチプローブによる基礎的な物質科

学研究を推進した。また、元素戦略「電子材料」、「磁性材料」プロジェクト研究に副拠点として参画し研究を推進するとともに、放射光実験研究施設

内に実験室系 X線回折装置、J-PARC MLF 実験施設においてミュオン分光器を整備した。代表的な成果として、新物質エレクトライドの電子状態を X線・

ミュオン利用により明らかにした。 

○構造生物学研究センターでは、低温計測用電子顕微鏡（クライオ電子顕微鏡）等を用いて、BINDS 事業における解析支援を推進した。クライオ電子顕微

鏡においては、3Å 分解能を超える解析を９件、3-5A 分解能の解析（近原子分解能解析）を 15 件行い、拠点としての地位を確立した。また、BINDS 事業

においては、構造生物学研究センターではタンパク質結晶構造解析、小角散乱、クライオ電子顕微鏡を含めると、160 件程度の外部支援を行っている。 

○国際性の非常に高い環境下で、大学院生など大学の若手研究者が多数参加して実験研究を推進していくことが KEK における共同利用の 大の特徴であ

り、物質構造科学研究所においては、1,831 名（PF：1,566 名、MLF：265 名）の大学院生が共同利用実験に参画した。 
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中期目標【7】 
大学共同利用機関として、高い水準の研究成果を上げるための共同利用体制を確保するとともに、研究成果の公表を進め

る。 

令和元年度計画【18-1】 研究成果管理・解析システムによる研究成果の解析作業を進め、成果解析結果を公表する方法を検討する。 

【令和元事業年度の実施状況】 

共同利用実験で得られた成果を把握、公表するとともに、大学等への貢献度などその役割を情報発信するため、以下の取組を実施した。 

○研究成果管理・解析システムを MLF にも導入し、研究成果の管理と分析、及び課題審査への利用を行った。 

PF では、過去 30 数年間に亘って登録された共同利用の研究成果（学術論文）について、Clarivate Analytics 社の Incite Benchmarking を用いて、

研究分野別に Top１％、10％論文比率等を調べ、放射光ユーザーが関わるサイエンス動向について解析を行い、現在の放射光ユーザーがインパクトの

高い論文を報告している学術分野を調査した。これらの結果からビームラインの再構築計画へのフィードバックを開始した。 

令和元年度計画【18-2】 共同利用で論文化されない研究について、引き続き、原因分析等を進めるとともに、研究成果等の公表を促進する。 

【令和元事業年度の実施状況】 

○成果公開型課題のうち、論文化されていない研究の共同利用実験課題責任者に対して、次回の課題申請時にペナルティを課すことで、研究の論文化を

促進した。 

 

 

中期目標【16】 ４大学共同利用機関法人は、互いの適切な連携により、より高度な法人運営を推進する。 

令和元年度計画【41-1】 

大学共同利用機関法人機構長会議の下に設置した委員会等において各種連携事業の検討を進める。機構法人の運営の効率

化を図りつつその基盤を強化するため、事務連携委員会は、広報、情報セキュリティ及び職員研修等について連携を推進し、

I-URIC 連携企画として実施する。また、４機構及び総研大による「連合体」の設立を目指し、設立準備委員会が中心となっ

て検討を行う。 

【令和元事業年度の実施状況】 

○全体的な状況 ■大学共同利用機関法人間の連携として（P.７）及び Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項 （12）大学共同利用機関法

人間の連携（P.83）を参照。 
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中期目標【17】 
機構長のリーダーシップの下で KEK の強みや特色を活かした一体的な機構運営を行うとともに、関連研究コミュニティや

社会のニーズを的確に反映し、幅広い視野での自律的な運営と改善を行う。 

令和元年度計画【43】 
KEK における支援業務をより効率的・効果的に行うため、広報や研究支援体制等について、見直しを行う。KEK の研究活動

を把握・分析するための IR 機能を強化し、法人運営への活用を目指す。 

【令和元事業年度の実施状況】 

○KEK の研究活動を把握・分析した上で、法人運営への活用、情報発信をすることを目的とした IR 機能の強化に向けて、機構の IRを構築するため、平成

30 年７月 27 日の研究力強化事業運営会議において、IR の方針や分析手法を検討する「IR 推進チーム」及び、分析のためのデータ蓄積、利用法の確立

を検討する「IR 設置タスクフォース」の設置が認められ、検討を進めた。実際に研究成果に関係する情報を保有している実務者を構成メンバーとした

「IR 推進実務者打合せ」を複数回実施し、データ内容の情報把握を行った。 

○研究支援体制等の見直しについては、機構の研究活動を把握・分析するための IR 機能を強化し、機構における支援業務をより効率的・効果的に行うた

めの体制を見直した結果、機構直轄の組織であった「評価・調査室」と研究支援戦略推進部内の「IR 推進チーム」を統合し、数値資料などに基づいた

機構活動の分析、計画資料を作成する「IR 推進室」を令和２年４月１日に設置することを決定した。 
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ユニット２ 
「KEK が持つ基盤技術を活かし大学等に対する専門的な技術支援と交流、並びに交流を通じた更なる技術の進展とイノベーシ

ョンの創出」 

 中期目標【5】 
加速器科学分野の国際的な拠点として、国内外の大学等との連携・協力の下、共同研究を積極的に推進する。大学等におけ

る加速器科学分野及び関連する分野の研究を支援するとともに、民間企業との研究連携を強化する。 

 令和元年度計画【10-1】 

国内外の大学・研究機関との協定に基づく共同研究を推進するとともに、それぞれコラボレーションミーティングを開催し

進行中の共同研究の把握に努め、新たな共同研究の可能性について検討を行う。複数の国内外研究機関と KEK が共同で、KEK

の研究装置を国際的に有効利用するなど、参加機関との協定に基づく多国籍参画プロジェクトを推進する。 
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【令和元事業年度の実施状況】 

○令和元年度に新たに締結した 15 件を含む国内 124 件の協定等に基づき共同研究を推進した。また、海外の 10 研究機関等との間で 11 件（注：新規分の

み）の学術国際交流協定を締結した。研究の進展において、特に重要な相手機関とは双方の機関の長等を議長とするコラボレーションミーティングを

定期的に開催し、進行中の共同研究の実施状況の共有、新たな共同研究の可能性について意見交換を行った。 

○多国籍参画ラボ事業において、３件の継続課題の実施に加え、４件目となる新規課題を立ち上げた。また、採択したプロジェクトで来訪する研究者（13

名）のサポートを行った。 

○東京大学宇宙線研究所が中心となり進めている「大型低温重力波望遠鏡計画 KAGRA」は、令和元年 10 月にブラックホールの衝突や超新星爆発で生じる

重力波を捉えるアジア初の研究施設として完成した。完成後は、感度を高めるための調整、試験運転が続けられていたが、令和２年２月に重力波観測の

ための本格運用を開始している。KEK は共同ホスト機関として、超伝導・冷却技術を応用した低温鏡懸架システムを開発し、全てのシステムが KAGRA に

インストールされている。 

○CERN との共同研究により LHC 高輝度化アップグレード用超伝導磁石の開発を推進しており、モデル３号機の製作試験を完了し、プロトタイプ製作へ

と推進した。開発の進捗状況は定期的にビデオ会議や全体コラボレーション会議で報告しており、協議した内容が実機の設計に反映されている。また

将来の加速器計画のための Nb3Sn 超伝導線材及びその応用に関する研究開発として分散ニオブ法とニオブチューブ法の２種類について共同開発を進め

ている。令和元年度には新しく開発された技術を導入するために米国の National High Magnetic Field Laboratory（MagLab）とも共同研究を開始し

た。また米国 LBNL や京都大学などと共同で高温超伝導磁石の加速器応用や超伝導磁石の耐放射線性に関する研究を推進している。 

○筑波大学と共同で進めている次世代がん治療 BNCT（ホウ素中性子捕捉療法）は、直線加速器で加速された陽子線がベリリウム標的で発生させた中性子

を患者に照射し、がん細胞に取り込ませたホウ素と反応させ治療する装置である。ベリリウム標的と直線加速器の構成による BNCT 治療装置は世界初で

あり、がん細胞だけを破壊するので患者などへの被ばく線量が低いことが１つの特徴である。KEK が開発研究に取り組んでいる直線加速器（８MeV 陽

子線型加速器）は、平均電流約２mA を１時間維持する成功頻度（約７割）に達しており（目標は９割）、また、平均電流 2.8mA の運転（30 分）にも成

功した。 

○モリブデン 99 の国内供給体制の確立を目指した研究開発を民間企業から委託され、応用超伝導加速器センターにおいて、エネルギー回収型線形加速器

（ERL）の小型実証機であるコンパクト ERL（cERL）の超伝導加速器を用いた医療用 RI であるモリブデン 99 の製造に国内で初めて成功した。超伝導加

速器の大出力で高安定という特長を活かし、ウラニウムを用いないことでプルトニウムを発生することなく医療用 RI 製造を行うことが可能となった。

これによって、これまで 100％輸入に頼っていたところ、将来の国内製造の可能性が期待されることになった。 
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令和元年度計画【10-2】 研究情報の分析、大学や産業界等との連携及び国際化など KEK の研究力強化に向けた取組を実施する。 

【令和元事業年度の実施状況】 

○国内大学との連携においては、連携協定の下に、下記の取組を実施した。 

・北海道大学との連携協力協定に基づく第 10 回連携協議会を３月 24 日に開催し、相互連携について活発な議論を行うことで両機関の結びつきがさら

に深まり、物質科学をはじめとする研究活動のより一層の促進が期待できるものとなった。なお、第 10 回目となる今回は、北海道大学札幌キャンパ

スにおいて開催される予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、テレビ会議システムでの開催となった。 

・国立大学が J-PARC 内に設置した分室を通して学部学生を送ることで、各大学の大学院生が研究目的で KEK の施設を利用するだけでなく、学部学生も

教育の一環として KEK を利用できることになってきている。大阪大学、京都大学、九州大学、名古屋大学、岡山大学が分室を設置しており、２月に山

形大学が新たに分室を設置した。令和元年度は京都大学から４名、九州大学から１名、名古屋大学から７名、岡山大学から２名の学部学生を受け入れ

た。 

○ERL 技術を基盤とした実用化研究のため、EUV-FEL 光源産業化研究会を中心に、第４回 EUV-FEL ワークショップを開催（12/10、参加者：103 名）し、本

活動について多くの方への周知を図った。また、企業、大学等と連携して開発計画を立案し、競争的資金等を得て研究活動を推進した。 

○多企業参画ラボ共創コンソーシアムへの会員募集を行い、企業２社及び１法人の会員参加を得た。会員メンバーへの会員特典の遂行とともに、ニーズ

シーズマッチングの検討のためのイノベーション対話を行った。令和元年度からは個別テーマに特化した産学連携イノベーションコンソーシアム（SOI

量子イメージセンサコンソーシアム、応用超伝導加速器コンソーシアム、クライオ電子顕微鏡（CryoEM）コンソーシアム）を立ち上げ、活動を開始し

た。 

○KEK が日本側代表機関となり、米国エネルギー省との取極に基づき実施している日米科学技術協力事業においては、共同研究課題を 28 件採択し、実施

した。さらに、事業実施 40 周年を記念して、過去を総括し、本事業の将来展望を語る 40 周年記念シンポジウムを開催した（４月 15 日～16 日、於ハワ

イ大学)。 

○重要な海外協定機関とのコラボレーション・ミーティングや国際会議への参加を通じて海外の加速器研究所の研究動向を調査し、国際戦略策定に資す

る情報を収集した。外国人職員対象の日本語研修並びに事務文書の英訳を進めた。国際研究集会・スクールを開催し、研究者の国際交流を支援した。 
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 令和元年度計画【11-1】 

加速器科学分野及び関連する分野の研究者の交流の場を提供するとともに、大学等連携支援事業をはじめとした加速器科

学関連分野の教育及び人材育成に特化したプログラムを大学等と連携協力し実施するほか、大学等の機能強化に資するため、

近隣大学とのイベント開催等の事業実施に向けた取組を継続する。 
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【令和元事業年度の実施状況】 

○大学等連携支援事業において、加速器科学関連分野の教育及び人材育成プログラムに特化した募集に対し、国公私立の 12 大学等から 15 件の加速器科

学分野の研究教育に係る企画提案があり、そのうち８大学等８件の加速器科学分野の事業を連携支援した。支援の例としては、「高エネルギー物理春の

学校 2019」の共同開催（名古屋大学）、粒子物理コンピューティングサマースクールの開催（神戸大学）、加速器セミナーの実施（広島大学）などであ

る。 

○新設されたオープンイノベーション推進部の下の加速器科学イノベーション推進室において、第３回大学加速器連携協議会総会の開催（8/3）並びにそ

の支援を行った。 

○大学の機能強化に向けた組織的連携の一環として、「横浜国立大学・サイエンス Cafe」（10 月 22 日、12 月 19 日）、「茨城大学・KEK-day～「 先端

加速器による量子線科学のツアー」（12 月 23 日、12 名参加）、「千葉大学・合同シンポジウム」（１月 31 日、約 30 名参加）を開催した。 

○平成 30 年度から実施している IINAS により、加速器科学関連分野の教育及び人材育成に特化したプログラムとして、主に以下の取組を行った。 

   ・国内外で開催する国際スクールに対する開催経費等の支援（支援件数 13 件、延べ 331 名受講） 

   ・研究者交流支援プログラム（支援件数７件） 

   ・教育用小型加速器の整備、教育用小型加速器を用いた加速器技術セミナーの開催（1/27～31、８名受講、KEK） 

○群馬大学・KEK-day～「加速器のすすめ ～宇宙の起源、物質や生命の根源に迫る加速器研究～」を開催（10/5）、支援を行った（講演聴講者数 100 名

超）。 

○茨城大学と３回目となる「茨大 KEKDay – 先端加速器による量子線科学のツアー-」を開催（12/23）。今回から理学部だけでなく工学部にも対象を広

げ、工学部からの参加者を含む学生及び教員 12 名が KEK つくばキャンパスと J-PARC の各施設を見学し、若い世代の加速器科学分野に関連する人材育

成に努めた。 

○私立大学大学院の理科学分野教育に KEK 職員が参加し、KEK の「 先端加速器科学」の普及を図る活動を実施、開催の調整、支援を行った。 

○中央大学大学院で「高エネルギー加速器科学 I・Ⅱ」の講義（講師８名）、日本大学大学院で日大・KEK セミナーシリーズ全７回（4/18～6/6、講師７名）

を実施。 

○加速器施設プロモーションビデオの英語版を制作し、各種イベントでの上映やインターネット上での配信を広く海外に向けて実施することが可能とな

り、KEK 加速器研究施設プロモーションと加速器科学分野における進展の海外向け啓蒙を可能にした。 

○将来の加速器科学の発展に寄与する人材育成を目的として、学部学生を対象とした加速器のビームを用い実習を行う加速器科学インターンシップを 14

件（京都大学４件、名古屋大学５件、大阪大学３件、茨城大学１件、秋田県立大学１件）実施した。 

○KEK が保有する大型加速器の性能向上など、KEK にとって特に重要な課題への取組を推進するため、機構長が自身の判断により当該活動に大きな貢献が

期待できる海外の研究者を機動的に招へいできる仕組みを検討し、新たな制度として「特別招聘研究員」を導入した。 
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令和元年度計画【11-2】 
クロスアポイントメント制度や KEK から大学等への人材の流動化を高める人事制度等を通じて、機関間での人事交流を

促進する。 

【令和元事業年度の実施状況】 

 

○年俸制適用職員では他機関へ転出した者はいなかったが、平成 27 年度に導入したクロスアポイントメントの適用者は、導入時の比較として、２名から

15 名へと、前年度の 12 名から３名増加しており、増加傾向にある。また、年度内で４名（転出者２名、転入者２名）の人事交流を行った。 

 

クロスアポイントメント適用者 

 

 

 

 

 

 

年 度 

出向（主） 受入（従） 合 計 

国立 

大学 

公的 

機関 

外国 

機関 

民間 

企業 
計 

国立 

大学 

公的 

機関 

外国 

機関 

民間 

企業 
計 

国立 

大学 

公的 

機関 

外国 

機関 

民間 

企業 
計 

平成 27 年度 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 

平成 28 年度 5 1 0 0 6 1 0 0 0 1 6 1 0 0 7 

平成 29 年度 5 1 0 0 6 2 0 0 0 2 7 1 0 0 8 

平成 30 年度 6 2 0 0 8 3 1 0 0 4 9 3 0 0 12 

令和元年度 9 1 0 0 10 3 2 0 0 5 12 3 0 0 15 
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中期目標【13】 産業界や大学等との連携を推進し、併せて、優れた知的財産の創出、取得、管理、活用に取り組む。 

令和元年度計画【29-1】 
民間企業等の技術力向上に貢献するため、リサーチ・アドミニストレーター（URA）等を活用し、地域の中小企業等との

連携を進めるなど、共同研究、受託研究を促進する。 

【令和元事業年度の実施状況】 

○民間企業等の技術力向上に貢献するため、地域連携コンソーシアムの活動により、地域の中小企業等との連携を深め、共同研究を促進した。 

○東京都中小企業振興公社主催の新技術創出交流会（9/19）にて、多企業参画ラボのポスターを展示し、約 30 社に対して説明を実施し、企業３社と KEK

シーズに関する予約面談を実施した。 

○イノベーション・ジャパン 2019－大学見本市（8/30）に参加し、大学等シーズ展示ゾーン（ナノテクノロジー）に KEK から「ナノを超える深さ分解能

で界面の化学状態・磁性をとらえる」を出展し、約 30 社の企業の来訪があった。 

令和元年度計画【29-2】 

産業技術総合研究所（AIST）、物質・材料研究機構（NIMS）、筑波大学、東京大学及び KEK の５機関が中核機関となり

イノベーションプラットフォームとしての拠点の形成を目指す TIA 事業で、５機関が共同して新規領域の開拓、大型研究

資金獲得を目指す新たな共同研究体制の確立などを目的とした TIA 連携プログラム探索推進事業（かけはし）を引き続き

実施するとともに、企業参画による研究開発を推進する。 

【令和元事業年度の実施状況】 

○TIA 中核機関の５機関（令和２年度からは東北大学の参画により６機関となっている。）が共同して新規領域の開拓、大型研究資金獲得を目指す新たな

共同研究体制の確立などを目的とした「TIA 連携プログラム探索推進事業（かけはし）」を引き続き実施し、TIA 全体として 52 課題（継続 23 件、新規

29 件）を採択した。このうち、KEK からは 28 課題を申請し、KEK が代表機関となっている９課題を含む 24 課題を採択した。また、これまでどおり、研

究者から提案された課題の研究テーマを採択するとともに、平成 30 年度から導入した企業参画の仕組みである企業提案型においても３課題を採択し、

KEK はこのうちの２課題に参画した。さらに、７月 10 日にはこの「かけはし」事業の活動と成果を広く周知することを目的とした、第３回 TIA かけは

し成果報告を開催し、企業や大学などから 200 名の来場者があり、参加者との交流と連携を深めた。 

○令和２年１月 29 日～31 日までの間に開催された「nano tech 2020 第 19 回国際ナノテクノロジー総合展・技術会議」に TIA として出展し、出展者の斬

新かつ先駆的な技術・製品を分野ごとから選ばれる「nano tech 大賞 2020」において、『産学連携賞』を受賞した。受賞にあたっては、つくば周辺地

域の公的研究機関や大学が連携し、企業の量産化支援や人材育成を推進し、さらに日本全国に跨る広範な産学連携を牽引し、ナノテクノロジーの発展に

大きく貢献している点が評価された。 
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令和元年度計画【30】 
超伝導加速器利用促進化推進棟（COI 棟）をオープンイノベーションの拠点として民間企業との共同研究を推進すると

ともに、多企業参画ラボの取組を促進する。 

【令和元事業年度の実施状況】 

○研究支援戦略推進部の大学・産業連携活動、TIA 連携活動、多企業参画ラボチーム活動、知的財産活動と管理局研究協力課の一部との連携活動を融合し、

KEK の高度な加速器科学・技術を活かした大学－産業界－地域（つくば）との連携を総合的・効率的に推進し、イノベーション創出と異分野間交流の促

進を図る「オープンイノベーション推進部」を令和元年４月に発足した。 

○多企業参画ラボにおいて、平成 29 年度に立ち上げた会員制の共創コンソーシアムの会員獲得に向けた取組や連携を進め、令和元年度末時点での会員数

は企業２社と１法人であった。また、令和元年度においては、３つの産学連携イノベーションコンソーシアムを立ち上げ、下記のように活動を開始して

いる。 

・応用超伝導加速器コンソーシアム：KEK 加速器研究施設に新設された「応用超伝導加速器センター」の主導の下で、超伝導高周波加速器を中心とした

加速器技術の産業・医療応用を、産業界と連携し、加速器技術の社会実装を進めるためのテーマの発掘・発展を図ることを目的として令和元年４月

に設立した。同年９月２日には、設立を記念してシンポジウムを開催し、産業界や研究機関から約 60 名の参加があった。また、シンポジウムの開

催に先立って総会を開き、今後の連携強化に向けた合意や、12 月５日に会員限定のセミナーを開催し、小型加速器に関する産業応用の理解と期待

が高まるなど、様々な活動を進めており、令和元年度末時点での会員数は企業４社、大学等公的研究機関（６機関）である。 

・SOI 量子イメージセンサコンソーシアム：アカデミックと産業界の交流を行う場を設け、SOI（Silicon-On-Insulator）量子イメージングセンサの今

後の一層の発展を図ることと、高度化する半導体設計技術による独自のセンサ開発を行う環境と設計技術の整備と担い手となる人材の育成を目的

として令和元年４月に設立した。同年６月７日には、設立を記念した研究会（参加者約 70 名）と総会を開き、今後の活動に向けた連携の強化を図

った。また、本コンソーシアムの活動に関連する数々の研究会や講習会を共催・後援するなど、活動の幅を広げ、令和元年度末時点での会員数は企

業６社、大学等公的研究機関（８機関）である。 

・クライオ電子顕微鏡（CryoEM）コンソーシアム：KEK 物質構造科学研究所の構造生物学研究センターにおける BINDS 事業を通じて整備したクライオ電

子顕微鏡施設を、創薬の先端研究基盤の高度化に向けた新たな基盤として産学協同による連携を構築することを目的として、令和元年４月に設立

した。設立後は、クライオ電子顕微鏡の産業活用基盤構築の推進に必要な活動として、セミナーの開催や関連する情報の発信などを行った。なお、

令和元年度末時点での会員数は企業５社である。 
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○ 項目別の状況 
 

 

 

中
期
目
標 

 機構長のリーダーシップの下で KEK の強みや特色を活かした一体的な機構運営を行うとともに、関連研究コミュニティや社会のニーズを的確に反映し、

幅広い視野での自律的な運営と改善を行う。 

 世界 高水準の研究活動を推進し、KEK を維持・発展させていくため、更に教員の流動性を向上させ、多様な人材を確保できるよう雇用形態や勤務形態

など人事制度の見直しを継続して行う。 

 安全・環境・衛生等に関する様々なリスクを想定し、危機的状況を未然に防ぐとともに、天災等に対して被害を 小にし、速やかに業務を継続できる体

制を構築する。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業
年度の実施予定 

【42】 
機構長のリーダーシップの

下で、加速器科学の国際的な拠
点である KEK の強みや特色を活
かしつつ、業務方法書の定めの
下、資源の再配分も含めた法人
の一体的な運営を行うため、機
構長の下に所長会議など必要
な組織や会議を置き、迅速かつ
戦略的な機構運営を行うとと
もに、組織と会議については不
断に廃止・統合等を検討し、見
直しを行う。 

 

Ⅳ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○機構長のリーダーシップの下で、各種会議で一体
的で迅速かつ戦略的な機構運営を行うとともに、
KEK の強みや特色を活かす組織運営のため、適時
に組織や会議について見直しを行った。 

 

○機構長のリーダー
シップの下で KEK
の強みや特色を活
かしつつ、引き続
き、一体的な機構運
営を行う。 

 【42】 
機構長のリーダーシップの下で KEK の

強みや特色を活かしつつ、一体的な運営
を行うため、所長会議等の必要な組織や
会議を置き、特に KEK の重要な会議につ
いては機構長が議長を務め、迅速かつ戦
略的な機構運営を行う。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○機構長のリーダーシップの下で、各種会議で一体
的で迅速かつ戦略的な機構運営を行うとともに、
KEK の強みや特色を活かすための戦略的な機構運
営を行うため、機構の組織や運営体制について、
適時に見直しを行った。 

 

【43】 
研究所内で行う支援業務体

制との関係も含め、KEK の支援
業務をより効率的・効果的に行
うとの観点から、IR、広報、研
究支援等について、毎年度見直
しを行い 適化を行う。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 
○機構の研究活動を把握・分析し、法人運営に活用
する IR 機能の強化について検討を進め、平成 29
年度に研究支援戦略推進部に「IR 推進チーム」を
設け、同チームにおいて調査作業を行った。 

○IR 機能の構築に向けて、平成 30 年度に「IR 設置
タスクフォース」を立ち上げ、利用法の検討を進
めた。 

○KEKの支援業務をよ
り効率的・効果的に
行うとの観点から、
IR、広報、研究支援
等について、毎年度
見直しを行う。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ① 組織運営の改善に関する目標 
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【43】 
KEK における支援業務をより効率的・

効果的に行うため、広報や研究支援体制
等について、見直しを行う。KEK の研究
活動を把握・分析するための IR 機能を強
化し、法人運営への活用を目指す。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○KEK の研究活動を把握・分析するため、機構にお
ける支援業務をより効率的・効果的に行うための
体制を見直し、研究活動における論文情報等の収
集を行ってきた「評価・調査室」と、研究支援戦
略推進部内の「IR 推進チーム」を統合し、数値資
料等に基づいた機構活動の分析や計画資料を作
成する「IR推進室」を新設することを決定した。 

【44】 
内部統制の実効性を確保し、

コンプライアンス、リスク管理
等を進めていくため、監事の常
勤化を図るとともに、監査室な
ど監事のサポート体制を充実
する。その上で、監事、監査法
人及び監査室が連携し、定期的
な監査、評価を行う。監事は会
計監査のみならず、毎年度監査
テーマを設定するなどして監
査を実施する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○従前より、他業務との兼任であった監査室職員を
平成 28 年度から専任とし、以降、その体制を維
持し、監事監査の支援業務を強化した。 

○監事の監査業務が円滑かつ効果的に実施される
よう、毎年度、監事、会計監査人、監査室の三者
による意見交換会を複数回行い、かつ、監事によ
る実地監査やテーマ監査等の支援を行った。 

○監事機能の充実、独立性の確保のため、監事に対
する報告の徹底等を促す等の措置を講じた。な
お、監事は独立性の確保の下で会計に限らず機構
運営全般の監査（実地監査、重要会議への出席等
を通じた日常業務監査等）を行うとともに、重点
的に行うテーマを設定し、テーマ監査を実施し
た。 

○監事の監査業務に
対する監査室の支
援体制を維持する
とともに、内部統制
に係るモニタリン
グ監査を充実させ
る。 

○また、監事の監査業
務が円滑かつ効果
的に実施されるよ
う、監事、会計監査
人、監査室の三者に
よる意見交換会を
行いつつ、引き続
き、監事機能の充
実、独立性の確保の
ための措置を講じ
る。 

○監事は独立性の確
保の下で会計に限
らず機構運営全般
の監査を行うとと
もに、今後の年度に
おいて重点的に行
うテーマを設定す
る。 

 

【44】 
監事の監査業務に対する監査室の支援

体制を維持するとともに、内部統制に係
るモニタリング監査を充実させる。また、
監事の監査業務が円滑かつ効果的に実施
されるよう、監事、会計監査人、監査室
の三者による定期的な意見交換会を行い
つつ、引き続き、監事機能の充実、独立
性の確保のための措置を講じる。なお、
監事は独立性の確保の下で会計に限らず
機構運営全般の監査を行うとともに、本
年度重点的に行うテーマを設定する。 
 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 
○平成 28 年度に専任配置した監査室の体制を維持
し、内部監査を実施するとともに、監事の監査業
務が円滑に進められるよう以下の業務について
支援を行った。 
・実地監査として、平成 28 年度から平成 30 年度
の実地監査及びテーマ監査での指摘事項に対
する取組状況についての監査を実施した。 

・実地監査として、広報室を対象に、①機構の第
３期中期計画達成に向けた業務進捗状況等、②
「機構の内部統制体制」への取組状況、③平成
29 年度テーマ監査「広報機能充実のための施
策・実施状況と継続的な改善」での指摘事項に
対する取組状況についての監査を実施した。 

・過年度に実施したテーマ監査の改善状況のフォ
ローアップを実施した。 

・監事、会計監査人、監査室の三者により、それ
ぞれが行う監査の内容・手法等に関し意見交換
会等を実施した（５回）。 

○監事の独立性を確保しつつ監事機能の充実を図
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るため、引き続き以下の取組を実施した。 
・監事に対する報告の徹底や機構外提出物に係る
監事の合議決裁事項を明確にし、諸会議で周知
し徹底を促した。 

・機構の役員会、経営協議会、教育研究評議会、
所長会議、機構会議等の重要会議に出席し、各
種取組状況を随時監査している。 

【45】 
KEK の運営に係る重要事項に

ついては、教員、技術職員及び
事務職員で構成する会議にお
いて検討、周知を行うことで、
一体的な業務運営を行う。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○機構全体に係る管理運営上の重要事項等につい
ては、KEK としての一体的な運営がなされるよう、
引き続き、教員、技術職員及び事務職員から選出
された委員を含む機構会議と連絡運営会議で検
討、周知を行った。 

○KEK を構成する２研究所及び２研究施設を含め、
機構全体の一体的運営のため、事務部門（管理局）
の一元化した体制による業務運営を実施してお
り、平成 30 年度には、URA 組織である研究戦略推
進部の国際部署を管理局の研究協力部に一元的
に統合し、国際交流活動における支援機能の強化
を図った。 

○KEKを構成する２研
究所及び２研究施
設の一体的運営の
ため、業務・管理部
門の一元化を維持
する。 

○機構運営に係る重
要事項について決
定する役員会に至
る検討を行う各種
会議での委員構成
に KEK の一体的な
業務遂行がなされ
るよう配慮する。特
に、管理運営上の重
要事項等について
は、現場との意思疎
通を一層高め、引き
続き、教員、技術職
員及び事務職員か
ら構成され同時開
催されている機構
会議と連絡運営会
議で検討、周知を行
う。 

【45-1】 
KEK を構成する２研究所及び２研究施

設の一体的運営のため、業務・管理部門
の一元化を維持する。 
 Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○機構全体の一体的運営のため業務・管理部門の一
元化した体制による運営を引き続き実施した。ま
た、研究支援戦略推進部の産学公連携関連組織を
改組し、「オープンイノベーション推進部」を設
置し、機構における産学官連携機能の一元的なマ
ネジメントや機能強化を図った。 

 
【45-2】 

機構運営に係る重要事項については、
役員会で決定するが、それに至る検討を
行う各種会議での委員構成を配慮するこ
とにより、KEK としての一体的な業務遂
行がなされるよう配慮する。特に、管理
運営上の重要事項等については、現場と
の意思疎通を一層高め、引き続き、教員、
技術職員及び事務職員から構成され同時
開催されている機構会議と連絡運営会議
で検討、周知を行っていく。 
 

Ⅲ 

○機構全体に係る管理運営上の重要事項等につい
ては、KEK としての一体的な運営がなされるよう、
引き続き、教員、技術職員及び事務職員から選出
された委員を含む機構会議と連絡運営会議で検
討、周知を行った。 
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【46】 
経費配分においては、機構長

が機動的・戦略的にリーダーシ
ップを発揮するための機構長
裁量経費及び各研究所等の運
営に必要な基盤的経費を確保
するとともに、新たな研究領域
の開拓や KEK の将来計画の実現
などに向けた効果的な資源配
分を行う。 

 

Ⅳ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○機構内の経費配分にあたっては、各研究所長等か
ら具体的運営方針等を聴取した上で、機構長のリ
ーダーシップの下で予算編成を行ったほか、機構
長裁量経費や所長裁量経費を確保するなど、機構
全体の観点から効果的な配分を実施した。 

○機構長が機動的・戦略的にリーダーシップを発揮
して重点的な資源配分を行うための「機構長裁量
経費」を確保し、KEK の重点研究プロジェクトの
推進に支障が生じないことを 優先として、KEK
の強みや特色を 大限発揮できるよう配分を行
った。 

○経費配分にあたっ
ては、年度毎に役員
会で決定する予算
配分方針に基づい
て、各研究所等の運
営に必要となる基
盤的経費のほか、機
構長裁量経費や所
長裁量経費を確保
するなど、機構全体
の観点から効果的
な配分を行う。 

○機構長裁量経費に
ついては、機構長の
リーダーシップの
下で、充実が必要な
研究設備の整備等
のうち、緊急性の高
い事項に優先して
効果的な配分を行
う。 

【46-1】 
経費配分にあたっては、年度毎に役員

会で決定した予算配分方針に基づいて、
各研究所等の運営に必要となる基盤的経
費のほか、機構長裁量経費や所長裁量経
費を確保するなど、機構全体の観点から
効果的な配分を行う。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○機構内の経費配分にあたっては、各研究所長等か
ら具体的運営方針等を聴取した上で、機構長のリ
ーダーシップの下で予算編成を行ったほか、機構
長裁量経費や所長裁量経費を確保するなど、機構
全体の観点から効果的な配分を実施した。 

【46-2】 
機構長裁量経費については、機構長の

リーダーシップの下で、KEK の重点研究
プロジェクトの推進を 優先として、KEK
の強みや特色を 大限発揮できるよう機
動的・戦略的な配分を行う。 
 

Ⅲ 

○機構長が機動的・戦略的にリーダーシップを発揮
して重点的な資源配分を行うための「機構長裁量
経費」を確保し、特に、Bファクトリー、放射光、
J-PARC 及び HL-LHC に重点的な配分を実施すると
ともに、老朽化設備の更新や共同利用者支援シス
テムの改修などへの配分を実施した。 

【47】 
KEK の運営方針のもと、各研

究所等においては、所長等のリ
ーダーシップの下で関連研究
コミュニティの意向を踏まえ
つつ運営を行う。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○各研究所等の運営にあたっては、所長等のリーダ
ーシップの下で、関連分野の外部委員を含めた運
営会議において、運営に関する重要事項の審議を
行うなど、研究者コミュニティの意向を踏まえた
運営を行った。 

 

○各研究所等の運営
にあたっては、所長
等のリーダーシッ
プに加え、関連分野
の外部委員を含め
た運営会議におい
て、運営に関する重
要事項の審議を行
う等、研究者コミュ
ニティの意向を踏
まえた運営を引き
続き行う。 

 

【47】 
各研究所等の運営にあたっては、所長

等のリーダーシップの下で、関連分野の
外部委員を含めた運営会議において、運
営に関する重要事項の審議を行うなど、
研究者コミュニティの意向を踏まえつつ
運営を行う。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○各研究所等の運営にあたっては、所長等のリーダ
ーシップに加えて、関連コミュニティの指導的研
究者を外部委員に含む運営会議において、教員人
事の限られた採用枠の戦略的、効率的な配置や、
研究機能を高めるための組織の改編などの重要
事項に対して研究者コミュニティの意向を踏ま
えた運営を行った。 
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【48】 
機構運営の改善に資するた

め、経営協議会、教育研究評議
会等における外部有識者や関
連研究コミュニティの意見を
積極的に活用するとともに、重
要事項については毎年度フォ
ローアップを行う。なお、経営
協議会については、引き続き関
連研究コミュニティ以外の外
部有識者を含める構成とする
とともに、自由討論の機会を確
保し、議事概要等を公表する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○経営協議会では、審議・報告の議題に加えて、自
由討議の時間を設け、大学共同利用機関改革、人
事・労務制度改革、財政面での課題等の重要事項
について、外部有識者の委員からの意見や助言を
いただき、機構の運営に役立てている。議事概要
は機構のウェブサイトにおいて公表している。 

○教育研究評議会では、機構の大型プロジェクト等
の研究の進捗や将来計画の内容を報告するとと
もに、それらプロジェクトの進め方等について意
見や助言をいただき、機構の研究推進に役立てて
いる。 

○機構運営の改善に
資するため、経営協
議会、教育研究評議
会等における外部
有識者や関連研究
コミュニティの意
見を積極的に活用
するとともに、重要
事項については引
き続きフォローア
ップを行う。 

○経営協議会におい
ては、議事終了後に
自由討議の機会を
確保するとともに、
経営協議会の議事
概要等を機構のウ
ェブサイトにおい
て公表する。 

【48】 
機構運営の改善に資するため、経営協

議会、教育研究評議会等における外部有
識者や関連研究コミュニティの意見を積
極的に活用するとともに、重要事項につ
いてはフォローアップを行う。なお、経
営協議会においては、議事終了後に自由
討議の機会を確保するとともに、経営協
議会の議事概要等を KEK ホームページに
おいて公表する。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○経営協議会においては、審議・報告の議題に加え、
自由討論の時間を設け、大学共同利用機関改革
や、人事・労務制度改革、財政運営等の重要事項
について、外部有識者からの意見を伺い、機構の
運営に役立てた。また、当該議事概要を機構のウ
ェブサイトにて公開した。 

○教育研究評議会では、機構の研究計画等を報告
し、今後将来に亘って計画を進めていく上での意
見を伺い、機構の研究推進に役立てた。 

【49】 
人事の公平性、教員の流動性

を高めるため、教員の人事は国
際公募とし、また、高度の専門
性が必要な上位の技術職員の
昇格については機構内公募を
原則とする。 
 
特に教員については、年俸

制、クロスアポイントメント、
任期制等の多様な人事制度を
整備・活用し、年俸制職員の割
合を平成 28 年度には 15％以上
とし、以降も更なる増加を図
る。また、クロスアポイントメ
ント制職員の増加を図る。 
 
また、多様な人材の活用を図

るため、応募者を増やすための
取組を検討し、女性の教員・技

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○各年度において、教員等の人事公募は、約 150 機
関等に対して公募案内を送付するほか、機構のウ
ェブサイトや関連学会誌、研究者人材データベー
スへ掲載などにより、国内外へ広く応募を呼びか
けた。 

○技術職員の上位職への昇格人事については、機構
内公募を実施し選考を行った。 

○教員の年俸制適用者は、平成 29 年度に 15％を超
え、平成 30 年度以降も更に増加している。また、
平成30年度には新たな年俸制制度の策定のため、
人事制度検討委員会に本制度の検討ワーキング
グループを設置し、令和元年度中の運用開始を見
据えた検討を進めた。 

○クロスアポイントメント制の適用者は、本制度を
導入した平成 27 年度の７名から、平成 28 年度８
名、平成 29 年度 10 名、平成 30 年度 13 名と着実
に増加した。 

 
○女子生徒等の理系進学の底上げに資する取組の

○教員等の人事公募
は、関係各機関等に
対して公募案内を
送付するほか、機構
のウェブサイトや
関連学会誌、研究者
人材データベース
へ掲載を行うこと
で、応募を広く国内
外へ呼びかけ、関連
する研究分野の教
員の流動性向上に
貢献する。 

○技術職員の上位職
への昇格人事につ
いては、機構内にお
ける経験を尊重し、
かつ競争性を確保
する観点から、機構
内公募を原則とす
る。 

○新規採用の教員は
全て年俸制で採用
する。また、月給制
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術職員、外国人研究者をあわせ
た割合を平成 33 年度までに
15％以上とする。若手研究者
（35 歳以下）については、毎年
度 20％程度の割合を維持する。 
 

更に、優れた人材確保と人事
の流動性向上を図るため、研究
所・研究施設の特質に合わせ、
雇用形態や勤務形態に幅を持
たせることが可能となるよう
な柔軟な人事制度について、
KEK における人事制度の諸課題
や制度設計等を検討するため
に設置した人事制度検討委員
会で検討し実施する。 

一つとして、理系分野を目指す女子高生を対象に
「理系女子キャンプ」を毎年開催しており、応募
者数が年々増加の傾向にあり、理系に興味を持つ
女子学生の増加が図られている。 

○アジア太平洋地域の若手・中堅女性研究者に対し
て、共同研究を行う機会を提供しキャリア形成を
支援して長期的な共同研究の芽を育てる「海外若
手女性研究者受入事業（アテナ）プログラム」の
実施により女性研究者を招へいし、機構の 先端
の施設での研究活動に従事した。このアテナプロ
グラムでの招へいをきっかけに、総研大に入学
し、KEK で研究に従事した外国人女性研究者もい
た。 

○大学共同利用機関法人４機構主催により平成 29
年度から I-URIC/４機構連携男女共同参画シンポ
ジウムを毎年開催し、男女共同参画の観点から研
究環境の改善に向けての講演や意見交換により、
ダイバーシティ推進への意識向上を図っている。 

 
○URA の制度設計として、平成 28 年度にアシスタン
ト URA を新設し、また、フレックスタイム制を導
入した。平成 29 年度以降は、技術職員について、
インターンシップの導入や民間広告会社の活用
による人材の確保に努めており、平成 29 年度は
経験者採用を実施し、応募者７名のうち１名の採
用、インターンシップで６名を受け入れた。平成
30 年度はインターンシップを２度実施したほか、
若手職員を４名、専門的知識を有した即戦力とな
る経験者採用において１名を採用した。 

○働き方改革関連法の年５日の有給休暇の取得義
務化について、平成 31 年４月１日施行に向けて
対応案を検討し、令和元年度に対応する内容を固
めた。 

 
 

の教員に対して、引
き続き、年俸制への
移行を促進し、年俸
制職員の増加に取
り組む。 

○クロスアポイント
メント制職員の更
なる増加に努める。 

○外国人研究者につ
いては、令和元年度
に整備した滞在研
究員制度を利用し、
外国人研究者数の
増加に努める。 

○機構の研究活動を
支える技術職員は、
バランスの取れた
年齢構成を実現し
て KEK の研究活動
に必要な技術を継
承していくため、若
手技術職員の計画
的採用を継続する
ほか、特に強化が必
要な技術分野には、
実務経験があり専
門的な知識や経験
を有する即戦力の
人材を募集するな
ど、複線型の採用に
も取り組む。 

○働き方改革関連法
の労働関係制度の
変更に対応し、機構
における対応を検
討し、適時に見直し
等を行う。 
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【49-1】 
人事の公平性、教員の流動性を高める

ため、教員の人事は国際公募によるもの
とし、関係機関に公募案内を送付すると
ともに、KEK ホームページや研究者コミ
ュニティ、研究人材の求人・就職情報サ
イト等を活用して広く国内外に呼びかけ
る。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○教員等の人事公募は、約 150 の機関等に対して公
募案内を送付するほか、機構のウェブサイトや関
連学会誌、研究者人材データベースへ掲載などに
より、応募を広く国内外へ呼びかけた。その結果、
募集件数 40 件、募集人数 48 名に対し、216 名（う
ち、外国人からの応募は 63 名）の応募が得られ
た。 

○女性の教員や技術
職員の増加に向け
た方策を実施する
とともに、引き続
き、女性が働きやす
い環境を整備する。 

 

【49-2】 
技術職員の上位職への昇格人事につい

ては、機構内における経験を尊重し、か
つ競争性を確保する観点から、機構内公
募を原則とする。 
 

Ⅲ 

○令和元年度技術職員の上位職への昇格人事につ
いては、先任技師、専門技師及び技師の機構内公
募を実施し、応募者 32 名のうち先任技師４名、
専門技師５名及び技師５名を選考した。 

【49-3】 
新たな年俸制制度を設計し運用を開始

した上で、教員の年俸制適用者の割合 
15％以上を維持し、更に増加するよう努
める。また、クロスアポイントメント制
度の適用者についても、更に増加するよ
う努める。 

Ⅲ 

○新年俸制制度の運用を令和２年３月１日から開
始し、年俸制適用者の割合は 16.9％（令和元年度
末時点で 330 名中 56 名が適用）となった。また、
クロスアポイントメント適用者は昨年度の 13 名
から 15 名へと２名増加した。 

【49-4】 
多様な人材の活用を図ることを大きな

目的として、女性活躍推進法一般事業主
行動計画に沿って取組を進めるほか、外
国人研究者、若手研究者の応募者を増や
すための取組を検討する。 
 

Ⅲ 

○組織の国際化促進のため、日本に派遣されている
外国機関所属の研究者を応募対象とした滞在研
究員制度を整備した（令和２年４月１日施行）。
また、若手研究員の割合は、上位ポストを若手ポ
ストに振り替えて公募を行う等を実施したとこ
ろ、令和元年度末時点において 27.0％であった。 

 
○２月 20 日に I-URIC／４機構連携男女共同参画講
演会を大学共同利用機関法人４機構での主催に
て開催し、動画配信での受講者を含め合計 123 名
の参加者があった。ジェンダー平等の推進や、男
性にとっての男女共同参画に関する講演や、情
報・システム研究機構と人間文化研究機構で共同
実施しているダイバーシティ研究環境実現イニ
シアティブ事業についての報告があり、様々な意
見交換が行われた。 

○前年度に引き続きアテナプログラムの実施によ
り３名の女性研究者を招へいし、機構の 先端の
施設での研究活動に従事した。 

○一般公開開催時に、育児休業、ベビーシッター補
助等の制度説明や働く女性の相談に答えるため
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「男女共同参画説明・相談コーナー」のブースを
設置し相談に応じた。 

 

【49-5】 
女子生徒等の理系進学の底上げに資す

る取組を検討・実施していく。 
 

Ⅲ 

○理系分野を目指す女子高校生を対象に「理系女子
キャンプ」を４月３日～４日にかけて開催し30名
（定員）の参加があった。科学実験や女性研究者
の講義、大型実験施設の見学、パネルディスカッ
ション等が行われ、科学に興味をもたらし、理系
進路選択の底上げが図られた。 

【49-6】 
引き続き、KEK の研究活動を支える技

術職員に関し、バランスの取れた年齢構
成を実現して KEK の研究活動に必要な技
術を継承していくため、若手技術職員の
計画的採用を継続するほか、特に強化が
必要な技術分野には、実務経験があり専
門的な知識や経験を有する即戦力の人材
を募集するなど、複線型の採用にも取り
組む。 

Ⅲ 

○技術職員について、インターンシップの実施（９
月、２月）や民間広告会社の活用による人材の確
保に努めており、若手職員の計画的採用として５
名（若手経験者含む）、専門的知識を有し即戦力
となる人材を確保するために２名の経験者採用
を行った。 

【49-7】 
働き方改革関連法の労働関係制度の変

更を踏まえ、KEK での対応を検討し、随
時見直し等を進める。 
 

Ⅲ 

○働き方改革関連法の年５日の年次有給休暇の取
得義務化について、全職員に対し積極的に休暇を
取得するよう周知した。また、各部署に対し、休
暇取得状況の調査を行うとともに、管理監督者に
対し未取得者への休暇取得を促すよう依頼した。 

○令和２年４月から適用となる同一労働同一賃金
の対応として、関連規定の整備を行った。そのほ
か、労働時間の状況を客観的に把握するため就業
管理システムの導入に向けた検討を行い、同シス
テムの仕様検討や関係規定の整備を行った。 

【50】 
管理職等の指導的地位に占

める女性の割合について５％
以上とする。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○女性教員公募において、女性の応募者数を増やす
ため、人事公募文書記載事項を工夫し、優劣を付
け難い 終候補者がいた場合には、女性を採用す
ることを明示することや、女性の働きやすい環境
を整えるための労務管理研修会やハラスメント
防止研修等を開催した。 

 

○女性管理職の外部
登用や女性教職員
に対するキャリア
アップ研修の受講
等を推奨する。 



高エネルギー加速器研究機構 

30 

【50】 
第３期中期計画期間中に管理職等の指

導的地位に占める女性の割合について
５％以上となるよう女性活躍推進法一般
事業主行動計画に取り組む。 
 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○女性管理職の外部からの登用を含めて検討を進
め、女性登用の実現に向けた人事選考を行い、令
和２年４月１日付けで目標となる５％以上の登
用を行った。 

○女性の管理職等の指導的地位に占める女性の割
合は、令和２年３月 31 日時点での 3.16％に対し、
令和２年４月１日時点で 6.06％となった。 

【51】 

職員の適切な服務管理を行

うとともに、能力、適性、実績

等を適正に評価し、人事、給与

等に活用するため、月給制職員

についても目標管理による人

事評価制度の導入について、人

事制度検討委員会で検討し、平

成 29 年度までに実施する。 

また、人事考課を適切に行う

ため、評価者等を対象とした研

修を年２回程度開催し評価力

の向上を図ることにより、評価

に対する職員の信頼感を醸成

し、職務遂行に対する意欲を高

める。 

 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○年俸制教員の人事評価制度の運用状況を参考に、

ほかの研究機関への訪問調査等を行い、機構の各

職種に適した人事評価制度案の検討を行った。そ

の結果、教員及び技術職員には業績評価型、事務

系職員等には目標管理型の人事評価制度を導入

することを平成 28 年度に決定した。 

○人事制度検討委員会において検討を進め、成果と

能力の両面からバランスのとれた評価を実現す

る新たな人事評価制度を平成29年度に導入した。 

○平成 29年度に導入した人事評価制度を平成30年

度に実施し、併せて、各部局における運用状況の

課題抽出を行った。各部局からの課題は、令和元

年度に開催した人事制度検討委員会で検討し、改

正を行うことにより、制度に反映させた。 

○評価者を含む管理監督者等を対象にした人事評

価の公正・円滑な実施のために役立つテーマを含

めた労務管理研修を各年度に２回ずつ実施した

（参加者数：平成 28 年度は 69 名、平成 29 年度

は 95 名、平成 30 年度は 64 名）。 

○職員の適切な服務
管理を引き続き行
い、能力、適性、業
績等を適正に評価
し、人事、給与等に
活用するため、人事
評価制度を確実に
実施し、必要に応じ
制度の見直しを行
う。 

○人事考課を適切に
行うため、評価者等
を対象とした研修
を開催し評価力の
向上を図り、評価に
対する職員相互の
信頼感を醸成する
ことにより、職務遂
行に対する意欲向
上を図る。 

【51】 
目標管理型の人事評価制度を引き続き

実施するとともに、新たな年俸制制度の

導入に伴う人事評価制度の見直しを検討

する。また、人事評価の公正・円滑な実

施のために役立つテーマを含め、管理監

督者等を対象として、人材活用に関する

研修を年２回実施する。 

 

Ⅲ 
 

（令和元事業年度の実施状況） 

○令和２年３月に導入した新年俸制制度による人

事評価制度の実施内容を検討し、規程と評価実施

方法のガイドラインを整備した。 

○管理監督者等を対象とした労務管理研修を、人事

評価の意義や役割、労務管理等を盛り込み、２回

実施した（68 名が参加）。 
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【52】 

定年退職者を含め、豊富な知

識・経験や高い技術力を持つ人

材を採用し、KEK の研究・教育

活動等に活用する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○新規採用者と並行して、技術職員の経験者採用を
実施し、即戦力となる人材を確保した。（平成 28
年度は、技術職員 16 名の応募に対して２名を採
用。平成 29 年度は、技術職員は７名の応募者に
対し１名を採用し、事務職員についても１名を採
用。平成 30 年度は、技術職員は 15 名応募があり
４名を採用し、事務職員については 39 名の応募
のうち２名採用。） 

○機構の研究・教育活動の強化のために特に必要と
認めた定年退職者２名（平成 29 年度１名、平成
30年度１名）を任期付職員（平成29年度主任 URA、
平成 30 年度特別教授）として採用した。また、再
雇用任期満了者のうち豊富な知識・経験を持つ者
について、任期付職員（研究員等）として平成 28
年度６名、平成 29 年度５名、平成 30 年度５名を
採用した。 

 

○定年退職者等の豊
富な知識・経験や高
い技術力を機構の
研究・教育活動等に
活用するために再
雇用制度を引き続
き実施する。 

【52】 
引き続き、必要に応じて経験者の選考

採用を実施していく。更に、定年退職者
の豊富な知識・経験や高い技術力を KEK
の研究・教育活動等に活用するために再
雇用制度を引き続き実施するとともに、
特に必要と認めるポストには、任期付職
員として採用する。 
 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○新卒者等の採用と並行して経験者採用を行い、技
術職員にあっては、新卒者 19 名応募のうち５名
を採用するほか、経験者 12 名応募のうち２名の
採用を決定した。また、事務職員についても新卒
者等の採用と並行して民間広告会社を活用して
機構独自の経験者採用を実施した結果、新卒者 17
名応募のうち１名を採用するほか、経験者 33 名
の応募者の中から２名の民間経験者の採用を決
定し、即戦力となる人材を確保することができ
た。なお、経験者採用の選考にあたっては、年齢
構成を考慮することで年齢バランスの是正にも
一定の効果が得られた。 

○定年退職者の再雇用では、あらかじめ各研究所等
に対して再雇用職員の従事を必要としている業
務を調査し、再雇用予定者には、当該業務リスト
の中から希望する業務を選択させることで、再雇
用職員に期待する役割の明確化と、各研究所等で
の人員不足への対応を図った。 

○上記のほか、再雇用任期満了者のうち豊富な知
識・経験を持つ者５名を、任期付職員（研究員）
として採用した。 
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【53】 

技術職員や事務職員等の業

務に関する専門性や知識・技能

向上のため、研修機会を増やす

とともに、より実践的な研修を

実施する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○各年度における専門課程研修委員会において、技
術職員に必要な専門分野毎の研修を検討し、毎年
テーマを決めて、KEK の研究活動に必要となる知
識及び技術の向上を図ることを目的に実施した。
また、全国の国立大学、国立高等専門学校、大学
共同利用機関に所属する技術職員を対象に、技術
の向上と交流を目的とした技術職員シンポジウ
ムを主催し、参加者による活発な議論が行われた
（平成 28 年度は 73 名、平成 29 年度は 89 名、平
成 30 年度は 90 名が参加）。 

○事務職員に対して実施する階層別研修について、
平成 30 年度に在職年数５年以上となる一般職員
（12 名）に対して、機構の運営等についての見識
を広め、職務遂行能力を強化することを目的に中
堅職員研修を実施した。 

○KEKの研究活動を支
える技術職員に対
する専門課程研修
を引き続き実施す
るとともに、技術研
究会、技術セミナ
ー、技術交流会等の
開催・参加を通じ
て、技術力の向上・
拡大を図る。 

○事務職員に対して
実施する階層別研
修において、スタッ
フ・ディベロップメ
ント（SD）を意識し
た取組を行い、必要
とされる職務遂行
能力を強化するプ
ログラムを実施す
る。 

【53-1】 
KEK の研究活動を支える技術職員に対

し、専門課程研修を引き続き実施すると
ともに、技術研究会、技術セミナー、技
術交流会等の開催・参加を通じて、技術
力の向上と拡大を図る。 
 
 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○KEK の技術職員は、加速器に関する技術開発、運
転など高度な多岐にわたる業務を担っており、そ
れらの業務に必要となる知識及び技術の向上を
図るための専門課程研修を実施した。この研修
は、大学共同利用機関法人内にも案内しており、
自然科学研究機構から 25 名の参加があった。 

○上記のほか、技術職員の 新技術の取得や低温非
平衡プラズマ（イオン源）の特性理解を目的とし
た技術セミナーや CERN 派遣研修の成果報告等を
２回実施し、62 名が参加した。また、技術交流会
では約 70 名の参加があり、有意義な意見交換等
が行われた。 

○全国の国立大学、国立高等専門学校、大学共同利
用機関に所属する技術職員の技術の向上と交流
を目的として、毎年、技術職員シンポジウムを開
催しており、第 20 回目となる令和元年度は「技
術職員の育成と活躍の場の拡大」をテーマに開催
し、他機関からの参加者を含め 69 名が参加した。 

○KEK における技術職員の職務内容、研究成果、産
学連携に対する活躍や貢献を客観的な視点でま
とめた「技術職員報告集」を令和２年３月に刊行
（隔年）し、国内の技術職員組織のある国立大学
や研究機関のうち、一部の機関に冊子体で配付す
るとともに、機構のウェブサイトにより公開し
た。 
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【53-2】 
事務職員に対して実施する階層別研修

において、スタッフ・ディベロップメン
ト（SD）を意識した取組として、各階層
に期待する役割を明確にし、必要とされ
る職務遂行能力を強化するプログラムを
実施する。 
 

Ⅲ 

○事務職員に対して実施する階層別研修について、
他大学との合同実施研修に参画し、係長級及び副
課長級を対象に各階層に求められる役割とリー
ダーシップ力、部下指導力等を内容としたグルー
プワーク等による研修を実施した。 

【54】 
平成 27年度に行った安全、環

境、衛生など様々なリスクの洗
い出しと、これに基づき天災等
に対して被害を 小限に留め
速やかな業務継続が可能とな
るよう策定された事業継続計
画（BCP）に基づき、適切な措置
をとるとともに、リスク、BCP に
関して不断の見直しを進める。 
 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○事業継続計画（BCP）に基づき、災害が発生した場
合でも早急に適正な業務の継続が確保できるよ
う災害発生時の初期対応訓練を実施するととも
に、不断の見直しを継続して行い、平成 30 年度
に BCP の改訂を行った。 

○安全管理体制の見直しによって安全衛生管理組
織の統廃合を実施し、統括安全衛生管理者による
一元管理が行われた。これにより、直接的な指示
と迅速な対応による安全管理体制の強化が図ら
れた。 

○防災業務計画に基づき、毎年度、事故や災害が発
生した場合における対策の迅速かつ適切な対処
を図るために、防災・防火訓練、緊急事態等対応
訓練を実施した。 

○BCP に基づき、天災
等の非常時におい
ても適正な業務の
継続が確保できる
よう適切な措置を
とるとともに、リス
ク、BCP に関して不
断の見直しを継続
して行う。 

○防災業務計画に関
して不断の見直し
を進めるとともに、
事故や災害が発生
した場合における
対策の迅速かつ適
切な対処を図るた
めの訓練を実施す
る。 

【54-1】 
事業継続計画（BCP）に基づき、天災等

の非常時においても適正な業務の継続が
確保できるよう適切な措置をとるととも
に、リスク、BCP に関して不断の見直し
を行う。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○平成 30 年度に BCP を改訂したことに続き、各研
究所、研究施設、管理局において、大規模災害時
に想定されるリスクと事業継続のために必要な
対応策のリスト化を行い、検討すべき事項の明確
化を図った。 

【54-2】 
防災業務計画に関して不断の見直しを

進めるとともに、事故や災害が発生した
場合における対策の迅速かつ適切な対処
を図るための訓練を実施する。 
 

Ⅲ 

○防災業務計画の見直しを行うとともに、つくばキ
ャンパスで大規模災害が発生した場合に備え、防
災物品等の点検、補充、更新等を行い管理を徹底
した。 

○大地震の発生から火災に至るとの想定で防災・防
火訓練に加え、加速器トンネル内での過剰被ばく
者対応についての訓練をつくばキャンパス全体
で実施（11/27）した。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ② 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中

期

目

標  

国際的な拠点として加速器科学の諸分野の発展を先導し、共同利用・共同研究機能の向上を図るため、組織の必要性等について検討し、柔軟かつ機動的
な組織改革を行う。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業
年度の実施予定 

【55】 
機構長のリーダーシップの

下、国内外の加速器科学研究を
先導する組織等の在り方を検
討するとともに、以下のような
KEK の枠組みにとらわれない共
同研究推進の体制整備や組織
の再編成等を行う。 
・機構内部局の管理・運営体
制と機構内を横断する組
織を再評価し、組織再編な
ど更なる改善を図る。 

・将来の世界の加速器科学研
究の推進に対して、人的・
資金的・技術的資源の節約
を図り、重複を避けるため
に、世界の研究所間でこれ
らの資源の共有化を促進
し、それを実行する方策と
して、各研究所間相互に分
室などを設置してこれを

 

Ⅲ  

（平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○ 新の学術動向への対応、大規模プロジェクトの
構想・推進等に対応するため、機構全体の観点か
ら、機構長のリーダーシップの下に既存組織との
統合など、研究実施体制等の体制整備や組織の再
編等を行った。 
・安全衛生、広報、情報セキュリティ、国際関係、
産学連携の各部門においては、業務の効率化や
機能の強化を図るため、管理局の事務担当部門
との組織的な統合・整備を行った。 

・研究部門においては、物質構造科学研究所の研
究推進機能を高めるため、「放射光実験施設」、
「低速陽電子実験施設」を設置した。 

・加速器技術の産業等への応用を進めるための組
織改編を行い、「応用超伝導加速器センター」
を設置した。 

○KEK-CERN 及び KEK-TRIUMF 研究所との間の分室相
互設置協定に基づき分室を設置し、機関間の学術
交流における研究者等の活動拠点を運営してい
る。 

 

○機構長のリーダー
シップの下で、引き
続き、組織再編等を
進める。 

○CERN 及び TRIUMF と
相互に設置した分
室の維持・提供によ
り、研究者の交流を
支援するとともに、
多国籍参画ラボ事
業において国際共
同研究を推進する。 
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運営する。 【55-1】 
機構長のリーダーシップの下に、組織

再編等を進める。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○ 新の学術動向への対応、大規模プロジェクトの
構想・推進等に対応するため、機構全体の観点か
ら、機構長のリーダーシップの下に既存組織との
統合など、研究実施体制等の体制整備や組織の再
編等を行った。 

【55-2】 
CERN及びTRUMFと相互に設置した分室

の機能を強化し、研究者の交流を支援す
るとともに、多国籍参画ラボ事業におい
て国際共同研究を推進する。 
 
 
 

Ⅲ 

○CERN 及び TRIUMF と相互に設置した分室のウェブ
サイトを立ち上げ、研究者の交流支援に必要な情
報を集約し、同サイトを通じた情報提供を開始し
た。 

○多国籍参画ラボ事業において、新たに１件のプロ
グラムを採択するとともに、既存プロジェクトの
活動のために来訪する参加機関からの研究者の
活動を支援した。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ③ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

中

期

目

標  

効率的な機構運営を行うため、事務処理の簡素化・合理化を図るとともに、事務組織の機能・編成を見直すなど更なる事務の効率化を進める。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業
年度の実施予定 

【56】 
引き続き事務処理の簡素化・

合理化を積極的に推進し、事務
組織の機能や編成を見直すこ
とにより、職員の適切な配置や
業務委託の促進など事務の効
率化を図るとともに、各種業務
を通じて集積した情報を活用
し多角的な解析を行い、業務の
効率化を推進する。 

 

Ⅲ 

 

（平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○業務改善に係る第３期アクションプラン（平成 26
～28 年度）に基づき、管理局内での業務の効率化・
合理化に関する取組を実施するとともに、管理局
の管理職がメンバーとなる業務改善推進本部会
議において、取組状況の確認と評価及び平成29年
度以降の業務改善方法の検討を行った。 

○業務改善推進本部において、「平成 29 年度以降
の業務改善計画」として、第３期中期目標期間内
における各年度ごとに、各課室における業務改善
の取組課題を設定し、取り組むこととして策定し
た。年度内における取組状況は、事務連絡会議の
中で定期的な情報交換により進捗確認を行い、毎
年度の終了時には実績の確認を行った。 

 

○平成 29 年度に策定
した業務改善計画
は、第３期中期目標
期間に合わせ、令和
３年度までが業務
改善計画の取組期
間とされているこ
とから、これによ
り、引き続き、業務
の効率化を推進す
る。 

 

【56】 
人材育成、コミュニケーションの強化、

業務委託の推進など業務の効率化・合理
化を引き続き推進するとともに、情報の
共有を図り効果的な活用を進める。また、
各課室の取組課題等を明確にした業務改
善計画を作成し、実行する。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○「平成 29年度以降の業務改善計画」に基づき、年
度当初に策定した各課室毎の業務改善の取組課
題を設定し、取り組んだ。また、取組状況につい
ては、事務連絡会議の中での情報交換により確認
を行い、年度終了時には各課室ごとの実績につい
て取り纏めを行った。 
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■ガバナンスの強化に関する取組について 
 
 KEK における研究活動等を機動的に推進するため、機構内の組織の長をメン
バーとした所長会議をはじめとする会議において、機構長を議長とするリー
ダーシップの下で協議・調整を行っており、迅速かつ戦略的な機構運営を実施
している。 
その中でも、 新の学術動向への対応、大規模プロジェクトの構想・推進等

に対応するため、機構全体の観点から機構長のリーダーシップの下で、平成 28
年度に、機構が取り組むべき研究の指針としての KEK ロードマップを改定す
るとともに、研究を具体的に進めるための実施計画として、KEK-PIP を策定し、
戦略的・効果的に研究を推進した。 
これらのロードマップ、KEK-PIP は、機構の各研究所・研究施設等の関係者

で構成される研究推進会議、並びに、機構の研究計画全般について、機構長の
諮問に応じて、幅広い学問分野の観点から審議、提言を受けるために、国内外
の大学や研究機関の研究者をメンバーとする国際諮問委員会（平成 30 年度か
ら KEK Scientific Advisory Committee（SAC）として常設設置）での議論を
経て策定され、令和元年度からは、令和４年度から始まる第４期中期目標期間
に向けて、KEK ロードマップの改訂の議論が進んでいる。【42】 
また、これらをはじめとする機構長の業務執行状況は、経営協議会及び教育

研究評議会から選出される機構長選考会議委員により、年３回開催される同
協議会・評議会を通して恒常的に確認されるとともに、任期期間中に開催され
る機構長選考会議において、適正に執行されていることを確認した。現任期２
年目となる令和元年度には、機構長の業務執行状況の確認にあたり、機構長に
業務実績の報告を求めるとともに、監事からの意見聴取を行った。 

また、機構長選考を進めるにあたっては、機構長選考会議において、機構長
選考基準を定め、これを公表した。 

  一方で、内部統制システムの拡充の観点から「機構の内部統制体制（平成 
27 年３月 27 日役員会決定）」の見直しを行い、機構長、各理事、内部統制推
進部門などの役割の明確化とモニタリング体制を明文化し、改めて「内部統制
規程」として平成 30 年３月に制定し、機構運営の改善を行った。 

 
 
１．特記事項 
 
 【平成 28～30 事業年度】 
 
≪組織運営の改善に関する目標≫ 
 
【42】 
○平成 28 年度において、機構の推進する研究プロジェクトに関し、現下の状況
下で、研究成果を 大限に発揮することを目的に優先順位を定めた KEK-PIP

を、平成 30年度から常設会議として設置した国際諮問委員会での議論を経て
策定し、これに基づき KEK ロードマップの改定を行うなど、迅速かつ戦略的
な研究推進を行った。これに関連して、次世代光源としてのエネルギー回収型
ライナック（ERL） 計画で培われた開発研究を産業利用を目指した応用研究に
方向転換するため、平成 29 年度に先端加速器推進部 ERL 計画推進室を廃止
し、そのアクティビティを発展的に加速器研究施設へ引き継いだ。 

 
【46】 
○機構長裁量経費については、機構長のリーダーシップの下で KEK-PIP の実現 

を目指し、SuperKEKB、J-PARC 及び放射光研究施設の運転時間の確保を第一優
先とした上で、研究施設の安定・安全な運用のための老朽化対策などに配分
している。その中でも、平成 29 年度において、J-PARC による実験研究に重点
を置いて配分し、J-PARC 加速器の MR（主リング）の運転経費として 504 時間
分を積み増した（このうちユーザー利用として 428 時間を確保）。これによ
り、加速器の調整運転にも効果的な時間配分が可能となり、ビームロスの低
減に成功して過去 高のビーム強度である 480kW を達成した（平成 29 年度末
時点）。また、ニュートリノ実験（T2K）で の反ニュートリノビームデータを
着実に蓄積することが可能となり、平成 29 年度中に取得した実験データの３
割を積み増す結果となった。 

 
【47】 
○各研究所等の運営にあたっては、関連コミュニティの指導的研究者を外部委
員に含む運営会議において、所長等のリーダーシップの下で研究者コミュニ
ティの意向を踏まえた適切な運営を行っている。これに関連して、素粒子原子
核研究所における B ファクトリー実験において、これまで、実験グループに
委ねられていた実験実施に必要な資源（共通経費・計算機資源）の分担やその
精査・決定について、平成 30 年度からの本実験の本格開始により大量なデー
タの収集・解析が始まることを受けて、KEK ではホスト機関として大規模な計
算機資源の確保が必要となることから、これを国際的に公正な分担を行う枠
組みの構築として、関係機関との覚書（MOU）の締結作業を主導して行った。
その適切な分担を交渉する際の委員会組織を、単に実験コラボレーションに
付随させるのではなく、実験をホストする素粒子原子核研究所に位置付け、同
研究所の下に所要資源見積の適切性の精査を担う「BelleⅡ実験資源分担計画
精査小委員会」と資源分担の決定を担う「BelleⅡ実験財政監督委員会（参加 
26 か国の財源機関からの代表者がメンバー）」を平成 30 年４月に設置した。
この体制により、令和元年度における資源の分担を精査し、この共通経費（コ
モンファンド）の一部を用いて KEK において取得した大量なデータの処理を
担う研究員（３名）の雇用を決定し、国際コラボレーションとの適切な人件費
分担が図れ、より円滑かつ効率的なプロジェクトの運営が可能となった。 

 
 

（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等 
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【49】 
○教員等の人事公募は、約 150 の機関等に対して公募案内を送付するほか、KEK
のウェブサイトや関連学会誌、研究者人材データベースへ掲載を行うことで、
広く国内外へ呼び掛け、幅広く応募者を募ることで、関連研究分野の教員の流
動性が向上した。なお、平成 28 年度から 30 年度においては、募集件数 110
件、募集人数 131 名に対し、719 名の応募が得られた。 

 
【49】 
○教員の年俸制適用者は、平成 29 年４月時点での 5.8％（347 名中 20 名）から
32 名増加し、平成 29 年度末において 15.0％（346 名中 52 名）となった。こ
の適用者の増加にあたっては、教員向け説明会を複数回実施したほか、各所属
長から所属教員に対し積極的に移行の呼び掛けを行ったことによる。平成 30
年度には、公募と機構内での年俸制への移行者を募ることで、平成 30 年度末
時点で 15.8％（336 名中 53 名）へと増加した。また、令和元年度中の新年俸
制制度の運用開始を見据えてた策定のための検討ワーキンググループを設置
し、検討を開始した。 

○クロスアポイントメント適用者は、平成 27 年度の７名から、平成 28 年度に
８名、平成 29 年度に 10 名、平成 30 年度に 13 名と着実に増加した。 

 
【49】 
○理系分野を目指す女子高校生を対象に「理系女子キャンプ」を毎年４月に実施
し、全国各地から定員となる 30 名の参加を得た。科学実験や女性研究者の講
義、大型実験施設の見学、パネルディスカッション等が行われ、理系進路を選
択する女子高校生底上げを図った。また、毎年９月に開催されたつくばキャン
パスでの一般公開において、理系女子応援相談コーナーのブースを設置し、理
系を目指す女子高校生等からの進路相談に対応するなどの取組を行った。 

 
【49】 
○技術職員について、戦略的雇用計画に基づく若手職員の新規採用及び専門的
知識を有する即戦力となる人材確保のための経験者採用を実施（応募者７名
のうち１名を選考。）し、採用の多様化を行っている。特に、新規採用に関し
ては、人材の確保のために、これまで以上に効果的なアピールとして、令和元
年度の採用者をターゲットに、新たに職業体験を兼ねたインターンシップの
受入れ（６名）及び就職情報サイトの活用を開始した。 

 
 
≪教育研究組織の見直しに関する目標≫ 
 
【55】 
○KEK における研究力強化促進事業の下で、平成 28 年８月に発足した新たな国
際共同研究の枠組である多国籍参画ラボ事業において、第１号となるプロジ

ェクト「R&D for High Luminosity Colliders（高ルミノシティコライダーの
開発研究）」（MNPP-01）を始動した。このプロジェクトは、約 40 倍高いルミ
ノシティを目指す SuperKEKB 加速器のビームコミッショニングを柱の一つと
して取組、加速器の建設・運転において十分な経験と実績を有する海外の３機
関（フランス、スイス、中国）における世界トップクラスの研究者・研究チー
ムの参画を得て、平成 29年度の SuperKEKB 加速器のプロジェクトの成否を決
定する Phase２運転の立ち上げを成功裏に終了した。この多国籍参画ラボとい
う新たな枠組により、SuperKEKB 加速器という世界有数の施設の立ち上げに、
世界トップクラスの研究者・研究チームを招き入れ、前人未踏の領域を目指す
プロジェクトの進展に大きな成果をもたらした。また、平成 29 年７月には、
４番目の参加機関として、SLAC が参画し活動を拡大した。この枠組みにより
行った SuperKEKB 加速器のコミッショニングは順調に進捗し、平成 30 年４
月に同加速器で加速した電子・陽電子の初衝突を観測した。これを記念して、
機構として初衝突記念式典を平成 30 年６月に開催し、B ファクトリー実験に
参加する国内外の参加機関及びその財政機関等から約 350 名の参加を得て、
更なる実験研究の進展に向けた交流が図られた。 

 
 
≪事務の効率化・合理化に関する目標≫ 
 
【56】 
○平成 29 年度における国際交流活動の合理的な支援機能の強化のため、研究支
援戦略推進部の「国際連携推進室」と、管理局研究協力部「国際企画課」との
連携強化について、組織や人員配置、業務配分の見直しを含めた検討を行い、
居室を一箇所にまとめ、業務の効率化を行った。 

○平成 30 年度における、平成 31 年４月のオープンイノベーション推進部設立
に向けた準備として、産学公連携及び知的財産に関する業務を行う室と事務
部局を統合し集約することで、業務の迅速化・効率化を図るための業務分担の
整理を行った。 

 

 
 【令和元事業年度】 
 
 
≪組織運営の改善に関する目標≫ 
 
【42】 
○機構長のリーダーシップの下で KEK の強みや特色を生かすための組織運営に
関する議論を行い、令和２年４月１日の設立に向けて下記のことを決定した。 
・物質構造科学研究所におけるマルチプローブ融合領域研究の推進を図るた
め、構造物性研究センターに代えて新たに「量子ビーム連携研究センター」
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を形成した。 
  ・機構直下の「評価・調査室」及び研究支援戦略推進部内の「IR 推進チーム」

を統合し、数値資料等に基づいた機構活動の分析、計画資料を作成するため
の「IR 推進室」を新設した。 

  ・社会連携部内の業務運営体制の見直しとして、各室の連携関係を変更する
とともに、部による統括体制を解消し、機構長直下の組織として位置付け。 

・男女共同参画に関する取組の一層の推進及び円滑な実施を目的として、男
女共同参画推進者を置き、この推進者は、機構長の命を受け、機構における
男女共同参画並びに「男女共同参画推進室（つくば）」及び「男女共同参画
推進室（東海）」の業務の総合調整を実施した。 

 
【49-1】 
○教員の人事については、約 150 の機関等に対して公募案内を送付するほか、
KEK のウェブサイトや関連学会誌、研究者人材データベースへ掲載を行うこと
で、広く国内外へ呼び掛けた。令和元年度においても実施した結果、募集件数
37 件、募集人数 45 名に対し、213 名の応募が得られ、関連研究分野の教員の
流動性向上に貢献した。 

区 分 募集件数 募集人数 応募人数 
内  数 

女性 外国人 

平成 28 年度 31 36 201 13 53 

平成 29 年度 36 48 238 13 86 

平成 30 年度 43 47 279 29 101 

令和元年度 37 45 213 19 64 

計 147 176 931 74 304 

 
 
【49-3】 
○平成30年度から検討を開始した新たな年俸制制度は令和２年３月１日から運
用を開始し、教員の年俸制適用者は、平成 30 年度時点の 15.8％（336 名中 53
名）から令和元年度末に 16.9％（330 名中 56 名）へと増加した。また、クロ
スアポイントメント適用者は平成 30 年度の 13 名から 15 名へと２名増加し
た。 

 
 
≪教育研究組織の見直しに関する目標≫ 
 
【55-1】 
○機構長のリーダーシップの下に既存組織との統合など、下記により、研究実施
体制等の体制整備や組織の再編等を行った。 
・物質構造科学研究所に、「放射光実験施設」「低速陽電子実験施設」を改組

により設置し、組織上、実験施設として位置付けるとともに、実験施設長の
権限と責任の範囲を明確にして、より効果的な研究体制を整備した。 

・加速器研究施設に、加速器の産業・医療応用のための調査研究や加速器の要
素技術開発、原理実証試験、企業への技術指導・支援や事業化への橋渡し、
さらには加速器応用のための人材育成を推進するため、「応用超伝導加速器
センター」を改組により設置した。また、７研究系から６研究系に改組した。 

・機構における産学官連携機能の一元的なマネジメントや機能強化に向けて、 
研究支援戦略推進部の産学公連携関連組織を改組し、「オープンイノベーシ
ョン推進部」を設置した。 

 
 
２．共通の観点に係る取組状況 
 
 
 ≪１．ガバナンス改革≫ 
   

○ 新の学術動向への対応、大規模プロジェクトの構想・推進等に対応する  
ため、機構全体の観点から機構長のリーダーシップの下で、平成 28 年度
に、機構で取り組むべき研究の指針としての KEK ロードマップを改定す
るとともに、研究を具体的に進めるための実施計画として、KEK-PIP を策
定し、戦略的・効果的に研究を推進している。【42】 

 
○機構長裁量経費については、機構長のリーダーシップの下で KEK-PIP の
実現を目指し、SuperKEKB、J-PARC 及び放射光研究施設の運転時間の確保
を第一優先とした上で、研究施設の安定・安全な運用のための老朽化対策
などに配分しており、平成 29 年度の配分では、J-PARC による実験研究に
重点を置いて配分し、J-PARC 加速器の MR（主リング）の運転経費として
504 時間分を積み増したことにより加速器の調整運転にも効果的な時間
配分が可能となり、ビームロスの低減に成功して過去 高のビーム強度で
ある 480kW を達成した（平成 29 年度末時点）。また、ニュートリノ実験
（T2K）で の反ニュートリノビームデータを着実に蓄積することが可能と
なり、平成 29 年度中に取得した実験データの３割を積み増す結果となっ
た。【46】 

 
○監事、監査法人による監査のほか、定期内部監査として業務監査と会計監 
査を行い、その結果は、機構長に報告するとともに、改善が必要と思われ
る案件については、機構会議や事務連絡会議等に報告することで、各部署
の業務運営に反映させる取組を行った。また、前年度の定期監査で実施し
た監査のフォローアップ監査を行い、機構長に報告するとともに、機構会
議で報告し、必要な改善を要請した。【78】 
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中

期

目

標  

外部研究資金への積極的な応募、寄附金募集活動の強化、民間との共同研究の推進、自己収入の増及び資金の運用等を通じて、KEK の経営基盤を強化す

る。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【57】 
科研費などの外部研究資金

の積極的な獲得を目指し、公募
情報の収集・提供、科研費アド
バイザーによる応募支援体制
などを強化し、獲得額が対前期
比 1を上回るようにする。 

 

Ⅲ 

 

（平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○科研費等の外部研究資金の積極的な獲得を目指
し、公募情報を職員に広く提供するとともに、公
募内容を調査し、マッチングする研究者への呼び
掛けを行った。さらに、申請書類作成補助等の支
援策を実施した。また、科研費については、アド
バイザー制度や研究推進会議メンバー等による
ヒアリング、助言等の応募支援及び獲得のための
説明会等の各種支援策を企画し、実施した。 

 

○科研費等の外部研究
資金の積極的な獲得
を目指し、公募情報
を職員に広く提供す
るとともに、公募内
容を調査し、マッチ
ングする研究者への
呼び掛けを行う。さ
らに、申請書類作成
補助等の支援策を実
施する。また、科研費
については、アドバ
イザー制度や研究推
進会議メンバー等に
よるヒアリング、助
言等の応募支援及び
獲得のための説明会
等の各種支援策を企
画し、実施する。 

○多国籍参画プロジェ
クトの実施並びに国
際研究集会の開催を
支援するために、当
該研究者と連携して
外部資金の獲得を支
援する。 

【57】 
科研費などの外部研究資金の積極的な

獲得を目指し、公募情報を職員に広く提
供するとともに、公募内容を調査し、マ
ッチングする研究者への呼び掛けを行
う。さらに、申請書類作成補助等の支援
策を実施する。また、科研費については、
アドバイザー制度や研究推進会議メンバ
ー等によるヒアリング、助言などの応募
支援及び獲得のための説明会等の各種支
援策を企画し、実施する。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○外部研究資金確保のため、外部資金情報を積極的
かつ広範に入手し、職員に提供するとともに、マ
ッチングの可能性のある研究者に積極的に申請
を呼び掛け、申請書類作成補助等の支援を行い、
289 件（25 億 8,552 万円）の外部資金を獲得した。 

○「科研費申請支援強化キャンペーン」を展開し、
職員に積極的な申請を呼び掛けるとともに、種々
の支援策を引き続き実施した。また、これまで集
合形式で行ってきた科研費申請者向けの説明会
を随時受講可能な e-ラーニングシステムで行う
ことにより、説明会の参加者が増加した。 

○科研費以外の経産省、文科省、NEDO、JST、財団、
県等の外部資金についても、積極的な獲得を目指
し、外部資金公募情報の収集、提供及び公募申請
書類作成補助等の支援を行った。 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2)  財務内容の改善に関する目標 

① 外部研究資金、寄附金その他自己収入の増加に関する目標 
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【58】 
寄附金の更なる獲得を目指

し募集活動を強化し、増収を図
る。 

 

Ⅲ 

 

（平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○寄附金の獲得増を目指して受入体制の見直しを
行い、機構として募集する寄附金を「特定募集寄
附金」として制度化し、平成 28 年度から 30 年度
までの間に５つの特定募集寄附金（外国人留学生
奨学金、一般寄附金、国際リニアコライダー（ILC）
理解増進、フォトンファクトリー先端化寄附金、
50 周年記念事業推進寄附金）を立ち上げ、募集活
動を強化しつつ、継続して行った。 

 

○これまでに設立した
「特定募集寄附金」
事業を運営しすると
ともに、本寄附金を
原資とする各寄附金
事業を実施する。 

○社会的要請に応じた
「特定募集寄附金」
の新規設置を検討す
る。 

○令和３年度の KEK 創
立50周年記念事業に
向けた基金を設立す
る。 

 
 

【58】 

寄附金の更なる獲得を目指し、募集活

動を継続する。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○寄附金の獲得方策や獲得した寄附金の有効な使
用について、引き続き「未来基金事業推進チーム」
を主体に多角的に検討した。 

○優秀で意欲的な学生が安心して学業に専念でき
るよう、その修学支援を行うことを目的として、
総研大高エネルギー加速器科学研究科の５年一
貫制博士課程（３年次編入学）に進学する私費外
国人留学生を対象とした、KEK 独自の特定募集寄
附金「外国人留学生奨学金」の募集を実施してお
り、これまでに３名の留学生に対して奨学金を給
付している。本制度について、パンフレットやメ
ール等を使った広報活動による募金の呼び掛け
を継続して行い、その結果、令和元年度において
は、16 件で 1,372 千円の寄附を受けた。  

○上記のほか、これまでに設立した使途特定寄附金
である「一般寄附金」、「国際リニアコライダー
（ILC）理解増進のための寄附金」、「フォトンフ
ァクトリー先端化寄附金」、そして、令和３年度
に迎える KEK 創立 50 周年記念事業の推進への支
援を加速させるための「50周年記念事業推進寄附
金」を継続して募集している。 

【59】 
放射光の産業利用など自己

収入の確保に努める。また、技
術開発研究、実験装置の整備等
については関連研究コミュニ
ティと共同して外部資金の積
極的な獲得を行う。 

 

Ⅲ  

（平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 
○施設利用については、従来からの一般利用、優先
利用に加え、平成 28 年度から「試行施設利用」、
「利用支援」及び「代行測定・解析」の新たな利
用形態を開始した。また、令和元年度以降の新た
な支援制度の拡大に向けて、クライオ電子顕微鏡
やX 線CT 装置を使ったメニューを令和元年２月
に整備した。 

○運転時間の確保と放射光利用の拡大に向けて、こ

○一般施設利用、優先
施設利用、試行施設
利用に加え、企業か
らの依頼に基づく試
料の測定、分析を代
行する代行測定、及
び産業利用促進運転
を引き続き実施する
とともに、利用者の
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れまでの運営費交付金による加速器運転とは別
の形態での放射光利用を実現する新たな仕組み
として、施設利用収入により加速器の運転経費を
確保し、産業利用の促進を図るとともに、学術ユ
ーザーも共同利用実験ができる「PF 産業利用促進
日」を試行的に実施した。 

 

ニーズに合った新た
な支援制度の構築を
検討し、放射光実験
施設等利用による自
己収入の獲得増を図
る。 

【59】 

企業からの依頼に基づく試料の測定、

分析を代行する代行測定など、放射光な

どの施設利用による自己収入の収入増を

図る。また、技術開発研究や実験装置の

整備等について、関連研究コミュニティ

と共同して外部資金の獲得を進める。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○平成 30 年度に整備した新たな支援制度の受入れ
を開始したほか、従来の利用形態を引き続き実施
するとともに、前年度に引き続き、PF の産業利用
促進運転日を実施した。 

 

【60】 
研究内容及び研究成果など

の KEK の活動に関する情報発信
に努め、受託研究、共同研究に
よる増収を図る。また、関係す
る事務経費負担のため、間接経
費の導入について検討を行い、
実施する。 

 

Ⅲ 

 

（平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○TIA 中核機関が有する共用施設の利用促進等を目
的に開発された「つくば共用研究施設データベー
ス」や先端研究基盤共用促進事業によるウェブサ
イト「PHOTON BEAM PLATFORM」において PF の情
報や成果情報を提供した。また、TIA シンポジウ
ム、nano-tech 展に出展するなどにより、KEK の研
究施設や研究成果等の積極的な情報発信により
外部資金の獲得を進めた。 

 

○TIA 及びつくば共用
研究施設データベー
スや産学連携のセミ
ナー、シンポジウム
等の企業も参加する
イベントにおいて、
KEK の研究施設や研
究成果等の情報を積
極的に発信し、受託
研究、共同研究によ
る増収を図る。また
管理的経費としての
間接経費の新たな経
費率を検討し、導入
する。 

○地域連携として、公
的研究機関や企業研
究所が集結する「つ
くば」の特徴を活か
し、高い科学技術を
基調とする連携を促
進する。 

【60】 

TIA 及びつくば共用研究施設データベ

ースや産学連携のセミナー、シンポジウ

ム等の企業も参加するイベントにおい

て、KEK の研究施設や研究成果等の情報

を積極的に発信し、受託研究、共同研究

による増収を図る。 

 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○TIA 中核機関が有する共用施設の利用促進等を目
的に開発された「つくば共用研究施設データベー
ス」や先端研究基盤共用促進事業による Web サイ
ト「PHOTON BEAM PLATFORM」において放射光実験
研究施設の情報や成果情報を提供した。また、TIA
シンポジウム、イノベーションジャパンに出展す
る等して、KEK の研究施設や研究成果等の情報を
積極的に発信し、受託研究 40 件（６億 4,321 万
円）、共同研究 94 件（２億 4,629 万円）を実施し
た。 
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【61】 
毎年度当初、年間の資金繰計

画を策定するとともに、四半期
毎に見直しを行い、安全性を確
保しつつ、積極的な資金運用を
実施する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○年度当初の年間資金繰計画の策定及び同計画に
ついて四半期毎に運用金額と運用期間を見直し、
運用期間が１か月に満たない超短期運用等も積
極的に行い、信用リスク等の安全性に配慮した預
金による資金運用を行った。（平成 28 年度：1,831
千円、平成 29 年度：1,843 千円、平成 30 年度：
2,702 千円） 

 

○年度当初の年間資金
繰計画の策定と四半
期毎の定期的な運用
金額と運用期間の見
直し、信用リスク等
の安全性に配慮した
計画的な資金運用を
行うとともに、運用
期間が１か月に満た
ない超短期運用等、
積極的な資金運用を
行うことにより運用
益を確保する。 

【61】 

年度当初の年間資金繰計画の策定と四

半期毎の運用金額と運用期間の見直しに

よって、信用リスク等の安全性に配慮し

た計画的な資金運用を行う。また、運用

期間が１か月に満たない超短期運用な

ど、積極的な資金運用を行うことにより

運用益を確保する。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○年度当初の年間資金繰計画の策定及び同計画に
ついて四半期毎に運用金額と運用期間を見直し、
運用期間が１か月に満たない超短期運用等も積
極的に行い、信用リスク等の安全性に配慮した預
金による資金運用を行った。その結果、1,657 千
円の運用益を確保した。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2)  財務内容の改善に関する目標 

② 経費の抑制に関する目標 

 

中

期

目

標  

限られた資源を有効活用するため、大型研究施設の効率的な運営に取り組むとともに、管理的経費を抑制する。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【62】 
大型加速器施設の運転計画

は、電気需給の逼迫する夏季の
加速器運転を控えメンテナン
スにあてるとともに、夏季休日
契約等による割引制度を活用
し、効率的な運営・運転を行い、
経費を抑制する。 

 

Ⅳ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○大型加速器施設の運転計画は、役員をトップとし
た委員会等において、割高な夏季電力供給期間を
除く計画を策定し実行した。電気料金の割引契約
については、夏季操業調整契約により平成 28 年
度は、約３億６千万円、平成 29 年度は約３千 400
万円の電気料金の削減が出来た。そのほか、実験
停止時に特高変圧器を休止することで、平成28年
度は約１千 400 万円、平成 29 年度は約 800 万円、
平成 30 年度は約 850 万円の電気料金の削減をし
た。 

○平成 31年２月から運用を開始したESCO事業によ
り開始２か月で約 370 万円の電気料金を削減し
た。 

○大型加速器施設の運
転計画においては電
気料金の割高な夏季
を運転期間から外す
こととし、引き続き
電気料金の削減に務
める。また、実験停止
時の特高変圧器の休
止を積極的に行うこ
とで電気料金の削減
に努める。 

○ESCO 事業による電気
料金の 
削減についても実績
を確認し、引き続き、
電気料金の削減効果
について検証を行
う。 

【62】 
大型加速器施設の運転計画の作成にあ

たっては、電気料金の割高な夏季を運転
期間から除く運転計画の策定や種々の割
引制度の活用により、電気料金の支払額
を抑制する。 
 
 

Ⅳ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○大型加速器施設の運転計画については、割高な夏
季電力供給期間を除くなどの工夫をしながら、運
転時間の確保に努めた。また、実験停止時に特高
変圧器の休止措置を行い電気料金の支払額を 670
万円削減した。 

○ESCO 事業においては、当初年間約２千万円の電気
料金削減を見込んでいたが、機器の運転効率が見
込み時より高かったことにより、令和元年度の実
績として、３千 460 万円の電気料金を削減した。 

○上記の結果、全体で約４千 130 万円の電気料金を
抑制した。 
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【63】 
経費執行状況の年度途中で

の確認や財務データの分析結
果を予算配分などに活用する
とともに、業務内容や業務方法
の見直しを行い、人件費を含む
管理的経費の削減を行う。更に
同一地域の大学等との共同調
達を継続し調達コストの削減
を進めていく。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○年度途中で、経費執行状況の確認や財務データを
分析し、使用しない経費等がある場合には吸い上
げて再配分を行うことで効率的な経費執行を行
った。 

○平成 23 年度から実施している KEK を含む茨城県
内８機関との協定による共同調達を継続した。
PPC 用紙の原材料不足（古紙等）による価格上昇
を除き、前年度とほぼ同様の契約金額を維持でき
たことは共同調達によるスケールメリットの効
果である。また、新たな対象品目について検討を
行った。 

 
○保守管理業務委託契約の複数年契約を継続する
にあたって、包括契約による集約化及び仕様の見
直しを図ったことにより、平成 28 年度では 10 件
（５億 2,352 万円）であった契約に対して平成 29
年度は２件（４億 4,460 万円）となり、対前年度
比約１億 9,059 万円（21％）の経費を削減した。 

○施設部所掌の保守管理業務委託等の年間契約件
数について、平成 29 年度は 17 件４億 9,378 万円
の契約であったところ、平成 30 年度は６件に包
括化したことで４億 9,119 千円の契約となり、対
前年度比約 259 万円の経費を削減した。 

○省エネルギー改修に係る費用を光熱水費の削減
分で賄う事業である ESCO 事業の基本協定を平成
30 年度に締結し、ESCO 事業のサービスが開始さ
れる令和元年度から毎年約 10 百万円を削減する
とともに、このサービスが終了した令和７年度か
らは毎年178百万円の光熱水費削減を見込むこと
が可能となった。 

○昇降機設備保全業務において、新たに共同調達に
よる複数年契約を実施し、業務の効率化・合理化
を図った。 

 
○平成 27 年度から継続して各研究所・研究施設毎
に２％の人件費削減を求め毎年度人件費削減を
実施しているほか、２％の削減のうち１％分を機
構長裁量枠として増員要求に対応できる財源と
し、機構の円滑な業務の遂行のために配分を行っ
た。 

○経費執行状況の年度
途中での確認や財務
データの分析結果を
予算配分等に活用す
るとともに、業務内
容や業務方法につい
て、不断に見直しを
行い管理的経費の削
減を行う。 

○KEK を含む茨城県内
８機関により実施し
ている共同調達を継
続するとともに、対
象品目を拡大するた
めの検討を行う。 

○年間業務委託の複数
年契約を継続する。 

○平成27年度に決定し
た人件費削減に向け
た取組を継続する。 
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【63-1】 

経費執行状況の年度途中での確認や財

務データの分析結果を予算配分などに活

用するとともに、業務内容や業務方法に

ついて、不断に見直しを行い管理的経費

の削減を行う。 

 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○年度途中での経費執行状況の確認や財務データ
を分析することで、使用しない経費等がある場合
には吸い上げて再配分を行うことで効率的な経
費執行を行った。 

○財務会計検討部会において、科研費等の申請者発
注を可能とする規程改正及び財務会計システム
の改修を実施し、管理的経費の削減に向けた取組
を行った。 

 

【63-2】 

複数年契約の包括化を引き続き推進す

る。また、契約や KEK を含む茨城県内８

機関により実施している共同調達を継続

するとともに、対象品目を拡大するため

の検討を行う。 

Ⅲ 

○平成 23 年度から実施している KEK を含む茨城県
内８機関との協定による共同調達を継続した。
PPC 用紙の原材料不足（古紙等）による価格上昇
を除き、職員宿舎維持管理業務において人件費及
び対象宿舎数減少による相対的な価格上昇を除
き、前年度とほぼ同様の価格を維持できたことは
共同調達によるスケールメリットの効果である。
また、新たな対象品目について検討を行った。 

 

【63-3】 

平成 27 年度に決定した人件費削減に

向けた取組を継続する。 

Ⅲ 

○前年度に引き続き各研究所・研究施設毎に２％の
人件費削減を求めることとして、人件費削減計画
を実行した。なお、必要に応じて削減額の一部を
機構長裁量枠として、緊急性が認められるものに
ついてのみ増員が行えるもののとし、各研究所等
からの要求に対し機構長及び理事によるヒアリ
ングを行った結果、２名の増員を行った。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2)  財務内容の改善に関する目標 

③ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

中

期

目

標  

資産の管理・活用状況を的確に把握し、効率的な運用を図る。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【64】 
毎年度実施する物品等の保

有資産の使用状況調査に基づ
き適切に管理・処分を行うとと
もに、保有資産情報の共有化等
によりリユースなど資産の有
効活用を推進する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○各組織の使用責任者による定期の固定資産に関
する使用状況調査（実査）を毎年度、実施した。
また、実査に加え、年度計画として調査対象組織
を決め、固定資産及び少額備品の抽出により現地
調査を実施した。これにより、資産の管理状況の
実態を適切に把握し、資産管理台帳との差異が確
認された場合には台帳の記載情報を変更するな
どの適切な管理、処分を行った。さらに、調査結
果を機構内会議で報告するなど、職員に対して適
正な資産管理の徹底等を求めた。 

○各職員が閲覧・検索できる資産管理システムによ
り機構全体の保有資産情報を共有化するととも
に、リユース可能な物品等がある場合には、全職
員に対してメールで情報提供する等して、資産の
有効活用を図った。 

○不用決定した物品等のうち、金属製品は鉄屑の発
生材として、納入物品の梱包用ダンボール等の紙
製品は古紙として売払い処分することにより、資
源の有効活用を図った。 

 

○各組織の使用責任者
による定期の固定資
産に関する使用状況
調査（実査）を毎年
度、実施する。また、
実査に加え、資産マ
ネジメント室による
現地調査を年度毎に
調査対象施設を決定
した上で実施する。 

○各職員が閲覧・検索
できる資産管理シス
テムにより機構全体
の保有資産情報を共
有化するとともに、
リユース可能な物品
等がある場合には、
全職員に対して情報
提供するなど、資産
の有効活用を推進す
る。 
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【64-1】 
物品等の保有資産の使用状況を把握

し、適正な管理・処分を行うため、各組
織において使用責任者による使用状況調
査を実施する。また、平成 30 年度に引き
続き、加速器研究施設の物品を対象とし
て資産マネジメント室による現地調査を
実施し、より的確な管理状況の把握に努
める。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○各組織の使用責任者による定期の固定資産に関
する使用状況調査（実査）を実施した。また、加
速器研究施設の物品については、固定資産の他少
額備品を対象に換金性の高い物品であるパソコ
ンを重点に、現地調査にて管理状況を把握し、使
用者や設置場所の変更等、管理状況の適正化を行
った。 

【64-2】 
各職員が閲覧・検索できる資産管理シ

ステムにより機構全体の保有資産情報を
共有化し、資産のリユースを引き続き推
進する。 

Ⅲ 

○KEK 全体の保有資産情報の共有と資産のリユース
を推進した。 

○不用決定した物品等の売払い処分を行ったほか、
物品の払い下げ希望に対して有償譲渡を行った。 
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■寄附金の獲得に関する取組について【58】 

 
○研究支援戦略推進部、管理局研究協力課及び名誉教授などをメンバーとする
「未来基金事業推進チーム」を平成 28年度に構成し、それ以降、多角的に各
種施策を検討し実行している。 

 
○優秀で意欲的な学生が安心して学業に専念できるよう、その修学支援を行う
ことを目的として、総研大高エネルギー加速器科学研究科の５年一貫制博士
課程（３年次編入学）に進学する私費外国人留学生を対象とした、KEK 独自
の「外国人留学生奨学金」制度による寄附金募集を実施している。平成 29 年
度においては２名の奨学生が修学していたが、このうち１名は９月に博士号
を取得した。なお、本制度の定員は２名であり、現在は１名が修学している。 

 
○平成 28 年度に制度化した特定募集寄附金を中心に、順次、次のような新た
な寄附金獲得方策を積極的に展開し、活動を行った。 

（平成 28 年度～） 
 ・未来基金事業推進チームを設置し、多角的に各種施策を検討 
 ・寄附金の獲得増を目指し、KEK として募集する寄附金を「特定募集寄附金」  

として位置付け、「外国人留学生奨学金」、「一般寄附金」、「国際リニ 
アコライダー（ILC）理解増進」の３件を設立 

 ・KEK ウェブサイトでの特設サイトを開設 
 ・地域の団体、企業、個人篤志家等への訪問、面談 
 ・一般公開日等、各種イベントでの寄附金募集案内 
 ・寄附金募集パンフレットの製作、配布、ダイレクトメール（DM）発送 
 
（平成 29 年度～） 
 ・事業選定委員会を設置・開催し、獲得した特定募集寄附金（一般寄附金）

を原資とする組織的な活用を推進 
 ・クレジットカード決済の導入 
 ・寄附者からの要望により、定期的に定額の支援を頂く「継続寄附」プログ   

ラムの導入 
 ・KEK の国際性に合わせた寄附活動の国際化を推進し、寄附金ページ及び申

込様式の英訳化 
 ・寄附者に対する謝意の表現としての銘板を設置 

（研究本館「小林ホール」、筑波実験棟、J-PARC ニュートリノモニター棟 
のエントランスにそれぞれ掲示） 

  ・寄附者に対する謝意の表現として、機構長主催の感謝の集いを開催（懇談 
会、講演会、感謝状の贈呈や記念楯の贈呈） 

 ・寄附金事業専任のファンドレイザー（FR）、担当 URA を採用 
 ・令和３年度の KEK 創立 50 周年記念事業に向けた、新たな「50 周年記念事 

業推進寄附金」の設立 

・50 周年記念用のロゴマークの制作、記念事業カレンダー（令和元年版）の
制作、発送、PR 用看板のデザイン等を制作（設置は令和元年度） 

 ・新たな分野での支援者を求め、つくば市産業フェアに出展し、講演会を開 
  催 
 
（平成 30 年度～） 
 ・放射光科学の分野を世界的に牽引してきた、PF の研究環境整備と将来計画

推進のために「フォトンファクトリー先端化寄附金」を新たに設立 
 ・50 周年記念事業の実施に向けた検討を行うための準備委員会の立ち上げ

（計６回開催） 
 ・DM に料金受取人払返信用封筒の同封を開始 
 ・寄附者へのお礼状や領収書の送付時に、ステッカーの同封を開始 
 

１．特記事項 

 

 【平成 28～30 事業年度】 

 

≪外部研究資金、寄附金その他自己収入の増加に関する目標≫ 

 

【57】 

○外部研究資金の積極的な獲得を目指した方策により、下記の外部資金を獲得

した。 

年度 
件 数

（件） 

獲得金額

（千円） 

平成 28 年度 291 3,267,366 

平成 29 年度 301 3,080,332 

平成 30 年度 300 2,907,323 

令和元年度 289 2,585,522 

 

また、科研費の申請を積極的に呼び掛けるため、「科研費申請支援強化キャ

ンペーン」を展開し、種々の支援策を実施した。 

（主な支援策） 

・科研費制度に関する講演会 

・採択応募書類閲覧制度 

・科研費アドバイザー制度 

・申請前の意見交換会 

・ヒアリングのリハーサル 

・科研費申請に関する手引書購入、配架 
 また、これまで集合形式で行ってきた科研費申請者向けの説明会は、令和元

（２）財務内容の改善に関する特記事項等 
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年度より、随時受講可能な e-ラーニングシステムで行うことにより、説明会の
参加者は平成 30 年度の３倍以上に増加した。 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

157 名 124 名 136 名 422 名 

 

 

【58】 

○寄附金の受入実績は下記のとおり。 

区 分 平成28年度 平成 29 年度 平成30年度 令和元年度 

学術研究に関する

もの 

16 22 23 28 

39,488 10,293 10,354 22,312 

特定募集寄附金：

外国人留学生奨学金 

15 10 17 16 

3,390 287 602 1,372 

特定募集寄附金：

一般寄附金等* 

90 219 426 341 

29,753 15,656 26,572 18,946 

合計 
受入件数 121  251  466  384  

受入金額 72,631  26,236  37,528  42,629  
[ 単位 上段（受入件数：件）、下段（受入金額：千円） ] 

*一般寄附金等の内訳： 

平成 28 年度 一般寄附金 29,600 千円、ILC 理解増進 153 千円 

平成 29 年度 一般寄附金 10,790 千円、ILC 理解増進 2,866 千円、50 周年記念事業 

推進 2,000 千円 

平成 30 年度 一般寄附金 8,174 千円、ILC 理解増進 1,605 千円、50 周年記念事業 

推進 15,560 千円、フォトンファクトリー先端化 1,233 千円 

令和元年度  一般寄附金 5,130 千円、ILC 理解増進 1,086 千円、50 周年記念事業 

推進 12,546 千円、フォトンファクトリー先端化 184 千円 

 

【59】 

○放射光施設利用による自己収入の獲得増を図るための検討を行った結果、 

従来の施設利用（一般利用、優先利用）に加えて、初めて施設を利用する企

業等に対して低い使用料金で利用できる「試行施設利用」、コンサルタント

や測定解析補助・指導を行う「利用支援」、企業から提供された試料を企業

に代わり測定・解析を行う「代行測定・解析」の３つの新たな利用形態を構

築し、平成 28 年 12 月より利用者向けに運用を開始した。 

また、平成 29 年度において、これらの新たな利用形態の積極的な情報発信

を行うことにより、利用者による本制度の定着が図られ、新たな利用形態に

限定すると運用開始直後にも関わらず、利用件数として前年度比約６倍の 19

件、金額として前年度比約 18 倍の 13,153 千円へと大幅に増加した。 

平成 30 年度においては、これまでの施設利用形態を引き続き実施すると

ともに、多様な放射光の新たな利用形態の更なる提供について検討し、平成

30 年９月に「二次元検出器による粉末試料 X線解析測定」及び「透過法によ

る XAFS 測定」の２メニューを代行測定のオプションに追加するとともに、平

成 30年度以降の新たな支援制度の拡大に向けて、クライオ電子顕微鏡や X線

CT 装置を使ったメニューを平成 31 年２月に制定し整備した。運転時間の減

少にも関わらず、利用件数として対前年度比約 1.5 倍の 78 件、金額として

対前年度比約 1.01 倍の 122,105 千円となった。 

            ［ 金額：単位（千円）］ 

区 分 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

件 金額 件 金額 件 金額 件 金額 

一般利用 39 108,051 30 101,156 39 101,166 37 91,541 

優先利用 4 6,275 4 6,502 10 10,483 7 10,886 

試行施設利用 1 151 3 705 7 1,184 15 6,385 

利用支援 0 0 9 5,060 11 2,190 15 2,300 

代行測定・ 

解析 
2 560 7 7,388 11 7,082 36 12,080 

 クライオ電子
顕微鏡利用       27 5,730 

合 計 46 115,037 53 120,811 78 122,105 110 123,192 

 

○平成 30 年度において、放射光施設利用に係る放射光の運転時間の確保と更

なる利用者の拡大に向けて、これまでの運営費交付金による加速器運転とは

別の形態での利用を実現する新たな仕組みとして、施設利用収入により加速

器の運転経費を確保して産業利用の促進を図るとともに、学術ユーザーも共

同利用実験ができる「PF 産業利用促進日」を試行的に実施した。この取組に

より、平成 30年６月 30日から７月６日までの６日間において、15件で 9,268

千円の施設利用収入を得て、運転経費を補填することができた。さらに、産

業利用以外のビームラインを用いて、 長で 144 時間のビームタイムを配分

することが可能となり、79 件の共同利用実験課題を実施することができた。 

 

【60】 

○TIA 中核機関が有する共用施設の利用促進等を目的に開発された「つくば共

用研究施設データベース」や先端研究基盤共用促進事業による Web サイト

「PHOTON BEAM PLATFORM」において放射光研究施設の情報や成果情報を提供

し、また、TIA シンポジウム、nano-tech 展に出展するなどして、KEK の研究

施設や研究成果等の積極的な情報発信により、受託研究 40 件（６億 4,321 万
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円）、共同研究 94 件（２億 4,629 万円）を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪経費の抑制に関する目標≫ 

 

【62】 

○大型加速器施設の運転計画は、役員をトップとした委員会等において、電気

料金の割高な夏季を運転期間から除く計画を策定し、夏季の運転停止による

削減に加えて、更に、加速器等実験施設の運転計画に基づき負荷を集約させ

ることにより、特高変圧器の一部停止により電気料金を削減した。 

○平成 30 年度においては、一般的な ESCO 事業を基本としつつ KEK 独自に考案 

した高エネ方式による ESCO 事業の契約を締結し、老朽化設備の更新に伴う省

エネ化の工事を平成 31 年１月に完了した。平成 31 年２月よりこの事業の運

用を開始したところ、開始２か月間で約 3,709 千円の電気料金を削減するこ

とができた。 

 

【63】 

○保守管理業務委託契約の複数年契約を継続するにあたって、包括契約による

集約化及び仕様の見直しを図ったことにより、平成 28 年度では 10 件（５億

2,352 万円）であった契約に対して平成 29 年度は２件（４億 4,460 万円）と

なり、対前年度比約１億 9,059 万円（21％）の経費を削減した。 

 

 

≪資産の運用管理の改善に関する目標≫ 

 

【64-2】 
○KEK 全体の保有資産情報を共有化し、リユースが可能な物品等については、
全職員に対しメールを配信することなどにより、資産のリユースを推進し、
平成 28 年度から 30 年度における KEK 内のリユース実績は、什器・部材等 152
点であった。 

○不用決定した物品等のうち、金属製品は鉄屑の発生材として、納入物品の梱 
包用ダンボール等の紙製品は古紙として売払い処分することにより、資源の

有効活用を図り、平成 28年度から 30 年度の実績として、鉄屑処分 1,654t／
収入１億 5,399 万円、古紙処分 104t／収入 216 万円であった。 

 
 

 【令和元事業年度】 
 
 
≪外部研究資金、寄附金その他自己収入の増加に関する目標≫ 
 
【58】 
○機構における寄附金募集活動において、世界に向けた幅広い活動のうち、研

究、教育、社会貢献活動に係る「一般寄附金」事業で獲得した寄附金を原資 
として、人材育成に資する事業として 20 回目を迎えたつくば市の「つくば
ちびっこ博士 2019」に参画し、KEK の研究室訪問や小学４年生から６年生を
対象とした科学実験体験等を行う KEK ちびっこ博士を実施した。また、当期
の寄附金の受入れは、件数として対前年度比約 0.82 倍の 384 件、金額とし
て対前年度比約 1.13 倍の 42,629 千円（対前年度 5,101 千円増）となった。 

 
【59】 
○令和元年度からの支援制度の拡大として受入れを開始したクライオ電子顕

微鏡利用は、１年間で 27 件で 5,730 千円の利用収入を得た。また、平成 30
年度に試行的に実施した「産業利用促進運転日」を、令和元年度にも引き続
き実施し、６月 24 日から７月１日までの７日間で、15 件で 6,662 千円の施
設利用を得て、運転経費に補填した。また、ビームタイムを 長で 168 時間
配分し、105 件の共同利用実験課題を実施できた。 

 
 
≪経費の抑制に関する目標≫ 

 

【62】 

○ESCO 事業においては、本事業開始当初、年間約２千万円の電気料金削減を見

込んでいたが、令和元年度の実績として、３千 460 万円の削減となった。そ

の理由として、機器の運転効率が見込みより高い効果を得られたことの証左

となった。 

 
 
≪資産の運用管理の改善に関する目標≫ 
 
【64-2】 
○KEK 全体の保有資産情報の共有と資産のリユースを引き続き推進した（KEK 

 受託研究費（千円） 共同研究費（千円） 

平成 28 年度 48 件 1,338,116 80 件 221,502 

平成 29 年度 46 件 945,029 88 件 268,176 

平成 30 年度 46 件 699,860 99 件 291,738 

令和元年度 40 件 643,214 94 件 246,290 
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内リユース実績：什器・部材等 52 点）。 
 また、不用決定した物品等を売払い処分することによる資源の有効活用につ

いても引き続き実施した。各年度の状況は以下のとおりである。 
さらに、令和元年度においては物品の払い下げ希望に対する有償譲渡も行っ
た（２点／250 千円）。 

 区 分 
鉄屑処分 古紙処分 

処分量（t） 収入（万円） 処分量（t） 収入（万円） 

平成 28 年度 871 4,815 37 78 

平成 29 年度 448 7,925 36 77 

平成 30 年度 335 2,659 31 61 

令和元年度 467 6,115 32 34 

 

 

２．共通の観点に係る取組状況 

 

≪２．財務内容の改善≫ 

 

○年度当初の年間資金繰計画の策定及び同計画について四半期毎に運用

金額と運用期間を見直し、運用期間が１か月に満たない超短期運用等も

積極的に行い、信用リスク等の安全性に配慮した預金による資金運用を

行った。【61】 

 

○寄附金の受入体制の見直しにより、機構として募集する「特定募集寄附  

金」を平成 28 年度に制度化し、令和元年度までの間に５つの「特定募集

寄附金」を立ち上げ、募集活動を強化して行った。【58】 

 

○放射光施設利用による施設利用収入の新たな利用形態の構築や支援制

度の拡大などを講じ、自己収入の獲得に向けて種々の取組を行った。そ

の中でも、放射光の運転時間の確保を利用者の拡大に向けて、平成 30 年

度より「PF産業利用促進日」を実施し、この取組により利用者の拡大と

運転経費の節減が可能となった。【59】 

 

○KEK における財務状況の分析として、財政面から KEK の活動をより分か 

り易く解説した「財務諸表の解説」を毎年作成し、機構のウェブサイト

で公開するとともに、経営協議会において配布することで情報共有に役

立てている。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3)  自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

① 評価の充実に関する目標 

 

中

期

目

標  

研究、共同利用等の効率的な推進及び質の向上に資するため、自己評価を行うとともに、大型プロジェクトや共同利用の実施体制を含め、外部委員によ

る評価（外部評価）を実施する。評価結果は、公表するとともに KEK の運営に反映させる。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【65】 
各研究所等の組織毎に、自己

評価を毎年度実施して以後の
活動に生かすとともに、KEK に
設置する関連研究分野の外部
の研究者を含む自己評価委員
会により、KEK として各組織の
自己評価結果を把握し、それら
を KEK の運営に反映させる。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○研究所等の組織毎に、自己評価を毎年度実施し、
KEK に設置する関連研究分野の外部の研究者を含
む自己評価委員会により、KEK として各組織の自
己評価結果を把握し、それらを KEK の運営に反映
させている。 

 

○研究所等の組織毎
に、自己評価を毎年
度実施するととも
に、KEK に設置する関
連研究分野の外部の
研究者を含む自己評
価委員会により、KEK
として各組織の自己
評価結果を把握し、
それらを KEK の運営
に反映させる。 

【65-1】 
素粒子原子核研究所、物質構造科学研

究所、加速器研究施設、共通基盤研究施
設、研究支援戦略推進部、社会連携部、
管理局の組織毎に、活動内容に関する自
己評価を行う。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○組織毎にそれぞれの自己評価体制の下で、前年度
における活動状況等の自己点検を実施し、次年度
計画や実績報告の策定に役立てた。 

【65-2】 

関連研究分野の外部委員を含めた自己

評価委員会において、各組織毎の自己評

価を踏まえ、機構全体としての自己点検・

評価を行い、KEK の運営に反映させる。 

Ⅲ 

○研究所・研究施設の運営会議から選出された関連
研究分野の研究者である外部委員を含む自己評
価委員会において、各研究所及び研究施設の自己
点検を踏まえ、KEK 全体の活動について自己評価
を実施した。 

○自己評価の実施にあたっては、各研究所、研究施
設及び管理局から活動実績を報告し、その結果を
業務実績に反映した。 

○平成 30 年度の業務実績に対する評価結果は KEK
のウェブサイトで公表するとともに、KEK 内の各
種会議において報告することで情報共有を図り、
の機構運営への課題や取組等の検討に役立てた。 
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【66】 
大型プロジェクトや各共同

利用実験の実施体制を含めた
国内外の研究者による外部評
価を年１回程度実施し、実施し
た外部評価の結果は、ホームペ
ージ等に公表する。 
更に KEK ロードマップについ

て、５年毎に見直しを行い国際
諮問委員会による評価を受け
る。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○B ファクトリー実験などの KEK における大型プロ
ジェクト等について、一定期間毎（年１回程度）
に外部評価を実施し、評価結果はウェブサイト等
で公表した。 

○J-PARC では、国内外の研究者等を委員とする国際
アドバイザリー委員会（IAC）を毎年開催し、各デ
ィビジョンにおける計画及び施設の運営等に関
して、専門部会の答申等を踏まえた外部評価を実
施した。また、各会の評価結果はウェブサイト等
で公表した。 

○毎年 IAC 開催の直近に、専門部会（中性子アドバ
イザリー委員会、加速器テクニカルアドバイザリ
ー委員会、ミュオンアドバイザリー委員会）を開
催し、IAC の外部評価に資する答申を行った。 

 

○KEK における大型プ
ロジェクト等につい
て、外部委員による
外部評価を引き続き
実施する。実施した
外部評価の結果は、
ウェブサイト等で公
表する。 

【66-1】 

B ファクトリー実験では、Bファクトリ

ー加速器レビュー委員会及び Bファクト

リー実験専門評価委員会、放射光を用い

た実験では、放射光科学研究施設諮問委

員会及び放射光科学研究施設マシンアド

バイザリー委員会をそれぞれ開催し、外

部委員による外部評価を実施する。なお、

実施した外部評価の結果は、ホームペー

ジ等に公表する。 

 

Ⅲ 
 

（令和元事業年度の実施状況） 

○KEK における大型プロジェクト等の外部評価を一
定期間毎に実施し、以下の委員会による外部評価
を実施した。また、実施した外部評価の結果はウ
ェブサイトで公表した。 
・Bファクトリー加速器レビュー委員会において、
SuperKEKB 加速器に関する評価を行った（7/8～
10）。 

・Bファクトリー実験専門評価委員会において、B
ファクトリー計画における BelleⅡ実験の測定
器改造計画についての評価を行った（6/23～25、
10/27～28、2/10～12）。 

 

【66-2】 

J-PARC では、国際アドバイザリー委員

会（IAC）を開催し、加速器、物質・生命

科学、素粒子原子核等の各ディビジョン

における計画及び施設の運営、利用並び

に施設整備等に関する外部評価を実施す

る。なお、実施した外部評価の結果は、

ホームページ等に公表する。 

 

Ⅲ 

【66-2】 
○J-PARC の各ディビジョンにおける計画及び施設
の運営、利用並びに整備等に関する外部評価に資
する答申等を行うため、専門部会である中性子ア
ドバイザリー委員会（2/17～18）、加速器テクニ
カルアドバイザリー委員会（2/24～26）、ミュオ
ンアドバイザリー委員会（2/25～26）を開催した。 
（2/27～28 に開催を予定していた IAC は、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止のため、令和元年度
の開催は中止した。） 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3)  自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 

中

期

目

標 

KEK が公的資金により運営されていることをあらためて認識し、社会への説明責任を果たすことによって、国民の理解及び信頼の向上を図るため、研究

活動・研究成果等の情報の積極的な発信を行う。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【67】 
KEK の活動に関する社会への

説明責任を果たし、国民の理解
及び信頼の向上を図るため、広
報体制を強化し、研究の成果及
び社会や大学等への貢献の状
況、利用制度など KEK の活動に
関する情報をホームページな
どにより、国民に分かり易く、
かつ積極的に発信する。 
また、一般公開や公開講座な

ど一般向けの講演会等を通し
て、情報発信を行うとともに、
市民との意見交換を進める。 

 

Ⅳ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○KEK チャンネル（Youtube)や SNS を活用し、研
究活動に関して分かりやすい動画配信を積極的
に行い、これまでにない取組として、動画サービ
ス「niconico」とのコラボレーション企画で 
BelleⅡ測定器「ロールイン作業」の全工程、
SuperKEKB の電子と陽電子の初衝突まで生中継し
た。また、世界の高エネルギー加速器研究機関の
広報担当者で構成される INTERACTIONS.ORG にお
いて「Dark MatterDay Live」と称してダークマタ
ー（暗黒物質）をテーマとしたイベントを
Facebook LIVE を利用した各国リレー方式により
全世界に向けて生中継した。  

○一般公開や公開講座等の一般向け講演会に加え、
つくばエクスプレス（TX）つくば駅前の交流施設
において、情報発信と市民との意見交換を行うた
め、金曜日（19 時～20 時）に実施しているサイ
エンスカフェを継続し、その功績により広報室員
が「つくば科学教育マイスター」に認定された時
（平成 29 年度）や、100 回目のサイエンスカフェ
開催時（平成 30 年度）には、大きく新聞に取り上
げられた。 

○連携協定を締結している多摩六都科学館とサイ
エンスカフェ、科学教室を始めとする科学館、自
治体との連携の下で各種イベントに積極的に参
加し、研究活動・研究成果を広く発信した。 

○J-PARC の活動に関する情報をウェブサイトや季

○ KEK チ ャ ン ネ ル
（Youtube)や SNS 等
を活用し、研究活動
に関して分かりやす
い動画配信を積極的
に行う。  

○サイエンスカフェや
科学教室をはじめと
する科学館、自治体
との連携の下で各種
イベントに積極的に
参加し、研究活動や
研究成果を広く発信
する。 
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刊誌・年報といった出版物を通して、広く国内外
に分かりやすく、且つ積極的に発信を行ってき
た。 

○毎年夏季に施設公開を実施し、また、毎月１回東
海駅前の東海村産業・情報プラザ（アイヴィル）
にて J-PARC ハローサイエンスを開催することを
通して情報発信を行うとともに、一般の方々との
交流の場として継続して行った。また、科学館等
におけるサイエンスカフェや実習イベント等科
学教室に講師を派遣することを通して J-PARC の
活動の積極的紹介・発信を進めた。 

 

【67-1】 
ホームページや出版物により、研究成

果等を積極的に発信する。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○KEK 要覧のデザインを一新し、より分かり易い内
容と構成として、KEK で行う研究活動の意義等を
分かり易く記載し配布した。また、主にウェブサ
イトを介して、各研究所等との協力で研究成果等
を積極的に発信し、プレスリリース等の記事が自
動的に Twitter に掲載されるようにした。（ハイ
ライト１件、プレスリリース 26 件（この内メデ
ィア掲載 42 件）、トピックス 121 件、エッセイ
20 件、SNS フォロワー数 16,700） 

○J-PARC が関わったプレスリリースについて、ウェ
ブサイトから発信を行った。また、J-PARC の重要
なトピックスについて、季刊誌を通して発信を行
った。 

【67-2】 
YouTube（KEK チャンネル）や SNS を活

用し、分かり易い動画配信を積極的に行
う。 

Ⅳ 

○YouTube（KEK チャンネル）や SNS を活用し、分か
り易い動画配信を積極的に行った。特に一般公開
時におけるサイエンスカフェ、講演会のライブ配
信を実施すると共に、物理学教育用コンピュータ
ーグラフィックス（CG）アニメ「Quantum Kate」
の吹替版を制作・配信した（アクセス数 2,485,839
件、Tw/FB フォロワー数 16,700 件、YouTube 登録
者数 1,726 件）。 
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【67-3】 

一般公開や公開講座等の一般向け講演

会に加え、定期的にサイエンスカフェを

実施して情報発信を行うとともに、市民

との意見交換を行う。 

Ⅳ 

○一般公開や公開講座等の一般向け講演会に加え、
BiVi つくばにてほぼ毎週金曜日にサイエンスカ
フェを実施し、情報発信を行うとともに市民との
意見交換を行い、年間 26 回平均 26 名の参加があ
った。（累計 666 名） 

○J-PARC の研究活動をより広く社会に伝え、科学一
般への理解を広めるため、夏季に施設公開（8/25）
を実施した。 

○毎月１回、東海駅前の東海村産業・情報プラザ（ア
イヴィル）にて、J-PARC ハローサイエンスを開催
し、一般の方々向けに研究成果や科学等の話題を
楽しんで語り合える交流の場を提供した。また、
J-PARC Symposium 2019（9/23～26）の開催に合わ
せて市民公開講座を開催し、一般の方々向けに
先端研究の紹介を行った。 

【67-4】 

科学館などと協力してサイエンスカフ

ェや実習イベントなどを行い、KEK の活

動を積極的に配信する。 
Ⅲ 

○連携協定を締結している多摩六都科学館でのサ
イエンスカフェや科学教室を計５回実施した。
（累計 732 名） 

○科学館等と協力してサイエンスカフェや実習イ
ベントを行い、J-PARC の活動を積極的に発信し
た。 

【68】 
KEK の果たす役割に関して、

大学及び社会からの理解が得
られるよう、KEK による共同利
用が果たしている大学等の教
育・研究への貢献を取りまとめ
情報発信する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○KEK のウェブサイトを通して共同利用実験等で得
られた研究成果を積極的に発信した。また、ウェ
ブサイトに限らず SNS においても発信している。 

○大学等への貢献の可視化について、KEK 内の研究
所・研究施設間の組織を超えたデータの均一化の
検討を継続した。 

○KEK のウェブサイト、
SNS を通して共同利
用実験等で得られた
研究成果を発信す
る。 

○共同利用が果たして
いる大学等の貢献を
蓄積し、引き続き、可
視化の検討を行う。 

【68】 

共同利用実験の実施により得られた研

究成果や共同利用が果たしている大学等

の教育・研究への貢献等について、KEK ホ

ームページ等を通じて、情報発信を行う。

また、貢献度を可視化するためのデータ

を整理し、公表する。 

Ⅲ 

○共同利用実験の実施により得られた研究成果等
は、際立った成果をウェブサイトに記載する、あ
るいはプレスリリースなどにより、情報発信を行
った（プレスリリース 26 件、SNS フォロワー数
16,700）。また、貢献度の可視化については、整
理できたデータからKEKのウェブサイトにて公表
した。 
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１．特記事項 

 

 【平成 28～30 事業年度】 

 

≪評価の充実に関する目標≫ 

 

【66-1】 

○KEK における大型プロジェクト等については、Bファクトリー実験では、Bフ

ァクトリー加速器レビュー委員会及び Bファクトリー実験専門評価委員会、

放射光を用いた実験では、放射光実験施設諮問委員会及び放射光実験施設マ

シンアドバイザリー委員会を設置し、一定期間毎に機構外の専門家による外

部評価を実施している。 

○特に、平成 28 年度において、Bファクトリー計画における SuperKEKB 加速器   

に関しての評価を行う「Bファクトリー加速器レビュー委員会」と BelleⅡ実

験の測定器の改造計画に関する「B ファクトリー実験専門評価委員会」の開

催のほか、BelleⅡ実験開始に向けて、その必要性が強く認識された 

Computing／Software とデータ収集について、一部の評価委員及び数名の外

部専門家を招き、６月と 10 月に特別専門委員会を開催した。Computing／

Software に関しては、個々のソフトウェア要素の開発は進んでいるが、全体

を統合するコーディネーションの強化が必要であること。また、データ収集

に関しては、今後、実際の実験と同様な環境下でのストレステストを進める

べきで、宇宙線ランがその良い機会であることなどの重要な提言を受け、ソ

フトウェアやデータ収集システムの改善を図ったことで、測定器の開発に大

きな進展が得られた。 

 

【66-2】 

○J-PARC では、国際アドバイザリー委員会（IAC）を開催し、加速器、物質・

生命科学、素粒子原子核等の各ディビジョンにおける計画及び施設の運営、

利用並びに整備等に関して、専門部会（中性子アドバイザリー委員会、ミュ

オンアドバイザリー委員会、加速器テクニカルアドバイザリー委員会）での

答申等を踏まえた外部評価を実施した。 

 

【66-3】 

○KEK における研究プロジェクトの推進、その他研究に関する重要事項につい

て、協議及び調整を図るため設置されている研究推進会議において、次期ロ

ードマップ（2019～2023）について、平成 29 年度に議論した結果、第四期中

期目標、中期計画の策定時期に合わせ、研究戦略の再検討を行うことが妥当

と判断された。このため、一からの策定は行わず、現行の KEK ロードマップ

2013 をアップデートすることとし、案（和文・英文）を作成した上で広くコ

ミュニティの意見を募った。 

  また、KEK ロードマップの評価については、これまでその都度、外部委員

を選定して国際諮問委員会を設置して行ってきたが、KEK における研究活動

や研究計画全般について、機構長の諮問に応じて、幅広い学問分野の観点か

ら審議、提言を受けるために、平成 30 年度より国内外の大学や研究機関の

研究者をメンバーとする常設の国際諮問委員会を設置し、包括的かつ継続的

な審議が行える体制を整えた。平成 31 年３月に第１回 KEK Scientific 

Advisory Committee 会合として開催し、KEK ロードマップ 2013 アップデー

ト案について評価を受け承認された。 

 

 

≪情報公開や情報発信等の推進に関する目標≫ 

 

【67-2】 

○平成 29 年度において、YouTube（KEK チャンネル）や SNS を活用し、研究活

動に関して分かり易い動画配信を積極的に行い、これまでにない取組とし

て、B ファクトリー国際プロジェクトの理解増進に向けて、素粒子原子核研

究所と広報室が連携し、動画配信サービス「niconico」の協力を得て、実験

のマイルストーンである「ロールイン作業」の全工程を８時間に及ぶ実況生

中継にて配信を行った。放送終了時点までに 36,033 名の視聴と 13,470 件の

コメントがあり、広く関心と興味を惹きつけることができた。 

また、この配信でクラウドファンディングの話題にも触れたことから、平

成 29 年８月に開催した高校生向け素粒子物理スクール BellePlus（ベル・プ

リュス）の運営資金をクラウドファンディングによって支援を募り、当初目

標額（80 万円）の２倍を超える 197 万円（達成率：246％、支援者：226 名）

を受けることができた。 

○平成 30 年度においては、平成 29 年度にトライアルで行った「ロ－ルイン作

業」の動画配信が、予想以上の反響を得られたことにより、平成 30 年４月に

本格稼働を開始したSuperKEKBの電子と陽電子の初衝突までを約１週間にわ

たり生放送した。（視聴者数 466,217 名、コメント数 129,532 件）（第１弾

との比較 視聴：36,033 名→466,217 名（約 13 倍）、コメント数：13,470 件

→129,532 件（約 10 倍）。併せて、外部からの WEB アクセス数は、それまで

１万件前後だったのに対して、４月 26 日に初衝突が観測された際のアクセ

ス数は 2.7 万件とそれまでの倍以上となった。 

また、世界の高エネルギー加速器研究機関の広報担当者で構成される

INTERACTIONS.ORG（https://www.interactions.org/）において「Dark Matter 

Day Live」と称してダークマター（暗黒物質）をテーマとしたイベントを配

（３）自己点検・評価及び情報提供に関する特記事項等 
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信した。Facebook LIVE を利用した各国リレー方式により全世界に向けて生

中継した（視聴者数 173,337 名 ※配信国全体での統計）。 

 

【67-3】 

○KEK の研究活動をより広く社会に伝え、科学の一般への理解を広めるため、

一般公開や公開講座等の一般向け講演会を企画・実施した。 

  各年度の来場者数は以下のとおりである。 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

一般公開 

（４月） 
548 722 554 410 

一般公開 

（９月） 
3,806 3,858 3,585 4,233 

公開講座 

（年２回） 
293 359 245 253 

J-PARC 

施設公開 
1,560 1,506 1,476 1,559 

○TX つくば駅前の交流施設（BiVi つくば）において、情報発信を行うとともに

市民との意見交換を目的とした、一般市民向けのサイエンスカフェを平成 28

年度より引き続き実施しており、令和元年度までに計 131 回開催し 3,534 名

（１回につき平均 26 名）の参加が得られた。平成 29 年度には、継続して定

期的に開催していることがつくば市に認められ、科学教育活動に精力的に取

り組んでいる者として、広報室員（１名）が「つくば科学教育マイスター」

に認定された。このことは、新聞の一般紙にも大きく取り上げられ、この活

動を広く情報発信することに繋がった。さらに、平成 30 年５月 25 日には 100

回目のサイエンスカフェ開催となり、再び、新聞の一般紙に取り上げられた。 

 

【67-4】 

○平成 30 年４月から SuperKEKB 加速器が本格稼働することに先駆けて、文部

科学省エントランスにて「SuperKEKB 加速器の衝突実験いよいよ開始～新し

い物理学に向けた挑戦」をテーマとする企画展示（平成 30 年１月４日～２月

９日）を行った。計画の概要、意義などを紹介するパネル、加速器のビーム

パイプや「BelleⅡ測定器」の模型、現場の映像や紹介ビデオ、衝突のイメー

ジを視覚的に再現した CG など、実験を身近に感じられる迫力のある展示に

より、ユーザーとなる研究機関のみならず、国内の大学や研究機関などに向

けて、KEK の研究活動を効果的に発信できた。また、この展示に関連した特

別企画講演会「新生 SuperKEKB 加速器 いよいよ衝突実験」を同年１月 30 日

に行い、約 30 名が参加した。 

【令和元事業年度】 

 

≪評価の充実に関する目標≫ 

 

【66-1】 
○KEK における大型プロジェクト等の外部評価を以下の委員会により実施し
た。 
・SuperKEKB 加速器に関しての評価を行うため、Bファクトリー加速器レビュ
ー委員会を実施した（7/8～10）。同委員会において、いくつかのハードウ
ェアの問題（ビームコリメータの損傷・高いバックグランドなど）やマン
パワーの減少への懸念が示されたが、ルミノシティーを決めるキーパラメ
ータ（縦方向のベーター関数）の値が、世界 小記録を短期間で達成した
ことは評価に値するとされた。また、新しい光学系（Crab-Waist）を開発
すべきであるなどの貴重な助言を受けた。上記評価を受け、保守期間にハ
ードウェアの問題への対策を行った。また、新しい光学系の設計及びそれ
に対応するための機器の変更を行い、ビーム運転においてルミノシティー
の向上を目指している。 

・B ファクトリー計画における BelleⅡ実験の測定器の改造計画のために B
ファクトリー実験専門評価委員会で評価を実施した（6/23～25、10/27～28、
2/10～12）。Belle 実験のデータ解析を継続して進めていることが評価され
た。BelleⅡ実験の進渉状況については、各回において全体的に良い評価を
得た。加速器からのバックグラウンドが検出器に及ぼす悪影響について指
摘があり、速いビームアボート機構や電源遮断機構の設置を行う改良を行
った。またデータ収集のロスの原因の分析と監視の強化についての提言を
受け、新しい可視化ツールの導入、監視体制の定常化を実現した。運転時間
や人員配置についても提言を考慮し見直しを行った。 

 

 

≪情報公開や情報発信等の推進に関する目標≫ 

 

【67-2】 

○特に、令和元年度においては、初めての取組として、全国の大学・研究機関

の有志による広報担当者で構成される「科学技術広報研究会（JACST）」の中

心メンバーである KEK 広報室員が協力し、新型コロナウイルス感染症対策で

臨時休校となった子供向けに、科学技術のデジタルコンテンツを特別企画と

したウェブサイト「休校中のこどもたちにぜひ見てほしい！ 科学技術の面白

デジタルコンテンツ」を１日で立ち上げた。KEK からも「Quatntum Kate」「カ

ソクキッズ」等のコンテンツ、ライブ配信による特別授業「素粒子入門講座」

「ニュートリノ入門講座」を実施し、令和２年２月 29 日～３月 31 日までの
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期間においてメディア掲載等 21 件、アクセス数 829,655 件という大きな反響

を得た。また、これらの活動の成果として、前年度に比べ KEK における

Twitter、FaceBook のフォロワー数が 1,562 件増加、Youtube 内の KEK Channel

登録者数が 936 件に増加した。 

○つくば国際会議場が主催する中高生向け「サイエンスキャスティング」に参

加した高校生６名を受け入れた。また、つくば市が実施している新型コロナ

ウイルス感染症対策による臨時休校への対応企画である「つくばこどもクエ

スチョンオンライン ～つくばの研究者と自由研究してみませんか？～」のプ

ログラムの一つとして「KEK サイエンスカフェ」の模様をライブ配信するとと

もに、子供たちからの質問に答える「研究者セッション」に広報室員が研究

者の一人として参加した。 
 
【67-3】 
○KEK の研究活動をより広く社会に伝え、科学の一般への理解を広めるため、 
以下のイベント等を企画・実施した。また、BiVi つくばにてサイエンスカフ
ェを実施し、情報発信を行うとともに市民との意見交換を行い、年間 26 回
平均 26 名の参加があった。（累計 666 名） 
 ・一般公開を２回開催（4/20：410 名、9/1：4,233 名）  
・公開講座を２回開催（6/29：131 名、12/7：122 名） 
・J-PARC 施設公開を開催（8/20：1,559 名） 

○つくば市との広報体制の連携を活かして、つくば市が実施している新型コロ
ナウイルス感染症対策による臨時休校への対応企画である「つくばこどもク
エスチョンオンライン ～つくばの研究者と自由研究してみませんか？～」
のプログラムの一つとして「KEK サイエンスカフェ」の模様をライブ配信す
るとともに、子供たちからの質問に答える「研究者セッション」に広報室員
が研究者の一人として参加した。（【67-2】再掲） 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する目標 

① 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

中

期

目

標 

既存施設設備の有効利用、施設の計画的な維持管理の着実な実施、施設の計画的・重点的な整備等施施設マネジメントを一層推進する。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【69】 
計画的な維持管理のため、施

設の維持管理計画を毎年度作
成し、着実に実施するととも
に、平成 28 年度中に施設整備
計画を策定し、計画的・重点的
な施設整備に取り組む。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○平成 28 年度に、今後の計画的な施設整備のため、
研究の方向性を踏まえた中長期的視点に基づく
キャンパスマスタープラン 2016 及び今後５年間
に重点的に整備すべき施設整備計画を策定した。 

○施設・設備の設置後経過年数、保守履歴及び現地
での施設・設備の劣化状況確認等の調査に基づ
き、重点的に投資すべき施設を明確にした維持管
理計画を策定し、同計画に基づいて維持管理を実
施した。 

○施設の維持管理計画の遂行にあたって、平成29年
度に ESCO 事業の基本協定を締結し、年次で計画
的に進めていた老朽設備の更新を、一般的な ESCO 
事業を基本としたKEK独自考案の高エネ方式によ
る ESCO 事業として、平成 30 年度から運用を開始
した。 

○この ESCO 事業は、基本となる対象設備により節
減できた光熱水費を事業内でほかの設備の更新
に再投資を行うため、新たな財源の確保が不要と
なること、民間事業者の創意工夫を促すためによ
り多くの老朽設備更新と省エネ化の規模が大き
いほど提案者の評価点が高くなる方式にしたこ
とによって、当初予定の維持管理計画による事業
規模（約 449 百万円）の約２倍の事業規模（約 870 
百万円）に拡大し、インフラ長寿命化計画を飛躍
的に進めた。 

○インフラ長寿命化計
画（個別施設計画）の
施設整備スケジュー
ル等に基づき、重点
的に投資すべき施設
を明確にし、た、維持
管理計画を策定し、
同計画に基づいて施
設整備維持管理を実
施する。 

○インフラ長寿命化計
画（個別施設計画）
は、毎年度施設や設
備の状況を確認し、
適宜見直しを図るこ
とで維持管理計画に
反映する。またキャ
ンパスマスタープラ
ンにおいても、個別
施設計画を踏まえた
見直しを適宜行う。 
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【69】 
施設・設備の設置後経過年数、保守履

歴及び現地での施設・設備の劣化状況確
認等の調査に基づき、重点的に投資すべ
き施設を明確にした平成 31 年度の維持
管理計画を策定し、同計画に基づいて維
持管理を実施する。 
 Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○施設・設備の設置後経過年数、保守履歴及び現地
での施設・設備の劣化状況確認等の調査に基づ
き、重点的に投資すべき施設を明確にした令和元
年度の維持管理計画を策定し、同計画に基づいて
維持管理を実施した。 

○KEK が管理する施設の計画的な維持管理を着実に
推進し、中期的な取組の方向性を明らかにした
「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」を、
令和２年度の策定期限より１年前倒しで作成し
たことにより、令和２年度から施設の安全性の確
保、トータルコストの縮減及び予算の平準化を目
的とした、適切なメンテナンスサイクルの構築及
び適切な維持管理を図ることに繋がった。 

 
【70】 

土地建物及び既存施設を有
効活用するため、整備や利活用
状況の調査点検を毎年度実施
し、有効活用計画を策定した上
で、ニーズに応じた配分等スペ
ースの利活用を進める。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○施設の有効活用を目的に、毎年度計画的に施設の
利用状況の点検調査を実施した。調査結果を報告
書としてとりまとめ KEK 内に公表し、スペース利
用の啓蒙と有効活用を推進した。また、既存の「研
究系職員の居室等の利用に関する基本方針」を見
直し、平成 30 年５月に「スペースの有効活用に
関する規程」及び「機構長裁量スペースの運用に
関する規則」の制定により、スペースマネジメン
トの更なる展開と保有するスペースの利活用を
促進した。 

○KEK の施設整備計画
等について審議する
施設マネジメント推
進委員会の下に置い
た施設点検・評価専
門部会において、施
設の利用状況調査を
実施する。また、利用
状況調査を踏まえた
改善方針の策定等を
通じて引き続きスペ
ースの有効活用を進
める。 

【70】 

KEK の施設整備計画等について審議す

る施設マネジメント推進委員会の下に置

いた施設点検・評価専門部会において、

施設の利用状況調査を実施する。また、

平成 30 年度に実施した利用状況調査の

結果などを参考としながら、スペースの

利活用を引き続き進める。 

 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○施設の有効活用を目的に、主として各研究所・施
設等における研究系職員の居室スペースについ
て利用状況調査を実施した。書面による一次調査
の結果を踏まえ二次調査の対象を選定し、現地調
査によって居室等の利用状況を把握した結果を
報告書としてまとめ、スペース利用の啓蒙と利用
状況の改善等に努めた。 

○保有するスペースの有効活用等の取組を一層推
進するために、平成 30 年度に制定した規定（「ス
ペースの有効活用に関する規程」及び「機構長裁
量スペースの運用に関する規則」）の一部改正に
より、スペースの管理体制や調査、点検結果等に
基づく措置等の明文化などを行うとともに、当該
規定の下に「スペースの有効活用に関する点検・
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評価実施要項」及び「機構長裁量スペースの運用
及びスペースチャージの徴収要項」を制定し、令
和２年４月１日から施行することを決定した。 

【71】 
地球環境保全や地球温暖化

対策の理念に基づき、高効率機
器への更新など省エネルギー
や温室効果ガスの排出量の削
減を意識した施設運営を行う。 
 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○地球温暖化対策の一環として、KEK 職員に対して
環境負荷低減に効果が期待される工事（エコアイ
デア）を公募する等の工夫を取り入れ、高効率機
器の導入を積極的に行った。（平成 28 年度 58,125
千円、平成 29 年度 92,513 千円、平成 30 年度
131,038 千円） 

○省エネパトロールの実施や主な建物の毎月の使
用電力量の掲示についても継続して行った。 

○地球温暖化対策の一
環として、KEK 職員に
対して環境負荷低減
に効果が期待される
工事（エコアイデア）
を公募する等の工夫
を取り入れ、高効率
機器の導入を推進す
る。また省エネパト
ロールや、毎月の主
な使用電力量掲示を
引き続き実施する。 

【71】 

地球温暖化対策・省エネアクションプ

ランを推進するため、高効率機器への更

新などを行う。また、職員の省エネルギ

ー意識の向上を目的とした省エネパトロ

ールを実施するとともに、主な建物に当

該建物における月毎の使用電力量の掲示

等を行う。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○地球温暖化対策の一環として、KEK 職員に対して
環境負荷低減に効果が期待される工事（エコアイ
デア）を公募する等の工夫を取り入れ、高効率機
器の導入を積極的に行った（令和元年度 134,845
千円実績）。 

○省エネパトロールの実施や主な建物の毎月の使
用電力量の掲示についても継続して行った。 
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中

期

目

標 

KEK における事故及び災害等の発生を未然に防止し、業務を安全かつ円滑に遂行できるよう安全管理体制及び情報セキュリティ管理体制を維持・強化し、

KEK において安全文化を共有させ醸成させる。 

職員並びに共同利用者等に対する衛生管理体制を強化し、健全で快適な研究環境を維持整備する。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【72】 
過去の放射性物質の漏えい

事案等を踏まえ策定した安全
対策を着実に実行するととも
に、事故等を未然に防止するた
め、広く安全管理体制の強化を
図る。また、インシデント事象
情報の共有や、KEK の行事とし
て安全週間等を年１回以上実
施することにより、役職員の意
識向上を通じた安全文化の醸
成に取り組む。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○危険予知の意識を高めるために、ヒヤリハット投
書箱を設置してのヒヤリハット事象や事故事象
等を収集し、安全委員会への報告や KEK のウェブ
サイトに掲載した。また、年１回、安全衛生週間
を実施し、数々のイベントを通して安全衛生文化
の醸成に取り組んだ。  

○東海キャンパスにおいて、J-PARC として年に１
回、加速器施設安全シンポジウムを実施し、国内
外の加速器施設における安全管理に関する経験
や課題について情報を交換して、安全管理の強化
に資している。 

○ヒヤリハット事象や
事故事象等を共有
し、危険予知の意識
を高めるために、ヒ
ヤリハット投書箱の
活用や職員向けウェ
ブサイトによる周知
等の充実を図る。ま
た、安全衛生週間等
を年１回以上開催
し、安全衛生に関わ
るイベントを充実す
ることにより、安全
意識の更なる深化を
図り、安全文化の醸
成に一層取り組む。 

○安全文化醸成研修
会、安全衛生週間等
を年１回以上開催
し、安全衛生に関わ
るイベントを充実す
ることにより、安全
意識の更なる深化を
図り、安全文化の醸
成に一層取り組む。 

【72-1】 
KEK の安全方針及び安全目標に基づ

き、ヒヤリハット事象、事故事象等を共
有し危険予知の意識を高める。また、安
全教育の充実等を通して安全対策の取組
を推進するとともに、安全週間等を年１
回以上実施することにより、職員のみな
らず、共同利用研究者、外来業者等を含
めた安全意識の更なる深化を図り、引き
続き、安全文化の醸成に取り組む。 
 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○つくばキャンパスにおいて、構内 23 か所に設置
した「ヒヤリハット投書箱」を含め、職員や共同
利用研究者などからの情報提供による危険事例
の収集を行った。 

○作業上のケガや構内での交通事故等の危険事象
やヒヤリハット情報について、類似の再発防止に
役立てられるよう、安全委員会委員に逐次速やか
に展開するとともに、KEK の職員向けウェブサイ
トに発生した事象を掲載した。 

○安全衛生文化の醸成の取組の一環として、「安全・
衛生週間」を実施（11/25～29）し、外部講師によ
る特別講演の開催や、機構長、理事、所長・施設
長との安全に関する意見交換、チェーンブロック

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する目標 

② 安全管理に関する目標 
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取扱い、フォークリフト操作の実技訓練等のイベ
ントを集中的に開催するとともに、KEK の安全と
環境安全への取組及び保健衛生に関するポスタ
ー展示、一般的な安全に関する動画上映等を行っ
た。 

 

【72-2】 

安全委員会や衛生委員会の活動等を通

じ、安全、健康に配慮した研究環境を維

持する。 

Ⅲ 

○安全委員会（２回）及び衛生委員会（原則月１回）
開催し、各種安全や衛生に関する議論を行った。 

○職場の整理・整頓作業を通じて職員の安全・衛生
意識の向上をはかるとともに、職場環境を改善し
事故及び怪我を防止することを目的に、12 月１日
～28 日を、KEK としての「クリーンアップ月間」
と設定し、組織的に「整理・整頓」を実施した。
また、つくばキャンパス及び東海キャンパスそれ
ぞれにおいて「職員有志によるキャンパスゴミ拾
い」を実施した（参加者数：つくば 45名、東海 29
名）。 

 
【73】 

更に、安全や労働衛生に関し
て法令遵守が徹底される体制
の強化に取り組むとともに、職
員の健康の保持・増進のための
講習会や職員等の防災及び火
災予防への意識の高揚を図る
ため防災・防火訓練等をつく
ば・東海キャンパス毎に年２回
以上に行う。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○防災業務計画に基づき、毎年度、事故や災害が発
生した場合における対策の迅速かつ適切な対処
を図るために、防災・防火訓練や、緊急事態等対
応訓練を実施した。また、研究所・施設等におけ
る防火訓練等も実施し、両キャンパスにおいて毎
年度２回以上の訓練を実施した。また、両キャン
パスにて、各年度、産業医や警察署員等による安
全衛生講習会等を開催した。 

 

○職員や共同利用研究
者等の安全衛生確
保、防災及び火災予
防への意識の高揚を
図るために、BCP 及び
防災計画を踏まえて
の、防災・防火訓練を
つくば・東海キャン
パス毎に年２回以上
実施するほか、両キ
ャンパスで産業医等
による安全衛生講習
会等を開催する。 

 

【73】 

職員や共同利用研究者等の安全衛生確

保、防災及び火災予防への意識の高揚を

図るため、BCP 及び防災計画を踏まえて、

防災・防火訓練をつくば・東海キャンパ

ス毎に年２回以上実施するほか、両キャ

ンパスで安全衛生講習会等を開催する。 
Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○つくばキャンパスにおいて、当該キャンパスの全
体規模で大地震の発生から火災に至るとの想定
で防災・防火訓練を実施し、併せて、加速器トン
ネル内での過剰被ばく者対応についての訓練を
実施した(11/27）。そのほか、自衛消防隊の４支
部隊において、計４回の自主訓練を実施した
（7/8、7/30、11/15、1/9）。 

（職員の健康及び安全意識を高めることを目的に、
安全衛生講習会を開催し、産業医による健康講演
及び警察署講師による交通安全講習の実施を 3/6
に計画していたが、新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、中止した。） 



高エネルギー加速器研究機構 

66 

○東海キャンパスにおいて行っている種々の取組
の中で、主なものは以下のとおり。 

 ・放射性物質の漏えいを想定した J-PARC 非常事
態総合訓練を実施した（1/9、383 名参加）。 

・危険な状況を擬似的に体感し、危険に対する感
受性の向上を図るため体感型安全教育を実施
した。 

・震度６弱の地震発生後に津波が到来することを
想定し、避難、名員掌握を内容とした J-PARC 自
主防災訓練を実施した（11/1）。 

・消火器の取扱いを習熟を図るため、取扱い訓練
を実施した(10/16、27 名) 。 

・職員の健康の保持・増進のため、産業医による
安全衛生講習会を開催した(2/20、23 名参加)。 

 
【74】 

情報セキュリティ対策を強
化するため強化計画を策定・実
施するとともに、管理体制及び
関連規程等を不断に見直し、職
員に対して情報セキュリティ
対策に関する教育・訓練を年 4
回以上行う。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○情報セキュリティ対策基本計画を策定するとと
もに、職員に対して情報セキュリティ対策に関す
る教育及び自己点検を実施し、情報セキュリティ
対策の強化に努めた。 

○情報セキュリティ対策の管理業務を担当する組
織として、管理局内に情報セキュリティ管理部門
を設置し、事務系職員と技術系職員を配置するこ
とによりガバナンスの強化を図り、対策基本計画
を推進した。 

○標的型攻撃等の新しい脅威の発生やソーシャル
メディアサービス等の新しいサービスの利用等、
情報セキュリティを取巻く脅威の変化を踏まえ
て、情報セキュリティ規程や情報セキュリティ対
策基準、情報セキュリティ緊急対応手順等を全面
的に見直した。また、情報セキュリティ対策基準
に基づき整備した各種ガイドライン等を職員向
けウェブサイトに掲載して周知するとともに、利
用者に浸透させるための教育等を実施した。 

○初任者研修や着任者研修、講習会、セミナーを実
施し、そのテーマは直近の事案等も取り入れた具
体的なものとなるよう工夫し、実効性のある内容
とした。教育の実施にあたっては、受講者の利便
性を図るとともに、受講状況を把握するために新
たに e-ラーニングシステムを導入した。また、標
的型攻撃メールに対する訓練やインシデント対

○情報セキュリティ対
策を強化するため策
定した情報セキュリ
ティ対策基本計画
（第二期）に基づき、
情報セキュリティ関
連規程等の整備・見
直しとともに、情報
セキュリティを確保
するために必要な体
制を強化する。 
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応訓練を実施するなど、より実践的な内容も実施
した。 

○情報セキュリティに対する講習会の実施履歴 
 平成 28 年度：８回、平成 29 年度：６回、平成 30
年度：10 回 

【74】 

情報セキュリティの更なる強化を図る

ため、次期情報セキュリティ対策基本計

画を策定し、計画的に実施する。 

情報セキュリティ管理を確実に実施す

るために必要な体制を強化する。 

情報セキュリティ対策を組織内へ浸透

させるために、情報セキュリティ教育に

関する研修や講習会等を実施するととも

に、e-ラーニングシステムを活用した教

育を実施する。また、標的型攻撃メール

に対する職員の意識向上及び耐性を高め

るために、同攻撃に対する訓練を実施す

る。 

役職員が定められた情報セキュリティ

対策を実施しているかを確認するため

に、情報セキュリティ自己点検を実施さ

せる。 

KEK CSIRT（KEK Computer Security 

Incident Response Team）を中心として、

情報セキュリティ対策の も基本的な要

素であるインシデント対応を実施する。

また、関係機関等との情報連携を図り、

常に 新情報を入手することで専門的知

見を高め、早期予防措置を着実に実施す

る。 

 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○次期情報セキュリティ対策基本計画（第二期）を
策定し、職員向けウェブページに掲載して周知す
るとともに、実施を計画した事項については着実
に実施した。 

○従来の計算科学センター長と統括情報セキュリ
ティ責任者の兼務を解き、専任の統括情報セキュ
リティ責任者を設置し、情報セキュリティ管理体
制を強化した。 

○情報セキュリティ対策を組織内へ浸透させるた
めに、情報セキュリティ教育に関する着任者研修
（16 回）や講習会等（８回）及び e-ラーニングシ
ステムを活用した教育を実施した。また、４機構
合同による 高情報セキュリティ責任等研修及
び KEK CSIRT を対象としたログ分析ハンズオント
レーニングを実施した。サイバーセキュリティに
関しては、標的型攻撃メールに対する職員の意識
向上及び耐性を高めるために、同攻撃に対する訓
練を実施した。 

○役職員が定められた情報セキュリティ対策を実
施しているかを確認するために、情報セキュリテ
ィ自己点検を実施した。 

○KEK CSIRT を中心として、情報セキュリティ対策
の も基本的な要素であるインシデント対応を
実施した。また、関係機関等との情報連携を図り、
常に 新情報を入手することで専門的知見を高
め、早期予防措置を着実に実施するための取組を
行った。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する目標 
③ 法令順守等に関する目標 

 

中

期

目

標 

 科学研究に携わる公的機関として、社会からの信頼と負託に応えるために、関係法令等の遵守を徹底し、コンプライアンス意識を高めることにより、不正

防止や倫理保持等の対策に取り組む。 

 法令遵守の徹底を図るため、実効性のある監査を実施し、監査結果を運営改善に反映させる。 

 

中期計画 令和元年度計画 

進捗 
状況 

判断理由（計画の実施状況等） 

中
期 

年
度 令和元事業年度までの実施状況 

令和２及び３事業年
度の実施予定 

【75】 
KEK が社会的使命を果たしつ

つ、その活動を適正かつ持続的
に行っていくため、過去の事案
の再発防止策で見直した物品
の調達手続きや納入時の点検
などを確実に実施するととも
に、e-ラーニングシステムの整
備を進めコンプライアンスの
徹底及び危機管理体制の充実・
強化に努め、KEK の健全で適切
な運営を行う。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○研究費の不正使用防止のため、過去の事案の再発
防止策で見直した物品の調達手続きや納入時の
点検をマニュアルに基づき確実に実施した。 

○不適正な会計処理に関する再発防止策のフォロ
ーアップを実施し、課題が改善されていることを
確認した。 

 
○法令改正等への対応として、平成 28 年度以降は、
個人情報保護規程（個人情報保護関連法等の改
正）、文書管理規程（行政文書の管理に関するガ
イドラインの改正）、育児休業規程（育児・介護
休業法の改正）及び無期労働契約への転換に対応
するための関係就業規則などの関連規定の制定・
改正等を行った。 

○独立行政法人通則法の改正により内部統制の取
組実施が義務付けられたことを受け、適正性・実
効性の観点から KEK の内部統制を見直し、平成 29
年度に内部統制規程を制定した。 

○個人情報保護のための取組として、４機構連携個
人情報保護研修に毎年度参加しており、職員に対
し、定期的に個人情報の保護に関する教育研修の
機会を設けている。また、EU 一般データ保護規則
（GDPR）の施行に伴い、KEK として適切な対応を
行うため、欧州経済領域域内に在住する個人から
個人情報を取得する場合の取扱いに関する機構
内通知を平成 30 年度に発出し、対応にあたって

○引き続き研究費不正
防止計画に対するモ
ニタリングを実施
し、不正を防止する
体制が整備されてい
ることを確認する。 

○新任職員講習会や階
層別研修等において
法令遵守に関する研
修を実施するほか、
研究倫理、研究費の
使用に関する教育を
充実させるため、e-
ラーニングシステム
の整備、コンテンツ
の充実を進め、機構
職員のコンプライア
ンス意識の向上を図
る。 

○過去の事案の再発防
止策で見直した物品
の調達手続きや納入
時の点検等を確実に
実施する。 

○引き続き、法令等の
改正状況を把握し、
機構の規程等につい
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の留意点を周知した。 
○平成 30 年度においては、個人情報保護及び公文
書管理に関して、e-ラーニングシステムを活用し
た機構内研修を初めて実施し、職員の研修機会の
拡充と利便性の向上を図った。 

 
○新任職員講習会や階層別研修等において法令遵
守に関する研修を実施したほか、KEK 職員のコン
プライアンス意識の向上を図るため、e-ラーニン
グシステムの整備、コンテンツの充実を進め、研
究倫理、研究費の使用に関する教育を充実した。 

 

て、所要の改正等を
行う。 

○新任講習会及び階層
別研修等において法
令遵守等に関する研
修を実施する。 

○既存の教育研修（I-
URIC 連携個人情報保
護研修、個人情報保
護・公文書管理に関
する教育 e-ラーニン
グ）を毎年定期的に
実施し、職員に対す
る研修の機会を確保
するとともに、その
受講率を高め、教育
効果の向上を図る。 

【75-1】 
KEK が社会的使命を果たしつつ、その

活動を適正かつ持続的に行っていくた
め、過去の事案の再発防止策を着実に実
施するとともに、法令遵守体制の PDCA
（Plan-Do-Check-Action）を進めていく。 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○研究費不正防止計画に対するモニタリングを実
施し、不正を防止する体制が整備されていること
を確認した。 

○研究費の不正使用防止のため、過去の事案の再発
防止策で見直した物品の調達手続きや納入時の
点検をマニュアルに基づき確実に実施した。 

【75-2】 

法令等の改正状況を把握し、所要の改

正等を行う。 

Ⅲ 

○経済産業省が大学や研究機関向けに作成し公開
している「安全保障貿易に係る機微技術管理ガイ
ダンス」を KEK で参酌して安全保障輸出管理に係
る規程類を作成していることから、外為法の改正
を受けて本ガイダンスが改訂されたことを受け
て、新たに「事前確認シート」の導入を明記する
など、ガイダンスの改訂に沿って KEK の安全保障
輸出管理規程を改正した。 

 

【75-3】 

新任講習会や階層別研修等において法

令遵守に関する研修を実施するほか、研

究倫理、研究費の使用に関する教育を充

実させるため、e-ラーニングシステムを

活用し、職員のコンプライアンス意識向

上のための教育を行う。 

Ⅲ 

○新任講習会及び労務管理研修等において法令遵
守に関する研修を実施した。 

○KEK 職員の法令遵守意識啓発のための取組の一環
として、１月 22 日に「法令遵守・コンプライアン
ス研修」を開催し、責任ある研究活動について、
内部統制、安全保障輸出管理、商標法、ハラスメ
ント防止に関する講義を行った（約 156 名参加）。 

○I-URIC 連携企画として、事務担当職員を対象とし
た知的財産、安全保障輸出管理研修を実施した
（2/21、KEK から 28 名参加） 

○I-URIC 連携個人情報保護研修（10/2）に KEK から
50 名の役職員が参加し、個人情報保護制度の概要
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等についての基礎知識を習得した。 
○KEK 職員のコンプライアンスに対する意識向上を
図るため、e-ラーニングシステムを活用して、研
究倫理、研究費の使用に関するコンプライアンス
教育や公文書管理及び個人情報保護に関する教
育を行った。 

【76】 
社会から求められている科

学研究に対する高い倫理意識
の維持と研究費使用のルール
等に対する理解を徹底するた
め、｢研究活動における不正行
為への対応等に関するガイド
ライン｣や｢研究機関における
公的研究費の管理・監査のガイ
ドライン｣を踏まえ、マニュア
ル等の整備を行うとともに職
員説明会を毎年度実施するほ
か、e-ラーニングシステムを活
用し受講者の理解度や受講状
況を管理監督し、職員の不正防
止に関する意識を向上させる
など、不正を事前に防止する体
制、組織の管理責任体制を強化
する。 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○研究所・研究施設、東海キャンパスなどに対して、
KEK の会計ルール（予算、調達、旅費、資産管理
等）を説明する財務制度説明会を毎年度実施し
た。 

○会計検査院が指摘した不正事案等について周知
を行う「決算検査報告説明会」に参加し、KEK で
も注意すべき事案を機構会議等で周知した。 

○各研究所等の研究倫理教育責任者等が実施する
研修に加え、不正防止に係る e-ラーニングシステ
ムを活用し、研究倫理教育を実施した。また、研
究倫理教育責任者等は、受講者の理解状況や受講
状況の把握、未受講者への受講要請等を行った。 

 

○研究費の使用につい
て、年度初めに、研究
所等に対して予算、
研究費、旅費、資産管
理等に関する会計ル
ールの説明会を実施
するほか、外部で発
生した不正事案につ
いて機構内に周知す
る。 

○各研究所等の研究倫
理教育責任者等が実
施する研修等に加
え、不正防止に係る
e-ラーニングシステ
ムを活用し、研究倫
理教育を実施する。 

【76-1】 

研究倫理の維持のため、各研究所等の

研究倫理教育責任者等が実施する研修及

び不正防止に係る e-ラーニングシステ

ムにより、職員のコンプライアンス意識

向上のための教育を行うとともに、研究

費の使用について、年度初めに、各研究

所等に対して予算、研究費、旅費、資産

管理等に関する会計ルールの説明会を実

施するほか、外部で発生した不正事案に

ついて機構内に周知する。 

 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○研究所・研究施設、東海キャンパスなどに対して、
KEK の会計ルール（予算、調達、旅費、資産管理
等）を説明する財務制度説明会を５～６月に実施
した（計６回実施、321 名参加）。 

○会計検査院が指摘した不正事案等について周知
を行う「決算検査報告説明会」に参加し、本機構
でも注意すべき事案を機構内の会議等で周知し
た。 

【76-2】 

e-ラーニングシステムを活用して受講

者の理解度や受講状況を確認し、不正防

止、研究倫理の保持等の対策を講じる。 

 

Ⅲ 

○各研究所等の研究倫理教育責任者等が実施する
研修に加え、不正防止に係る e-ラーニングシステ
ムを活用し、研究倫理教育を実施した。また、研
究倫理教育責任者は、受講者の理解状況や受講状
況の把握、未受講者への受講要請等を行った。 



高エネルギー加速器研究機構 

71 

【77】 
KEK の定めた随意契約の見直

し計画を着実に実施し、適法か
つ適切な契約事務処理を行う
とともに、契約手続きの適正性
について、監事等によるチェッ
クを要請する。 
 

 

Ⅲ 

 

（平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○随意契約は真にやむを得ないものに限定し、監事
による契約内容の適正性の確認は、毎年度末に実
施した。 

○平成 30 年度より、監事も委員に含めた「物品・役
務等に関する入札・契約適正化点検部会」を設置
し、契約事務の適正化について点検を実施してい
る。 

○適法かつ適切な会計事務処理を行うため、会計事
務担当者等を外部の研修会等に参加させた。 

○適法かつ適切な会計
事務処理を行うとと
もに、契約手続きの
適正性確保のため、
監事による随意契約
の内容確認を行う。 

【77】 
適法かつ適切な会計事務処理を行うた

め、会計事務担当者等を外部の研修会等
に参加させるほか、随意契約については
真にやむを得ないものであることの確認
を行うとともに、監事による随意契約の
適正性について確認を要請する。 

 

Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○随意契約は真にやむを得ないものに限定し、監事
による契約内容の適正性の確認を期末に実施し
た。 

○「物品・役務等に関する入札・契約適正化点検部
会」を２回開催（9/6、10/23）し、契約事務の適
正化について点検を行った。 

○適法かつ適切な会計事務処理を行うため、会計事
務担当者等を外部の研修会等に参加させた。 

 
【78】 

監事、監査法人による監査の
ほか、監査室による内部監査を
定期的及び随時に実施し、それ
らの結果を、運営改善に反映さ
せる。また、監査結果に基づき、
毎年度フォローアップを行う。 
 
 

 

Ⅲ 

 （平成 28～30 事業年度の実施状況概略） 

○監事、会計監査人による監査のほか、定期内部監
査として業務監査と会計監査を行い、その監査結
果を機構内に報告し、業務運営の改善に役立て
た。 

○監事、会計監査人、監査室の三者による意見交換
会等を年数回実施し、それぞれが行う監査内容に
ついて確認した。 

○会計監査を年５～６回実施した。期末納品物の監
査（実査）、科研費監査及び外部資金の通常会計
監査に加え、テーマ別監査として、日常監査で発
見されたリスク要因や会計検査院による検査で
他機関で発生した事案等を基に特定のテーマを
抽出し、監査を実施した。 

○業務監査については、監査実施が規定されてい
る、法人文書の管理や安全保障輸出管理、個人情
報保護等について、改正された法律やガイダンス
等に留意しつつ、監査を実施した。 

○内部（業務・会計）監査の結果は、機構長に報告
するとともに、改善が必要と思われる案件につい
ては、機構会議や事務連絡会議等に報告すること

○監査室による内部監
査（定期・随時） 

○監事、監査法人、監査
室の三者による定期
的な意見交換会の実
施による連携強化 

○実行性、適時性のあ
る監査の実施 
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で、各部署の業務運営に反映させる取組を行っ
た。 

○前年度定期監査で実施した監査のフォローアッ
プ監査を行い、機構長に報告するとともに、機構
会議で報告し、必要な改善を要請した。 

【78-1】 

監事、会計監査人による監査のほか、

内部監査を定期的及び随時に実施し、監

査結果を運営改善に反映させる。 
Ⅲ 

（令和元事業年度の実施状況） 

○監事、会計監査人による監査のほか、定期内部監
査として業務監査と会計監査を行い、その監査結
果を機構内に報告し、業務運営の改善に役立て
た。 

【78-2】 

それぞれが効果的な監査となるよう監

事、会計監査人、監査室の三者による定

期的な意見交換会を随時実施し、相互の

連携を強化する。 

Ⅲ 

○監事、会計監査人、監査室の三者による意見交換
会等を５回実施し、それぞれが行う監査内容につ
いて確認した。 

【78-3】 

内部監査は、KEK や類似の研究開発法

人で発生した事案等を勘案するととも

に、新たに開始した制度や研究プロジェ

クト等について行うなど、実効性、適時

性のある監査を行う。 
Ⅲ 

○会計監査を年５回実施、期末納品物の監査（実
査）、科研費監査及び外部資金の通常会計監査に
加え、テーマ別監査として、日常監査で発見され
たリスク要因や会計検査院による検査で他機関
で発生した事案等を基に特定のテーマを抽出し、
監査を実施した。 

○業務監査は、規程等の有用性に関する監査とし
て、規程等に定める点検及び教育研修等の実施状
況を確認することとし、人事労務課担当分及び整
備管理課担当分の監査を実施した。また、次年度
における当該監査を効率的・効果的に実施するた
め、安全衛生に関する規程類について、予備調査
を行った。 

【78-4】 

内部監査の結果は機構長に報告すると

ともに、機構会議に報告し、各部署にお

いて運営改善を図る。 
Ⅲ 

【78-4】 
○内部（業務・会計）監査の結果は、機構長に報告

するとともに、改善が必要と思われる案件につい
ては、機構会議や事務連絡会議等に報告すること
で、各部署の業務運営に反映させる取組を行っ
た。 
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【78-5】 

平成 30 年度の監査結果に基づき、フォ

ローアップ監査を行う。 
Ⅲ 

【78-5】 
○平成 30 年度定期監査で実施した監査のフォロー

アップ監査として、安全保障輸出規程、法人文書
の管理、研究費の取扱い、個人情報保護の監査を
実施し、機構長に報告するとともに、機構会議で
報告し、必要な改善を要請した。 
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■施設マネジメントに関する取組  

 

施設マネジメントの実施体制について 

○KEK における施設マネジメントの実施にあたっては、施設整備担当理事をト

ップとし、各研究所・施設の副所長クラスを委員とした「施設マネジメント

推進委員会」により、企画・立案を行う体制を構築している。 

 ・施設マネジメント推進委員会の下には専門的な事務を取り扱う以下の専門

部会を設置している。 

施設点検・評価専門部会：施設の利用状況を把握するため各研究所・施設  

より選出された委員により構成 

エネルギー調整連絡会：エネルギー需要のピーク時の需要調整等について 

連絡調整するため各研究所・施設により選出された委員により構成 

 ・KEK における特定の事項を審議するため、役員会決定により委員会等を設    

置している。 

  環境・地球温暖化・省エネ対策連絡会：環境・地球温暖化・省エネ対策の   

協議、調整をするため各研究所・施設より選出された委員により構成            

  陽子加速器施設（PS）跡地検討委員会：跡地の利用計画等の基本方針を策 

定するため各研究所・施設より選出された委員により構成 

  つくば地区職員宿舎の将来計画に関する検討ワーキング:宿舎管理上大き   

な影響を及ぼす重要事項を検討するため、施設、財務、研究の各担当理   

事及び管理局関係部課室長を主体に構成。 

 

  KEK 内での合意形成は、施設マネジメント推進委員会で策定した規定や計 

画等を所長会議及び機構会議での審議を経た後、役員会で決定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 施設の有効利用や維持管理（予防保全を含む）に関する事項 

 

○施設の有効活用を目的に、毎年度、施設の利用状況調査を実施している。令

和元年度においては主として各研究所・施設等における研究系職員の居室ス

ペースについて利用状況調査を実施した。書面による一次調査の結果を踏ま

え二次調査の対象を選定し、現地調査によって居室等の利用状況を把握し

た。調査結果を報告書としてとりまとめ、スペース利用の啓蒙と利用状況の

改善等に努めた。 

  また、保有するスペースの有効活用等の取組を一層推進するために平成 30

年度に制定した規定（「スペースの有効活用に関する規程」及び「機構長裁

量スペースの運用に関する規則」）の一部改正により、スペースの管理体制

や調査、点検結果等に基づく措置等の明文化などを行うとともに、当該規定

の下に「スペースの有効活用に関する点検・評価実施要項」及び「機構長裁

量スペースの運用及びスペースチャージの徴収要項」を令和２年２月 18 日

に制定した。【70】 

 

○施設・設備の設置後経過年数、保守履歴及び現地での施設・設備の劣化状況 

確認等の調査に基づき、重点的に投資すべき施設を明確にした令和元年度 

維持管理計画を策定し、同計画に基づいて維持管理を実施した。【69】 

 

○機構が管理する施設の計画的な維持管理を着実に推進し、中期的な取組の方

向性を明らかにした「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」を、令和２

年度の策定期限より１年前倒しで作成したことにより、令和２年度から施設

の安全性の確保、トータルコストの縮減及び予算の平準化を目的とした、適

切なメンテナンスサイクルの構築及び適切な維持管理を図ることに繋がっ

た。【69】 

 

② キャンパスマスタープラン等に基づく施設整備に関する事項 

○サスティナブル環境計画として、LED 照明、高効率空調機の更新を計画的に

行った。 

 

③ 多様な財源を活用した整備手法による整備に関する事項 

○経済産業省の「省エネルギー投資促進に向けた支援補助金」を活用し、高天

井照明の LED 化として 546 千円の整備を行った。引き続き、令和２年度以降

も省エネルギー改修に合わせて、設備機器更新のための補助金を獲得し、整

備を進める。 

 

 

（委員長:施設整備担当理事） 

（４）その他業務運営に関する特記事項等 

ＫＥＫ 施設マネジメント推進委員会 施設点検・評価専門部会 

エネルギー調整連絡会 

陽子加速器施設（PS）跡地検討委員会 

つくば地区職員宿舎の将来計画に関する検討ワーキング 

環境・地球温暖化・省エネ対策連絡会 

役 員 会 

所長会議 

機構会議 
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④ 環境保全対策や積極的なエネルギーマネジメントの推進に関する事項 

○大型加速器施設の運転計画については、割高な夏季電力供給期間を除くなど

の工夫をしながら、運転時間の確保に努めた。また、実験停止時に特高変圧

器の休止措置を行い、電気料金の支払額を 670 万円削減した。 

また、ESCO 事業においては、当初年間約２千万円の電気料金削減を見込んで

いたが、機器の運転効率が見込み時より高かったため、令和元年度の実績と

して、３千 460 万円の電気料金を削減した。これらの取組から、全体で約４

千 130 万円の電気料金を抑制した。【62】 

 

○地球温暖化対策の一環として、職員に対して環境負荷低減に効果が期待され

る工事（エコアイデア）を公募するなどの工夫を取り入れ、高効率機器の導

入を積極的に行った（令和元年度実績：134,845 千円）。【71】 

 

○省エネパトロールの実施や主な建物の毎月の使用電力量の掲示についても

継続して行った。【71】 

 

 

■法令遵守（コンプライアンス）に関する取組 

 

①大学等におけるサイバーセキュリティ対策等の強化について 

１．情報セキュリティ関連規程等に基づき、平成 22年６月に KEK CSIRT（コン

ピュータセキュリティインシデント対応チーム）を整備している。KEK 

CSIRT は、情報セキュリティインシデントについての機構内外に対する緊

急対応窓口として機能するとともに、情報セキュリティインシデントが発

生した場合には、被害の拡大を防ぎ、当該情報システムの復旧作業を技術

的に支援している。また、必要に応じて、広報室など関連部署と連携して

インシデントに対処する。（通知：2.1.1(1)①） 

２．インシデント対応手順書や緊急連絡網を整備し、関係者間で共有している。

また、外部からインシデント通報を受けられるよう機構の公式ウェブサイ

トに窓口を明示している。（通知：2.1.1(1)②） 

３．業務継続のために無停止が求められる機構の重要機器・重要システムを把

握するとともに、ネットワークの遮断フロー等を整備した。 

（通知：2.1.1(1)③） 

４．ログを分析するとともに、必要な場合には外部サイトを利用した評価等の

取組を始めた。また、公開サーバに対する脆弱性診断を定期的に実施した。

（通知：2.1.1(1)④） 

５．マルウェア等に関係し危険と思われるサイト等へのアクセスをファイアウ

ォール（FW）などにより遮断することにより、有効なインシデント予防対

策を実施した。（通知：2.1.1(1)④） 

６．文科省や NII、JPCERT/CC が主催する研修などに積極的に参加させた。ま

た、学術系 CSIRT に参加し、警戒情報や脆弱性情報等を共有した。 

（通知：2.1.1(1)⑤） 

７． 新の脅威や脆弱性、環境の変化等を踏まえつつ、機構の特性に応じた講

習会を８回実施し、主体的にサイバーセキュリティ等の確保に取り組むべ

きであることを繰り返し啓発した。（通知：2.1.1(2)①） 

８．標的型攻撃メールに対する訓練の実施及びクリックした場合の対処方法に

ついて教育を行った。また、訓練終了後に実施した教育の受講状況を把握

し、未受講者に対しては、受講を促す仕組みを整備するなど実効性の向上

を図った。（通知：2.1.1(2)③） 

９．情報セキュリティ教育では、過去に発生したインシデントの概要、原因及

び再発防止策に関することを含め、再発防止に努めた。また、教育の受講

状況や理解度を把握するとともに、未受講者に対しては、受講を促す仕組

みを整備するなど実効性の向上を図った。（通知：2.1.1(2)④） 

10．KEK 新入生ガイダンス等において、情報セキュリティに関する教育を実施

するとともに、リーフレットを配布し、遵守すべき情報セキュリティ対策

を周知徹底した。（通知：2.1.1(2)⑤） 

11．定められた情報セキュリティ対策が適切に実施されていることを確認する  

ために、自己点検を実施し、実施状況を把握するとともに、未実施者に対  

しては、実施を促す仕組みを整備するなど実効性の向上を図った。また、

点検結果を踏まえ、必要な対応については、継続的にフォローアップを行

った。（通知：2.1.1(3)①） 

12．情報セキュリティ監査を実施し、指摘事項に対する改善策について、継続  

的にフォローアップを行った。（通知：2.1.1(3)②） 

13．自己点検及び監査の実施内容として、過去に発生したインシデントの概要、 

原因及び再発防止策に関することを含め、再発防止に努めた。 

（通知：2.1.1(3)③） 

14．監査の実施内容として、情報セキュリティ対策基準等の遵守状況を確認す  

るために行うマネジメント監査について実施した。（通知：2.1.1(3)④） 

15．遠隔地の機関との間で、相互にバックアップデータの保管を実施した。 

（通知：2.1.1(4)④） 

16．自己点検や情報セキュリティ監査の計画策定や連絡調整等の管理業務は、

情報基盤管理課が主体となって行い、自己点検の結果の分析・評価につい

ては、専門的知見を有する情報セキュリティ管理部会等が行った。また、

情報セキュリティ監査の結果の分析・評価については、専門的知見を有し

た経験豊富な情報セキュリティ監査責任者が行った。事務的な対応と評

価・分析の実務担当などの役割を分担することで、実効性のある体制を整
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備した。（通知：2.1.1(3)⑤） 

17．関係機関等との情報連携を図り、常に 新情報を入手することで専門的知  

見を高め、早期予防措置を着実に実施するために、下記の取組を行っ 

た。（通知：2.1.1(4)⑥） 

１）つくば地区の研究機関と情報交換会を行った。 

２）アジア数か国の高エネルギー物理学（HEP）基盤研究施設のセキュリティ   

関係者と定期的な会合を持ち連携を図った。 

３）KEK が中心となり形成してきた関連機関とのネットワークについて、利   

用規程等を整備し、機関にまたがるセキュリティ等情報の共有及びイン 

シデント等への早期対応を図る体制を確立した。 

４）大学共同利用機関や全国共同利用型附置研究所でセキュリティワークシ  

ョップを組織し、情報交換や合宿型のワークショップを行った。 

18．グローバル IP アドレスを付与した情報機器はもれなく把握し管理してい 

る。（通知：2.1.1(5)①） 

19．グローバル IP アドレスを付与し DMZ に設置した情報機器については、 

通信要件を確認し、不必要な接続は遮断する等適切なアクセス制御を行っ  

た。また、管理者に無許可でサーバ等が設置できない仕組みを講じている。  

（通知：2.1.1(5)②） 

20．ウェブメールについては、定期的にログを確認している。強度の高いパス  

ワード設定やパスワードの使い回しの禁止については、情報セキュリティ   

教育等で繰り返し説明した。また、ユーザーアカウント情報は、毎年度棚

卸を行うとともに、退職者のアカウントは速やかに停止している。 

（通知：2.1.1(5)④） 

21．通信の発生源を特定するために、必要なログ等については、平時から取得・

確認している。（通知：2.1.1(5)⑤） 

22．ActiveDirectory サーバを特定し、アカウントの棚卸し、ログの取得、パ

ッチの適用等の基本的な対策の実施状況を確認した。また、重要情報を取

扱う部門の ActiveDirectory サーバについては、標的型攻撃を踏まえた多

層防御及び堅牢化を行っている。（通知：2.1.1(5)⑥） 

23．政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群（平成 28 年度版）

及びガイドライン、高等教育機関向けサンプル規程集などを参考に、機構

の情報セキュリティ対策基準等を整備している。また、令和元年度におい

ては、政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群（平成 30 年

度版）を参考に情報セキュリティ対策基準を改正した。（通知：2.1.1(6)②） 

24．平成 28 年度に策定した「情報セキュリティ対策基本計画」の実施状況を自

己評価するとともに、「大学等におけるサイバーセキュリティ対策等の強

化について（通知）」を踏まえ、「情報セキュリティ対策基本計画（第二

期）」を策定した。（通知：2.1.2(1)①②） 

25．情報セキュリティ規程を改定し、「 高情報セキュリティ責任者代理」を

設置することとした。これにより、 高情報セキュリティ責任者に事故あ

るときも情報セキュリティに係る司令塔が機能するように強化した。 

（通知：2.1.2(2)①） 

26．一定の専門性を有する人材を育成するために、役員及びセキュリティ対策

業務に従事する職員に対して、文科省や NII、JPCERT/CC 等が主催する機構

外の研修や演習などに積極的に参加させた。（通知：2.1.2(2)2②(ウ)(エ)） 

 

特に法令遵守違反の未然防止に向けた取組 

○職員の法令遵守意識啓発のための取組の一環として、１月 22 日に「法令遵

守・コンプライアンス研修」を開催し、責任ある研究活動について、内部統

制、安全保障輸出管理、商標法、ハラスメント防止に関する講義を行った（約

156 名参加）。【75-3】 

○経済産業省が大学や研究機関向けに作成し公開している「安全保障貿易に係

る機微技術管理ガイダンス」を KEK で参酌して安全保障輸出管理に係る規程

類を作成していることから、外為法の改正を受けて本ガイダンスが改訂され

たことを受けて、新たに「事前確認シート」の導入を明記するなど、ガイダ

ンスの改訂に沿って KEK の安全保障輸出管理規程を改正した。【75-2】 

○職員のコンプライアンスに対する意識向上を図るため、e-ラーニングシステ

ムを活用して、研究倫理、研究費の使用に関するコンプライアンス教育や公

文書管理及び個人情報保護に関する教育を行った。【75-3】 

 

１．特記事項 

 

【平成 28～30 事業年度】 

 

≪施設設備の整備・活用等に関する目標≫ 

 

【71】 
○地球温暖化対策の一環として、職員に対して環境負荷低減に効果が期待され
る工事（エコアイデア）を公募する等の工夫を取り入れ、高効率機器の導入
を積極的に行った。（平成 28 年度 58,125 千円、平成 29 年度 92,513 千円、
平成 30 年度 131,038 千円） 

 
 

≪安全管理に関する目標≫ 

 

【72】 
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＜つくばキャンパス、東海キャンパス共通＞ 

○職員からの意見収集により、構内交通安全上の危険個所の洗い出しを行う     

とともに構内道路における事故事象を踏まえ、必要な安全対策を講じた。 

○安全文化の醸成の取組の一環として、「安全・衛生週間」を毎年度実施し、

交通安全や環境安全をテーマにした「安全講習会」を含む関係するイベント

を集中的に開催するとともに、KEK の安全と環境安全への取組及び保健衛生

に関するポスター展示を行った。また、平成 29 年度においては、他機関の

研究現場での安全への取組について見学し、安全意識の高揚と他機関の取組

を KEK の研究現場改善の一助とし、労働災害の防止を目的に「つくば市内研

究所見学」を実施した（各研究所・施設の安全担当職員を中心につくばと東

海合わせて 21 名参加）。 

安全・衛生週間 実施実績 

平成 28 年度 10/31～11/4 

平成 29 年度 11/27～12/1 

平成 30 年度 11/26～30 

令和元年度 11/25～29 

 

＜つくばキャンパス＞ 

○複雑かつ特殊な研究施設等が多数配置されていることから、役務契約社員が   

それらを安全に運転・使用し、事故を未然に防止すること、また、万一事故

等が発生した場合、迅速かつ適切に対応できることを目的に、つくばキャン

パス安全業務連絡会を開催し、安全確保上の諸注意、緊急時の対応手順、危

険事象等の情報共有を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜東海キャンパス＞ 

○J-PARC のハドロン実験施設における放射線物質漏えい事故（平成 25 年５月

23 日）の教訓として風化させることなく、事故を振り返るとともに安全文化

の醸成を目的として、毎年、事故発生日の前後に「5.23 安全文化醸成研修会」

を開催してきた。平成 29年度からは、新たに「安全の日」を設け、「J-PARC

として安全に取り組むことを 優先する日」として、午前に安全情報交換会

を、午後に安全文化醸成研修会を開催している。午後の研修会では、外部講

師を招き、過去の勤務経験上のエピソード等を交えて安全への取組について

講演頂いている。また、安全情報交換会では、前年度のヒヤリハット・トラ

ブル事例や良好事例、教育訓練についての紹介などが行われ、良好事例の紹

介の際には、多くの事例を報告したセクションの表彰を行い、J-PARC 内の安

全について、各職場間の相互理解と更なる連携が深められている。 

○加速器施設における安全管理に関する情報交換と安全性向上を目的とした

加速器施設安全シンポジウムを実施（毎年１回）し、国内外の加速器施設に

おける安全管理に関する経験や課題について情報交換を行い、安全管理の強

化に資している。  

区 分 開催日程 参加人数 

平成 28 年度 （第４回）1/26～27 131 名 

平成 29 年度 （第５回）1/25～26 124 名 

平成 30 年度 （第６回）1/24～25 約 120 名 

令和元年度 （第７回）1/23～24 125 名 

 

【73】 

○つくばキャンパス全体規模で大地震の発生から火災に至るとの想定で行う

防災・防火訓練の毎年度の実施に加え、平成 30 年度においては、避難したユ

ーザー等滞在者に対するその後の宿泊意思の確認や滞在環境の確保などユ

ーザー対応の訓練（緊急事態等対応訓練という。）を併せて行うことによっ

て、より現実に近い訓練を実施した。 

 防災・防火訓練の実施実績：平成 28 年 11 月２日、平成 29年 12 月１日、 

平成 30 年 11 月 29 日、令和元年 11月 27 日 

 

○東海キャンパスでは、J-PARC センターとして、研究施設での放射性物質漏え

い・火災発生・震度６弱の地震発生後の津波到来など、様々な事態を想定し

た対応訓練を個々に行った。 

 

 

≪法令遵守等に関する目標≫ 

 

【75】 
○研究費の不正使用防止のため、過去の事案の再発防止策で見直した物品の調
達手続きや納入時の点検をマニュアルに基づき確実に実施した。 

○法令改正等への対応として、平成 28年度以降は、個人情報保護規程（個人情
報保護関連法等の改正）、文書管理規程（行政文書の管理に関するガイドラ
インの改正）、育児休業規程（育児・介護休業法の改正）及び無期労働契約

実施日 参加数 

平成 28 年２月３日 39 社から 61 名 

平成 29 年３月７日 47 社から 54 名 

平成 30 年２月１日 51 社から 60 名 

令和元年６月 27 日 51 社から 64 名 
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への転換に対応するための関係就業規則などの関連規定の制定・改正等を行
った。 

○独立行政法人通則法の改正により内部統制の取組実施が義務付けられたこ
とを受け、適正性・実効性の観点から KEK の内部統制を見直し、平成 29 年度
に内部統制規程を制定した。 

○個人情報保護のための取組として、４機構連携個人情報保護研修に毎年度参
加しており、職員に対し、定期的に個人情報の保護に関する教育研修の機会
を設けている。また、EU 一般データ保護規則（GDPR）の施行に伴い、KEK と
して適切な対応を行うため、欧州経済領域域内に在住する個人から個人情報
を取得する場合の取扱いに関する機構内通知を平成 30 年度に発出し、対応
にあたっての留意点を周知した。 

 

【76】 
○研究所・研究施設、東海キャンパスなどに対して、KEK の会計ルール（予算、

調達、旅費、資産管理等）を説明する財務制度説明会を毎年度実施した。 
○会計検査院が指摘した不正事案等について周知を行う「決算検査報告説明

会」に参加し、KEK でも注意すべき事案を機構会議等で周知した。 
○各研究所等の研究倫理教育責任者等が実施する研修に加え、不正防止に係る

e-ラーニングシステムを活用し、研究倫理教育を実施した。また、研究倫理
教育責任者等は、受講者の理解状況や受講状況の把握、未受講者への受講要
請等を行った。 

 

 

【令和元事業年度】 

 

≪施設設備の整備・活用等に関する目標≫ 

 

【69】 

○KEK が管理する施設の計画的な維持管理を着実に推進し、中期的な取組の方

向性を明らかにした「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」を、令和２

年度の策定期限より１年前倒しで作成したことにより、令和２年度から施設

の安全性の確保、トータルコストの縮減及び予算の平準化を目的とした、適

切なメンテナンスサイクルの構築及び適切な維持管理を図ることに繋がっ

た。 

 

【71】 

○地球温暖化対策の一環として、職員に対して環境負荷低減に効果が期待され

る工事（エコアイデア）を公募するなどの工夫を取り入れ、高効率機器の導

入を積極的に行った（令和元年度実績：134,845 千円）。また、省エネパト

ロールの実施や主な建物の毎月の使用電力量の掲示についても継続して行

った。 

○KEK では、環境配慮促進法に基づき「環境報告」を作成しており、KEK が大型

加速器を建設・運営し、国内外の共同利用者に研究の場を提供するという使

命を果たす中で、地域地球環境保全の大切さを認識し、持続可能な社会の創

造のために取り組んでいる活動を分かり易くまとめ、機構のウェブサイトで

公開している。また、これまで、環境省、一般財団法人 地球・人間環境フォ

ーラム主催の環境コミュニケーション大賞への応募を続けてきており、令和

元年度に作成した「環境報告 2019」が“環境報告部門優良賞（第 23 回環境

コミュニケーション大賞審査委員長賞）”を受賞した。受賞時の評価として、

組織内で実施された環境保全の取組だけでなく、研究・教育、安全、社会貢

献などといった CSR（Corporate Social Responsibillity）に関する取組と

その成果の内容がバランスよく示されている。また、SDGs など国際的な取組

を意識していくことで、より充実した運営・管理とその成果が期待される。

と評価を受けた。 

○上記に関連して、KEK における SDGs の取組としてまとめた、”KEK SDGs 

Action Plan”を機構のウェブサイトの専用ページに掲げている。また、KEK

において研究・教育活動を進める上で、SDGs を意識した活動を展開していく

ため、KEK で初めてとなる「KEK SDGs セミナー」を開催（12/16）し、２名の

講師を招いた。講演では、SDGs をとりまく国内外の動向や文部科学省が進め

ている施策、国連アカデミック・インパクト SDGs９のハブ大学に任命されて

いる長岡技術科学大学の事例についての講演を聴き、職員の SDGs に対する

理解を深めた（参加者約 90 名）。 

 

 

≪安全管理に関する目標≫ 

 

【72】 
○安全衛生文化の醸成の取組の一環として、「安全・衛生週間」を実施（11/25
～29）し、外部講師による特別講演の開催や、機構長、理事、所長・施設長
との安全に関する意見交換、チェーンブロック取扱い、フォークリフト操作
の実技訓練等のイベントを集中的に開催するとともに、機構の安全と環境安
全への取組及び保健衛生に関するポスター展示、一般的な安全に関する動画
上映等を行った。 

○加速器施設安全シンポジウム（第７回）をいばらき量子ビーム研究センター

（IQBRC）で開催（1/23～24）した（125 名が参加）。今回は「加速器施設に

おけるインターロック」と「機械工作作業における安全確保」をメインテー

マとし、インターロックに関して、国内７加速器施設における運用について
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の口頭発表とポスター発表を行った。機械工作に関しては、J-PARC における

取組と東京大学での工学系研究における安全管理について報告があり、有意

義な情報と意見の交換が行われた。 

 

【73】 
○つくばキャンパスにおいて、当該キャンパスの全体規模で大地震の発生から

火災に至るとの想定で防災・防火訓練を実施し、併せて、加速器トンネル内
での過剰被ばく者対応についての訓練を実施した(11/27）。そのほか、自衛
消防隊の４支部隊において、計４回の自主訓練を実施した（7/8、7/30、11/15、
1/9）。 

○東海キャンパスにおいて実施している種々の取組の中で、主なものは以下の
とおり。 

 ・放射性物質の漏えいを想定した J-PARC 非常事態総合訓練を実施した（1/9、
383 名参加）。 

・危険な状況を擬似的に体感し、危険に対する感受性の向上を図るため体感
型安全教育を実施した。 

・震度６弱の地震発生後に津波が到来することを想定し、避難、名員掌握を
内容とした J-PARC 自主防災訓練を実施した（11/1）。 

・消火器の取扱いを習熟を図るため、取扱い訓練を実施した(10/16、27 名) 。 
・職員の健康の保持・増進のため、産業医による安全衛生講習会を開催した  
(2/20、23 名参加)。 

 

 

≪法令遵守等に関する目標≫ 

 

【75-2】 
○独立行政法人等における内部統制に関する理解を深め、機構における内部統
制の取組を促進するため、KEK で初めてとなる「内部統制研修」（1/22「法
令遵守・コンプライアンス研修」のプログラム内）を実施し、内部統制上の
責任者の任務や職員の責務等について教育を行った。 

○経済産業省が大学や研究機関向けに作成し公開している「安全保障貿易に係  

る機微技術管理ガイダンス」を KEK で参酌して安全保障輸出管理に係る規程

類を作成していることから、外為法の改正を受けて本ガイダンスが改訂され

たことを受けて、新たに「事前確認シート」の導入を明記するなど、ガイダ

ンスの改訂に沿って KEK の安全保障輸出管理規程を改正した。 

 

 

２．共通の観点に係る取組状況 

 

≪３．法令遵守及び研究の健全化≫ 

 

○KEK の経営・活動について、適法かつ公正な業務の運営を確保し、本機 

構に勤務する役職員による法令違反又は不正行為等を防止し、コンプラ

イアンスの推進を図るため、各種規則を定め、連絡体制を整備している。 

○不正防止においては e-ラーニングシステムを活用し、コンプライアンス 

教育を実施している。また、各研究所等における研究費の運営及び管理

について統括するコンプライアンス推進責任者と、それを補佐し、実効

的な管理監督を行う副責任者は、受講者の理解状況や受講状況の把握、

未受講者への受講要請等を行っている。 

 

○職員のコンプライアンス意識向上を図るため、e-ラーニングシステムを

活用して、研究倫理、研究費の使用に関するコンプライアンス教育や公

文書管理及び個人情報保護に関する教育を行うとともに、機構における

職員の法令遵守意識啓発のための取組の一環として、毎年、「法令遵守・

コンプライアンス研修」を開催し、責任ある研究活動について、内部統

制、安全保障輸出管理、商標法、ハラスメント防止などについての講義

を行っている。 

 

○新任職員講習会、階層別研修及び労務管理研修等においても法令遵守に

関する研修を実施するほか、研究倫理、研究費の使用に関する教育を充

実させるため、e-ラーニングシステムの整備、コンテンツの充実を進め、

学生も含めた職員のコンプライアンス意識の向上を図っている。さらに、

大学院生等に対しては、４月の新入生ガイダンスや、年に一度、KEK の大

学院生等が一堂に会するスチューデント・デイの際においても研究倫理

教育を実施している。 

   

○大地震等の自然災害など不測の事態が発生しても、機構における重要な

業務を中断させない、または中断しても可能な限り短期間で復旧させる

ことができるよう「業務継続計画（BCP）」を策定している。定期的な訓

練や新たな課題の洗い出しを通じて抽出された問題等により計画を検証

し、計画の持続的な改善を行っている。 

 

○自然災害、火災、爆発等の災害を未然に防止し、災害が発生しても被害

を 小限にとどめ、生命、身体や施設等を災害から保護することができ

るよう、「防災業務計画」を策定しており、機構がその業務に係る防災

に関し講じるべき措置を定め、災害が発生した場合における対策の人層

かつ適切な対処を図ることを目的としている。  
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（１）Bファクトリーによる実験 

Belle実験は、平成12年の実験開始以来の物理成果論文が通算で550報に近

づいた。また、これまでの全データの解析を継続し、令和元年度にはB中間子

のレプトン普遍性の破れの探索の新結果、CP非対称性の測定、新しい共鳴状態

の発見などの成果を挙げた。 

BelleⅡ実験は、令和元年度に新たに加入した国外の７機関を含め、国内14

機関・大学と国外104機関・大学（26か国・地域）とKEKの計119機関・大学に

よる、1,000名の大台を超える参画者の集まる国際連携事業へと拡大した。平

成31年３月に開始した物理研究のための運転を継続し、これまでに 14fb-1 の

データを収集し、データの解析を開始した。さらに、平成30年度のビーム衝突

調整時に収集したデータを用いた物理成果の論文の第１報が出版された。（論

文90報、学位論文11報）。 

 

（２）放射光を用いた実験 

令和元年度は、832 課題（共同利用課題数 754 件、施設利用及び優先利用 44

件、共同研究 32 件）の実験に、年間 2,446 名（うち大学院生 1,177 名）、延

べ 19,440 人日の共同利用者等を受け入れ、物質科学、生命科学、地球科学、

環境科学などの幅広い研究分野において、大学等から産業界まで幅広い研究

者等に利用され基礎から応用まで多様な研究を行った（論文 579 報、学位論

文 145 報）。代表的なものとして、以下のような成果があった。 

・データの類似度を用いた機械学習により、X線吸収スペクトルの定量的な解

析法を開発した。 

・ナノ磁気渦形成のこれまでの定説を覆す新たな物質の開発に成功した。 

・酸化ストレスによる統合失調症の発症メカニズムを解明した。 

・遺伝情報の読み取りを強化する tRNA のメチル化の仕組みを構造解析と生

化学解析により解明した。 

・ストライプ状の放射線照射では均一照射の場合よりも放射線照射の影響が

軽減されることを見出した。 

・ホイスラー合金とグラフェンからなる積層材料を用いて、電子スピンを自在

に操ることができる電子材料の開発に成功した。 

 

（３）J-PARC における実験 

○ 物質・生命科学実験施設(MLF) 

中性子共同利用実験では、S型課題新規７件、継続１件及び一般課題 118 件

（短期 113 件、長期５件）を採択した。ミュオン共同利用実験では、上半期（A

期）で 36 件、下半期（B期）で 36 件の課題を採択した。両実験においてそれ

ぞれ共同利用実験を進め、年間 703 名（うち大学院生 265 名）、延べ 5,803 人

日の共同利用者等を受け入れ、中性子及びミュオンを利用し物質科学、生命科

学、産業利用分野など基礎から応用までの多様な研究を行った（論文 112 報、

学位論文４報）。代表的なものとして、以下のような成果があった。 

 ・耐放射線性の高い金属材料を 0.1nm 級の超精密加工をして、大面積の中性

子集束ミラーを実現した。 

・フラストレート量子磁性体の励起スペクトルを中性子非弾性散乱を用いて

調べ、位相揺らぎと振幅揺らぎのハイブリッド励起が起きることを初めて

示した。 

・固体フッ化物シャトル電池で使用するフッ化物イオン導電体固体電解質の

原子位置と核密度を中性子回折により精密に決定して、フッ化物イオン伝

導経路の可視化に成功した。 

・生体膜の主成分であるリン脂質二重膜に付着した金属イオンによる水和水

の状態変化の様子を、中性子準弾性散乱により明らかにした。 

・宇宙から降り注ぐ宇宙線の主成分であるミュオンが半導体ソフトエラーの

一因であることを実証し、負ミュオンではその効果が正ミュオンに比して

大きいことが確かめられた。 

・ミュオンを文化財等の貴重な試料に照射して、負ミュオン原子からの特性 X

Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項 
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線を調べることにより、非破壊で試料内部の元素組成を決定することに成

功した。 

 

○ ニュートリノ実験(T2K) 

国内 15機関と国外 55機関の計 70機関による T2K ニュートリノ国際共同実

験を推進した（論文 11 報、学位論文 17 報）。令和２年２月までに 36×1020POT

分のデータを取得し、質量階層性が順階層性・逆階層性いずれの場合において

も 3σ（99.7%）の信頼度で CP 対称性の破れのパラメータの取りうる範囲を限

定するなどの世界に先駆けた成果を挙げ、引き続き世界のニュートリノ研究

をリードするとともに、今後の物質優勢宇宙の謎の解明に向けた期待も高ま

っている。J-PARC 加速器の MR（主リング）においては、515kW での安定運転

を実現した。 

 

○ ハドロン実験 

国内 34 機関と国外 97 機関の計 131 機関により、Ｋ中間子を用いた原子核・

素粒子実験を実施した（論文 18 報、学位論文 21 報）。陽子ビームパワー50kW

での世界 大強度のＫ中間子ビームによる実験を継続している。 

 

（４）CERN における ATLAS 実験 

KEK では、CERN の LHC 加速器での ATLAS 実験にも参加しており、国内の参加

機関の中心的役割を担っている（論文 83 報、学位論文 34 報）。 

令和元年度は、休止している陽子陽子衝突実験の令和３年度の実験再開に向

けて、シリコン検出器とミューオントリガー用検出器の整備と改良を実施し

た。また、平成 30 年以前に取得した重心系エネルギー13TeV の全データを使

った超対称性粒子探索の結果など、多くの解析結果を公表した。 

High Luminosity LHC 計画（HL-LHC）に向けた ATLAS 検出器アップグレード

では、シリコン検出器とミューオントリガーエレクトロニクスの開発を継続

し、38 か国の製造分担を纏めた覚書に基づき、実機製造の準備を開始した。 

 

（５）将来計画についての開発研究 

国際コミュニティによる衝突エネルギー250GeV での ILC（国際リニアコラ

イダー）における物理の展望の検討を行い、測定器の全体設計を 適化し、そ

の結果を報告書に纏めた。加速器開発のうち、極小サイズのビームの安定保持

に関しては、運転環境の安定化・調整技術の向上等を図ることで性能安定化を

推進した。超伝導 RF 加速空洞については高電界性能の向上と冷却負荷の低減

を同時に図る研究を実施、窒素導入法を適用した９セル空洞の単体試験で有

望な結果を得た。 

先端的測定器開発においては、SOFIST 検出器の位置及び時間分解能の検証

を高エネルギー陽子ビーム試験等により行い、ILC の崩壊点検出器に求められ

る分解能を満たすことを実証した。さらに、高機能化に必要とされる３次元積

層技術を開発した。 

エネルギー回収型線形加速器（ERL）の実証機として製作しているコンパク

ト ERL では、ERL をベースとした大電流での赤外自由電子レーザー（FEL）生

成実験を開始した。またバンチ圧縮による大強度テラヘルツ光生成実験を行

った。さらに超伝導空洞を用いた大電流での核医学用検査薬モリブデン 99 の

生成実験を行った。 

次世代放射光利用のための短期戦略として、パルス X線利用や垂直偏光 X線

などの特長を活かした放射光施設（PF リング）の高度化の詳細設計を進める

とともに、中長期戦略として KEK 独自の新光源施設計画の策定に向けた検討

を開始した。また、PF の強みである光源特性を活用した学術研究の新たな展

開や利用可能な複数の量子ビームによる連携研究などの検討も行った。日本

全体の放射光科学における KEK の放射光施設の役割を強化するため、内部組

織として基盤技術部門を置くなどの組織再編計画を進めた。 
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（６）共同利用研究者等の受入れ 

KEK は、大学共同利用機関として、国内外の大学・研究機関及び民間企業と

の共同利用、共同研究を積極的に推進し、加速器科学及び関連分野の 先端

の研究と技術開発の発展に貢献しており、主要三共同利用実験（J-PARC、B フ

ァクトリー、放射光）を国内外の大学等との協力の下で着実に進め、令和元

年度は国内大学から 5,065 名、国内研究機関から 1,044 名、外国機関から

1,919 名の共同利用研究者を受け入れ、共同利用による様々な研究成果を上げ

ている。特に、国内大学からの共同利用研究者のうち、国立大学が 83％を占

め、86 の全国立大学のうち 66 大学から 3,816 名の研究者が KEK を利用してい

る。 

所属機関別 共同利用研究者等受入数（実数） 

区  分 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

国内機関 5,873 5,379 5,898 6,109 

うち 大  学 4,725 4,447 4,909 5,065 

  公的機関 727 532 431 506 

  民間企業 421 400 558 538 

国外研究機関 1,733 2,025 2,002 1,919 

合計 7,606 7,404 7,900 8,028 

 

（７）共同利用研究者等の受入体制の充実 

外国人研究員を含む共同利用研究者等の受入体制の充実のため、つくば・東

海キャンパスにそれぞれユーザーズ・オフィスを設置し、ユーザーに対するき

め細かい支援を行っている。平成 30 年度からは、外国人ユーザーを対象に、

研究環境や生活環境の更なる向上のために、要望や意見を聞く場として、英語

でのユーザーズミーティングをつくば及び東海のそれぞれで開催し、要望のあ

った事項を可能なものから逐次改善を行っている。なお、平成 30 年度に同ミ

ーティングを実施した際に受けた要望の中から、令和元年度については、共同

利用研究者宿泊施設及び外国人研究者等宿泊施設にアクセスポイントを増設

し、無線 LAN 接続状況の大幅な改善を行った。また、共同利用者支援システム

上で宿泊施設使用料のオンライン支払が可能となるようシステムの改修を行

った（令和２年４月から運用）。また、外部委託による外国人生活支援（外国

人生活支援員の常駐日をキャンパス毎にそれぞれ週１日ずつ設け、病院への付

き添いや行政サービスの申込み補助等の対応）について、令和元年度において

も引き続き実施しており、つくばキャンパスにて 5,812 件（うち外部委託支援

173 件）、東海キャンパスにて 1,125 件（うち外部委託支援 111 件）もの外国

人対応を行った。 

 

（８）国際的な連携協力 

関連分野における研究を総合的に推進する上で、国際協力と国際競争が重

要であるとの認識のもと、国際的な活動に協力的かつ主導的に取り組み、か

つ、KEK の研究活動に関連する国際機関等の活動に協力するとともに、アジア・

オセアニア地域との連携を強化し、共同研究を積極的に推進するなど、同地域

の加速器科学諸分野の発展に寄与している。令和元年度は、KEK が日本側代表

機関となり、米国エネルギー省（DOE）との取極に基づき実施している日米科

学技術協力事業が実施 40 周年を迎えたことにより、それを記念して過去を総

括し、本事業の将来への展望を語る「40 周年記念シンポジウム」を４月 15 日

～16 日にハワイ大学にて開催した（約 60 名参加）。 

 

（９）大学院教育 

大学等の教育機関から共同利用実験に従事する教員及び大学院生に対して

研究教育の機会を提供するとともに、総合研究大学院大学（総研大）の基盤機

関として 先端の大型研究施設を利用した大学院教育を行っている。また、

KEK 独自の「外国人人留学生奨学金」制度による寄附金募集を実施し、優秀で

かつ意欲的な留学生が安心して学業に専念できるよう、その修学支援を行っ

ている。これまで３名の留学生に対して給付を実施しており、令和元年度は４
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人目となる奨学生採用のための寄附金の募集活動を推進し、16 件で 1,372 千

円の寄附を受け入れた。 

大学への加速器科学関連分野の教育支援として、特別共同利用研究員制度

（12 大学から 24 名（修士課程 10 名、博士課程 14 名））や８大学 11 研究科

との協定による連携大学院制度（２大学から 19 名）により大学院学生を受け

入れ、教育を行った。 

 

（10）人材育成 

加速器科学分野における中核機関として、国内外の同分野の人材育成に寄

与することを目的に実施したプログラム（スクール・セミナー、交流事業等）

の実施や大学生や高校生向けスクール並びに講習会等の開催を行った。また、

平成 30 年度に開始した「大学加速器連携ネットワークによる人材育成等プロ

グラム（IINAS）」を活用し、加速器科学関連分野の教育及び人材育成に特化

した、国内外で開催する国際スクール、研究者交流プログラムへの支援や教育

用小型加速器の整備や加速器技術セミナーの開催を実施した。 

 

（11）産学官連携の推進 

令和元年４月に産学官連携機能の一元的なマネジメントを行うための「オ

ープンイノベーション推進部」を発足し、KEK の高度な加速器科学・技術を

活かした大学－産業界－地域との連携を総合的・効率的に推進し、イノベー

ション創出と異分野間交流の促進に向けた活動に取り組んでいる。その中で

も、つくばの地域性と KEK の先端性を結合させた特徴ある地域連携活動の推

進として、産業技術総合研究所（AIST）、物質・材料研究機構（NIMS）、筑

波大学、東京大学及び KEK の５機関（令和２年度からは東北大学の参画によ

り６機関となっている。）によるオープンイノベーション拠点 TIA 連携にお

いて、つくばの特徴を活かした「知の創成」活動として、TIA 連携プログラム

探索事業「かけはし」として、研究テーマを採択して実施し、研究会や成果

報告会等を通じて技術の拡散に取り組んでいる。 

また、多企業参画ラボによる産学連携イノベーションコンソーシアムであ

る共創コンソーシアムに加えて、新たに応用超伝導加速器コンソーシアム、

SOI量子イメージセンサコンソーシアム、クライオ電子顕微鏡（CryoEM）コン

ソーシアムを令和元年４月より開設した。機構のウェブサイト上で、これら

のコンソーシアムの活動趣旨、技術分野、イベント情報等を発信し、会員を

獲得するとともに研究会やシンポジウムの実施などにより技術シーズの紹

介や企業との対話を進めた。 

 

（12）大学共同利用機関法人間の連携 

４機構及び総合研究大学院大学（以下「総研大」という） において、研究

環境基盤部会「審議のまとめ」で言及された「連合体」の設立に向けて「「連

合体」設立準備委員会」を３回開催（６月、10 月、３月）し、４つの WG（組

織検討 WG、業務運営検討 WG、研究力強化検討 WG、大学院教育検討 WG）にお

いて、運営の効率化、研究力強化、大学院教育の充実に向けた取組について

検討した。検討結果は月１回程度開催された機構長ミーティングを経て、文

部科学省の大学共同利用機関改革に関する作業部会等へ報告された。 

機構長会議下の異分野融合・新分野創成委員会「機構間連携・異分野連携

プロジェクト」として採択した「知性と認識の情報神経物理学」では、４機

構連携での、物理学、生物学、情報学、言語学などの文理融合を目指し、月

１回会合をもち、様々な視点から検討を進めた。その中で、生理学研究所に

おいては、二者の脳活動を同時記録できる機能的磁気共鳴画像装置（fMRI）

を使用して短歌の鑑賞に関わる脳活動と言語情報の関連を探るプロジェク

トが発足し、来年度の実験へ向けた計画が進行している。本プロジェクトに

は民間からも強い関心を持たれ、寄附を得ることができた。 
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Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画   

 

  ※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

Ⅳ 短期借入金の限度額  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 

4,912,496 千円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発

生等により緊急に必要となる対策費として借

り入れることが想定されるため。 

１ 短期借入金の限度額 

49 億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発

生等により緊急に必要となる対策費として借

り入れることが想定されるため。 

 

該当なし 

 

Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

東海キャンパスの土地の一部（茨城県那珂郡

東海村大字白方字六反町 203 番１外、1,373.04

㎡）を譲渡する。 

東海キャンパスの土地の一部（茨城県那珂郡東

海村白方字六反町 203 番１外、1,373.04 ㎡）を譲

渡する。 

 

実績なし 

 

Ⅵ 剰余金の使途  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 

決算において剰余金が発生した場合は、教育

研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

該当なし 
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Ⅶ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

 

･東海団地 大強

度陽子加速器

施設 

･大穂団地 電気

設備 

･小規模改修 

 

 

 

 

 

 

総額 1,359 

 

 

施設整備費補助金 

     （993 百万円） 

 （独）大学改革支援・学位 

授与機構施設費交付金 

     （366 百万円） 

 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

 

･大穂団地 加速

器施設 

･ 〃 電気設備 

･ 〃 耐震改修 

･ 〃 RI 排水設

備改修 

･ 〃 特高受変電

設備更新 

･東海団地 加速

器施設 

･アトラス測定器 

･小規模改修 

 

 

総額 3,171 

 

 

施設整備費補助金 

   （3,131 百万円） 

 （独）大学改革支援・学位 

授与機構施設費交付金 

     （ 40 百万円） 

 

 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

 

・大穂団地 加速

器施設 

・ 〃 電気設備 

・ 〃 耐震改修 

・ 〃 RI 排水設

備改修 

・ 〃 特高受変

電設備更新 

・東海団地 加速

器施設 

・HL-LHC による

素粒子実験設備 

・小規模改修 

 

 

総額  3,019 

 

 

施設整備費補助金 

  （2,979 百万円） 

(独)大学改革支援・学位 

授与機構施設費交付金 

     （40 百万円） 

 

 

○計画の実施状況等 

・大穂団地 加速器施設                         ・大穂団地 耐震改修 

   先端加速器の関連設備の整備を実施している。                実験研究棟の耐震改修を実施している。 

・大穂団地 電気設備                          ・東海団地 加速器施設 

   特高変電所の高圧コンデンサ更新等を実施している。             J-PARC の関連設備の整備を実施している。 

・大穂団地 RI 設備                              ・HL-LHC による素粒子実験設備 

   ＲＩ排水処理施設の排水タンク改修等を実施している。            CERN に設置する設備の整備を実施している。 

・大穂団地 特高受変電設備                       ・小規模改修 

   特高変電所の特高受変電設備更新等を実施している。           変電所の変圧器更新等を実施している。 

・大穂団地 空調設備 

   放射光研究施設の空調設備更新を実施している。 
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Ⅷ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 

○ 人事の公平性、教員の流動性を高めるため、教

員の人事は原則として国際公募とし、教育研究評

議会での方針に基づき、各研究所、施設の運営会

議の下で選考を行う。また、多様な研究人材を確

保し、活用できるよう年俸制、クロスアポイント

メント、任期制等の仕組み、勤務時間、休暇、人

事評価等の制度を整備・運用する。  

○  「Ⅱ－１ 組織運営の改善に関する目標を達

成するための措置」における人材確保の目標を達

成するための具体的な対策は、「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進

法）」及び「次世代育成支援対策推進法（次世代

法）」に基づく一般事業主行動計画等に定めると

ともに、居住等への支援も含めた研究環境を引き

続き維持・整備し、海外の地域からの卓越した研

究者等の確保に努める。さらに、博士研究員制度

等により若手研究者の育成を図る。また、研究支

援を担う技術職員・事務職員等の人材の確保、育

成を図り、特に専門的な研究推進事務を担う人材

育成のための制度を整備する。 

 

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 

43,475 百万円（退職手当は除く） 

 

 

○ 人事の公平性、教員の流動性を高めるため、教

員の人事は公募とする。 

  また、多様な研究人材確保のため、年俸制及び

クロスアポイントメント等の制度を活用する。 

○ 女性や外国人の研究者・技術職員の増加を目指

し、女性や外国人の働きやすい環境の整備、女性

の積極的な応募促進等に取り組む。 

 

（参考１）令和元年度の常勤職員数 723 名 

（参考２）令和元度の人件費総額見込み 

7,955 百万円（退職手当は除く） 

 

「（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

を達成するための措置」P.37～39 参照 

 

 


